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 序文 
 

 

 

 

 

 

ノベーションは、世界中で進行しているエネルギーシステムの転換を促進する牽

引力である。さまざまな革新的ソリューションが重要な役割を果たすことによって、

再生可能エネルギーは今日のような競争力のあるエネルギーの選択肢へと成長を

遂げた。 

 

その間、再生可能エネルギーのイノベーションは加速の一途をたどっており、なかで

も発電ソリューションはその先頭を走っている。コストが急速に低下した結果、太陽光

発電と風力発電はエネルギー転換の中核となっている。電力コストを低く抑えながら

再生可能エネルギーの導入率を最大化するには、より柔軟性の高い電力系統が必

要である。 

 

そのため、先進市場で実施されているイノベーションプログラムは、電力系統の柔軟

性を最大限に高めるソリューションに重点を置いている。また輸送部門、建築部門、

産業部門の電化（エレクトリフィケーション）拡大も、スマートに行われれば、太陽光発

電や風力発電の導入を促進するものとなりうる。そのような新たな需要は柔軟性が高

いと考えられるため、電力系統に組み込むことにより、デマンドサイドマネジメント戦

略を通じたさらなる再生可能エネルギーの導入を後押しすることができる。 

 

これらの課題に取り組むソリューションの多くは、既に商業化が可能な段階にある。

先進的な企業は変革をもたらしうる一連のイノベーションを創出、試行、展開しており、

デジタル化、分散化、電化の傾向は、誰も予想できなかったほど急速に進展している。

とはいえ、イノベーションを支え、台頭しつつあるソリューションを取り入れるために、

政府による時宜を得た集中的な措置は不可欠である。 

 

いずれの状況においても、意思決定者はソリューションの最適な組み合わせを特定

する必要がある。それぞれの国に合わせた適切なイノベーションミックスを決定する

には、技術におけるイノベーションと、市場設計、ビジネスモデル、系統運用における

イノベーションを組み合わせた、総体的な取り組みが必要である。しかし選択可能な

ソリューションが非常に多岐にわたるということは、世界の電力系統の多様性と相ま

って、意思決定に大きな困難をもたらすとも考えられる。  

イ 
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国際再生可能エネルギー機関（IRENA）が作成した「イノベーション展望」に関する本

研究報告書は、かかるソリューションに関する明確かつ包括的な手引きを示すことを

目的としている。本報告書は、十分な情報に基づく意思決定を支え、実効性のある政

策枠組みの策定に役立ち、的を絞ったイノベーションの育成を助け、最終的には再生

可能エネルギーへの移行を加速させることを目指している。 

 

本報告書では、変動性再生可能エネルギーの大規模導入を促進するために世界各

地で開発および実施されているイノベーションの事例をマッピングし、分類している。

この主報告書を補足するものとして、イノベーションのタイプごとに詳細な検討ができ

るイノベーション概要書およびオンライン資料がある。 

 

本研究では、再生可能エネルギーの導入を加速して需要を満たすだけでなく、エネル

ギー転換を世界規模の包括的な動きとするために役立つ幅広いイノベーションを取り

上げる。IRENA は、加盟国の経済・社会・環境目標、また世界の気候目標や持続可

能な開発目標に沿って再生可能エネルギーのイノベーションと導入を促進するため、

引き続き加盟国と協力していく。 

 

アドナン Z. アミン 

事務局長* 

国際再生可能エネルギー機関 

* 2019年 4月まで 
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ノベーションは、世界のエネルギー転換を促進する牽引力である。世界中でより効率的で優れた再生可

能エネルギー技術の開発と導入が加速している。再生可能エネルギーは多くの国にとって、セキュリティ

が保たれ、コスト効率のよい、環境的に持続可能なエネルギー供給に移行するための確かな選択肢となりつつ

ある。再生可能エネルギーは、雇用や地域価値を創出する継続的な社会経済的発展を支えると同時に、気候

変動や地域の大気汚染への対策ともなっている。 

 

電力部門は、太陽光発電と風力発電の急速なコスト低下と、それに伴う多くの国での導入拡大を通じて、イノベ

ーションの牽引役となってきた。これまでも有望な進展が続いてきたが、エネルギー転換はさらにペースを大幅

に上げる必要がある。市場政策と同様、技術的イノベーションを推進するために実施される政策も、最新の状

況や急速な進展に合わせて、継続的な見直しと更新を行うことが望ましい（IRENA, IEA and REN21, 2018）。 

 

変動性再生可能エネルギー（VRE）の導入には、発電比率が高くなるに従い需給バランスの維持がより困難に

なるという固有の課題が伴う。低コストの VRE、すなわち太陽光発電と風力発電の価値を最大限高めるには、

より柔軟性のある統合された電力系統が必要である。 

 

これに対し、世界の政策立案者や系統運用者は、変化する状況の中で低廉かつ確実に需給バランスを維持す

るための幅広い対策を採用している。イノベーションの重点は、太陽光発電と風力発電の大量導入に必要な電

力系統の柔軟性を高めるソリューションを策定、展開することに置かれている。 

 

柔軟性：太陽光発電や風力発電がもたらす変動性と不確実性に対して、電力系統が超短期から長期まで

のさまざまなタイムスケールで対応し、これら変動性再生可能エネルギー（VRE）電源の出力抑制を回避す

るとともに、すべての需要家のエネルギー需要を信頼度高く満たすことができる能力（IRENA, 2018c）。 

変動性：太陽光資源や風力資源の変動的な性質のこと。発電出力の急激な変化を引き起こす可能性がある。 

不確実性：太陽光発電や風力発電の出力を完全に予測することができないこと。  

イ 
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近年、先見性のある行政機関や先進的企業は世界中で、電力系統を根本から変革する可能性を持ったさまざ

まな革新的ソリューションの創出、試行、展開を実施している。ソリューションはきわめて多様であり、また地域

のエネルギーシステムはそれぞれ異なることから、意思決定者を迷わせ、それぞれの国や状況に合わせた最

適なソリューションの特定や評価を困難にするおそれがある。 

 

そこで、国際再生可能エネルギー機関（IRENA）は、VRE 導入に関するイノベーション展望の広範囲で詳細な

分析を行い、イノベーションや革新的ソリューションの多くの事例をマッピングし、分類した。本報告書と各種オ

ンライン資料は、多様なイノベーションについて明確かつ参照しやすい手引きを意思決定者に提供することを

目的としている。これらのイノベーションには、現在開発中のものもあれば、各国の状況に合わせた形で既に使

用されているものもある。世界のさまざまな電力系統の中で、これらのイノベーションは組み合わされている。

そこから見えてくる枠組みにより、個別のケースにおいてどのようなソリューションが適用できるか、知識に基づ

いた判断を下すことが可能になると期待される。 

 

図 ES1 イノベーション展望プロジェクトの概要 

将来の再生可能エネルギー社会を 

実現するイノベーションの全体像： 

VREの導入に向けたソリューション 

実現技術、ビジネスモデル、市場設計、系統運用という 4つの分野に

またがって電力部門の転換を推進する 30の主要イノベーション 

30のソリューションを組み合わせて策定した 

11の柔軟性ソリューション 

これらのイノベーションを試行または導入した 

200件以上のプロジェクト実例 

実施に伴う複雑性やコストに基づいた 

柔軟性ソリューションの影響評価 

電力部門の転換を促す 8段階のイノベーションプラン 
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ES 
変動性再生可能エネルギー導入を促進するイノベーション 

RE の大量導入に役立つ多くのイノベーションが世界各地で台頭し、実用化されている。IRENA の「イノベ

ーション展望」研究は、関連性のあるイノベーションをマッピングし相乗効果を特定、これらのイノベーション

を取り入れることでもたらされる、電力系統に VREを大量導入するためのソリューションを提示する。 

 

本「イノベーション展望」は、世界中で実施されている数多くの革新的なプロジェクトやイニシアチブの分析に基

づくものである。これらのイノベーションをカテゴリー別に分類してマッピングし、30 のイノベーションに集約した

（表 1を参照）。 

 

またこの分析は、これらのイノベーションが世界の電力系統に見られる 4 つの主要な分野にわたり出現してい

ることも示している。 

 

 実現技術：再生可能エネルギー導入を促進するために重要な役割を果たす技術。 

 ビジネスモデル：新たなサービスのビジネスケースを策定し、系統柔軟性を高め、再生可能エネルギー技術

のさらなる導入にインセンティブを供与する革新的モデル。 

 市場設計：再生可能エネルギーを中心とするエネルギーシステムに必要な柔軟性やサービスを奨励し、新

たなビジネスの出現を後押しする、新しい市場構造と規制枠組みの変更。 

 系統運用：VRE電源の大量導入を可能にする、電力系統の革新的運用方法。 

 

先駆的な国や企業がこれらのイノベーションを試行および導入した事例に基づいて、30 タイプのイノベーション

のそれぞれについて詳細な分析を行った。本報告書に付属する一連のイノベーション概要書は、特定の状況

における個々のイノベーションの便益、リスク、適切性を評価するための参考となることを目的としている。 

 

各イノベーション概要書は、以下の項目からなる。 

 

I 説明：イノベーションの内容とその役割。 

II 電力部門における転換への貢献：電力系統に提供されるサービスや便益を通して、イノベーションが VRE

導入をどのように支援することができるか。 

III 市場展開を可能にする主要因：イノベーションを実用化するうえでのリスクと課題、またそれらを克服する方

法の概説。 

IV 現状とイニシアチブ事例：イノベーションの最新の進捗状況を追跡する指標と、世界各地で現在進行してい

るイニシアチブおよびイノベーション導入プロジェクト事例。 

V 実施要件チェックリスト：イノベーションを導入するために準備する必要がある項目を整理した、政策立案者

向け簡易ツール。 

  

V 
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表 1 イノベーション概要書の概説 

 概説 イノベーション概要書 

実現技術

 

• 再生可能エネルギーの変動性をバックアップし、さま

ざまな系統サービスを提供することができる蓄電池

技術。 

1. 大容量蓄電池 

2. ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池 

• 他部門の電化を実現し、再生可能エネルギー電源

の新たな市場を切り開くとともに、余剰電力を貯蔵

する新たな方法をもたらす技術。 

3. 電気自動車のスマートチャージ 

4. 再生可能エネルギーによる 

P2H（電力から熱への変換） 

5. 再生可能エネルギーによる 

P2H2（電力から水素への変換） 

• 電力部門に新たな選択肢をもたらすとともに、業界

の境界線とダイナミクスを一変させ、再生可能エネ

ルギーアセットの最適化を促進するデジタル技術。 

6. IoT（モノのインターネット） 

7. AI とビッグデータ 

8. ブロックチェーン 

• 相互に補完し合い、VRE 電源の新しい運用方法を

可能にする新たなスマートグリッド（大規模、小規模

のいずれも）。 

9. 再生可能エネルギーのミニグリッド 

10. スーパーグリッド 

• 新たな状況と電力系統のニーズに適応するための、

既存アセットの改修。 
11. 従来型発電所における柔軟性 

ビジネスモデル 

 

• 需要家に権限を付与し、能動的な参加者へと変容さ

せるビジネスモデル。 

12. アグリゲーター 

13. ピア・トゥー・ピア（P2P）電力取引 

14. エネルギー・アズ・ア・サービス（EaaS） 

• オフグリッド地域と系統接続地域の両方で再生可能

エネルギーの供給を可能にする革新的手法。 

15. コミュニティ所有モデル 

16. 従量課金モデル 

市場設計 

 

• 市場参加者による柔軟性の供給を奨励し、より適切

なシグナルを送ることで電力供給の価値を安定さ

せ、系統サポートサービスに適切な報酬を与える新

たな規制。 

17. 電力市場における時間分解能の向上 

18. 電力市場における空間分解能の向上 

19. 革新的なアンシラリーサービス 

20. 容量市場の再設計 

21. 地域市場 

• 需要家／プロシューマー側の柔軟性を促進する小

売市場の設計および規制の変更。 

22. 時間別料金制度 

23. 分散型エネルギー源の市場導入 

24. ネットビリング制度 

系統運用 

 

• 分散型電源の導入に必要となる新たな配電系統運

用方法と、分散型電源に適した市場促進。 

25. 配電系統運用者（DSO）の将来的役割 

26. 送電系統運用者（TSO）と DSOの協力 

• 系統柔軟性を高める新たな運用手順。 
27. VRE電源の先進的予測手法 

28. 揚水発電の革新的運用手法 

• 系統混雑に起因する VRE の出力抑制を削減し、系

統増強の必要性を低減する新たな系統運用方法。 

29. バーチャル送電線 

30. 動的線路定格 
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ES 
将来の再生可能エネルギー社会を実現するソリューション 

の統合報告書は、「イノベーション展望」において特定された主要な知見を集約し、イノベーションが単独

で発生するものではないことを説明するものである。VRE 導入のために現場で実施されているソリューシ

ョンは、技術、市場設計、ビジネスモデル、系統運用といったさまざまな分野にまたがる多様なイノベーションの

相乗効果によってもたらされている。これは体系化されたイノベーションと呼ばれている。 

 

この主報告書は、付属のイノベーション概要書に記載されている情報を統合し、さまざまなイノベーション間の

関連性を明らかにしている。統合報告書で取り上げる個々のイノベーションについては、イノベーション概要書

で詳細を論じる。 

 

図 ES2 電力部門全体にまたがるイノベーションの組み合わせによる柔軟性ソリューション 

 

 

こ 

実現技術 

ビジネスモデル 市場設計 

系統運用 

イノベーションの分野 

柔軟性ソリューション 太陽光発電および 
風力発電の導入率拡大 

総系統コストの削減 

系統柔軟性の強化 
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本統合報告書は、4つの章で構成されている。 

 

第 1 章：「電力部門における転換」では全体像を概説し、再生可能エネルギーが支える未来の電力系統が、低

炭素、高信頼度、高セキュリティ、かつ低廉なエネルギーシステムを実現するうえでいかに重要であるかを説明

する。また、今後直面することになる主な課題を挙げ、それらを克服するために役立つイノベーションの動向を

明らかにする。電力部門のプレーヤーが果たす役割や責任の変化のほか、この分野に参入してくる新たなプレ

ーヤーにも焦点を当てる。 

 

第 2 章：「変動性再生可能エネルギー電源導入に向けたイノベーション展望」は、マッピングした 30 タイプのイ

ノベーションを概説する。 

 

第 3章：「将来の再生可能エネルギー社会を実現するイノベーション」は、イノベーションのタイプや 4つの分野

の関係と相乗効果について説明し、イノベーション間の相乗効果がもたらしうるソリューションを立案する。本報

告書ではこれを体系化されたイノベーションと呼んでいる。体系化されたイノベーションとは、イノベーションを組

み合わせ、その相乗効果を電力系統のあらゆる部分、すべてのプレーヤーに波及させることを意味する。 

 

第 4章：「ソリューションの影響評価」は、電力系統の柔軟性を高めるためにどのソリューションが実施しやすい

か、さまざまな電力系統状況に対してどのソリューションが適しているかについて、簡単な手引きを提供する。 

 

第 5 章：結論：「8 段階のイノベーションプラン」には、報告書の締めくくりとして、再生可能エネルギーが支える

未来に向けて推奨される施策を記す。 
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 略語一覧 
AC 交流（Alternating current） 

AI 人工知能（Artificial intelligence） 

APS アリゾナ州の電気事業者（Arizona Public Service Company） 

AUD 豪ドル（Australian dollar） 

BMWi ドイツ連邦経済エネルギー省（Germany Federal Ministry for Economic Affairs and Energy） 

CAISO カリフォルニア独立系統運用機関（California Independent System Operator） 

CHP 熱電併給、コージェネレーション（Combined heat and power） 

CREZ 競争的再生可能エネルギーゾーン（Competitive renewable energy zone） 

DC 直流（Direct current） 

DLR 動的線路定格（Dynamic line rating） 

DUoS 電力系統の分散型利用（Distributed use of system） 

EaaS エネルギー・アズ・ア・サービス（Energy-as-a-service） 

EIM エネルギーインバランス市場（Energy Imbalance Market） 

ENTSO-E 欧州送電系統運用者ネットワーク（European Network of Transmission System Operators） 

ERCOT テキサス電力信頼度協議会（Electricity Reliability Council of Texas） 

EU 欧州連合（European Union） 

EUR ユーロ（Euro） 

EV 電気自動車（Electric vehicle） 

FCAS 周波数制御アンシラリーサービス（Frequency Control Ancillary Services） 

FERC 米国連邦エネルギー規制委員会（Federal Energy Regulatory Commission） 

GBP 英ポンド（British pound） 

GW ギガワット（Gigawatt） 

GWh ギガワット時（Gigawatt-hour） 

HVAC 暖房・換気・空調（Heating, ventilation and air conditioning） 

HVDC 高圧直流（High-voltage direct current） 

Hz ヘルツ（Hertz） 

ICT 情報通信技術（Information and communications technology） 

IoT モノのインターネット（Internet of things） 

ISO-NE ニューイングランド独立系統運用機関（Independent System Operator – New England） 

IT 情報技術（Information technology） 

IRENA 国際再生可能エネルギー機関（International Renewable Energy Agency） 

kg キログラム（Kilogram） 

kV キロボルト（Kilovolt） 

kW キロワット（Kilowatt） 

kWh キロワット時（Kilowatt-hour） 
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LCOE 均等化発電原価（Levelised cost of electricity） 

MISO 米国中部大陸独立系統運用機関（Midcontinent Independent System Operator） 

MW メガワット（Megawatt） 

MWh メガワット時（Megawatt-hour） 
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NYISO ニューヨーク独立系統機関（New York Independent System Operator） 

P2G 電力からガスへの変換(Power-to-Gas) 

P2H 電力から熱への変換(Power-to-Heat) 
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P2P ピア・トゥー・ピア（Peer-to-peer） 

P2X 電力から他のエネルギー媒体への変換(Power-to-X) 

PAYG 従量課金（Pay-as-you-go） 

PEM プロトン交換膜（Proton exchange membrane） 

PG&E パシフィック・ガス＆エレクトリック（カリフォルニア州の電力・ガス供給業者） 

（Pacific Gas and Electric） 

PJM ペンシルバニア州、ニュージャージー州、メリーランド州を中心とする地域系統運用機関 
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PV 太陽電池（Photovoltaic） 

SAPP 南アフリカ・パワープール（Southern African Power Pool） 
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TWh テラワット時（Terawatt-hour） 
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VPP 仮想発電所（Virtual power plant） 
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 低炭素化、信頼度維持、低廉化、セキュリティ確保のすべてを備えたエネルギーシステムを目指して 

世界のエネルギーセクター（産業部門）は、より包括的で高セキュリティ、高コスト効率、低炭素かつ持続可能な

未来に向けて、転換の只中にある。これを構成する極めて重要な要素の一つが、再生可能エネルギーである。

エネルギー転換は、2015年のパリ協定に至った気候変動への懸念の高まりだけでなく、国際連合の持続可能

な開発目標（SDGs）、大気汚染の悪化や水問題の深刻化を契機に、過去に例がないほどの公的なてこ入れと

政策措置により促進されており、その緊急性と重要性は、気候変動に関する政府間パネルの最新の報告書

(IPCC, 2018)にも開示されている。エネルギー転換は現在、イノベーションを新たな推進力の鍵として、さらな

る進化を遂げている。 

 

電力部門は、現行のエネルギー転換を主導しており、これは再生可能エネルギー電源、特に風力発電と太陽

光発電の急速なコスト低減に後押しされている。2010年から 2018年までの期間に、太陽電池モジュールのコ

ストは 90%低減し、太陽光発電の均等化発電原価（LCOE）は 77%低下した。同時期に、風車１基当たりのコ

ストも（市場により異なるが）半減し、 陸上風力発電の均等化発電原価は 30%近く減少しており、さらなる大幅

な削減が今後 10年において予想されている（IRENA Renewable Cost Database 2019よりデータ抽出）。  

 

再生可能エネルギーは、2017年の世界の発電電力量のうち 4分の 1を占めると概算されており、特に風力発

電や太陽光発電といった変動性再生可能エネルギー（VRE）は、近年目覚ましく成長している。2017 年末まで

に再生可能エネルギーの設備容量は 2,337GW に達しており、総発電設備容量の 34%を構成している（IEA, 

2018a）。この大部分は水力発電（54%）によるものであり、続いて風力発電（22%）と太陽エネルギーによる発

電（大半が太陽光発電で、約 17%）の順になる。2005 年から 2016 年までの期間に、世界の太陽光発電の設

備容量は 7 倍以上も拡大し、陸上風力発電の設備容量は、3 倍近く増加した。2017 年だけでも、新規設備容

量は、太陽光発電で 98 GW、風力発電で 48 GW である。 

 

それでもなお、現行のエネルギー転換は、この伸びをさらに促進させることが必要である。IRENA（2018b）の

分析によると、パリ協定で示されている気候目標に沿った電力部門の脱炭素化には、2050 年までに総発電電

力量に占める再生可能エネルギーの導入率を 85%にすることが必要であると考えられている。その時点まで

に、太陽光発電と風力発電の設備容量は、現在の 900 GW から 13,000 GW まで拡大され、総発電電力量の
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1 
60%を占めるものと予測されている。これには、風力発電の年間新規設備容量を 2017年の水準から 3倍、太

陽光発電は 2倍にすることが求められる。 

 

さらに、最終消費の主要三部門（産業、建築物と運輸）の総エネルギー需要に占める電力消費の割合を、2015

年の約 20%から 2050年には 40%まで倍増させる必要がある。再生可能エネルギー技術の進歩によって、最

終消費部門は再生可能エネルギー電気を利用でき、脱炭素化に向かう機会がもたらされる。革新的なビジネ

スモデルと市場設計を伴ったスマート電化の取り組みは、これらの相乗効果を実現するとともに、新しい形の需

要が創出されることで期待される潜在的な柔軟性を実際に獲得する上で、極めて重要である。 

 

再生可能エネルギー技術のさらなるイノベーションは、効率性を高め、特定の気象条件への適応を促進し、住

環境との統合（例えば建材一体型太陽電池システム）を強化し、コストを低減させるために必要である。しかし、

再生可能エネルギーのイノベーションに加えて、系統連系問題におけるイノベーションにおいても、VRE 導入

率向上や、コスト効率の高い方法で系統柔軟性を高めるために、非常に重要になってきている。図 1に、よりク

リーンで信頼度が高く、セキュリティの保たれたエネルギーシステムへの道筋をまとめる。 

 

図 1 低炭素化、低廉化、信頼度維持、セキュリティ確保のすべてを備えたエネルギーシステムへの道筋 
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 VREの系統連系のための系統柔軟性向上 

再生可能エネルギー電源の低コスト化の時代に、エネルギー転換の成功を支えるためには、VRE を可能な限

り低コストで大量に系統連系する戦略を実施することになる。現在、G20 諸国の発電電力量に占める VRE 導

入率は約 10%である。一部の国々、特に欧州では、VRE 導入率が大幅に上昇している。2017 年の VRE 導

入率は、デンマークで 53%、南オーストラリア州で 48%に達しており、リトアニア、アイルランド、スペイン、ドイ

ツでは 20%を上回る。 

 

世界でもっとも大きな電力系統のトップ 3（中国、インド、米国）では、各国ともVRE導入率を倍増させ、2022年

までに年間発電電力量のうち 10%以上を占めることが予測される（IRENA, IEA, and REN21, 2018）。インドを

例に挙げると、2017年から 2018年までの間に、VRE電源は需要の 7.7%を占めており、2019年までに VRE

導入率は 9%に達する見通しである。米国では、2017年の発電電力量のうち風力・太陽光が 7.6%を占めてい

る(EIA, 2018a)。 

 

しかし、世界の発電電力量に占める太陽光・風力発電の導入率は、2050 年までに現在の約 10%から 60%ま

で拡大させる必要がある（IRENA, 2018b）。風力・太陽光の変動性や不確実性を考慮すると、電力系統に必要

な柔軟性とアデカシーを提供する革新的なソリューションが求められる。2015 年から 2050 年までの間に、再

生可能エネルギーへの新たな投資が必要であるのと同様に、VRE の系統連系に向けた系統インフラの増強

やその他の柔軟性の選択肢に対しても、投資が必要になる可能性がある。この期間における電力系統や柔軟

性への投資ニーズは、新規 VREへの投資を除いても約 9兆〜18兆ドル（約 990〜2,000兆円）まで上昇する

と予測される（IRENA, 2018b）。VRE の系統連系は、世界のエネルギー部門における転換の技術的あるいは

経済的なボトルネックとなる可能性があるため、投資にあたっては、柔軟性への対応に多大な努力を払うこと

の重要性を強調する必要がある。 

 

したがって、次の段階では、VRE を大量導入するイノベーションの取り組みに焦点をあて、系統柔軟性を高め

るソリューションを通じてこの連系コストを低減することが求められる。柔軟性は、需要と電源の変化に対応す

る電力系統の能力と定義されるが、通常の電力需要は日毎、季節毎に大きく変化するため、柔軟性は常に系

統運用の一部を構成している（IRENA, 2018c）。VRE 導入率が高まるにつれて、運用する系統柔軟性は、電

力系統が可能な限り低コストで信頼度の高い需給調整を維持しながら変動性電源を受け入れる能力とも直接

関連するようになる。 

 

柔軟性が不十分であると、VRE 電源の出力が少ない時期で電力系統が十分な安定容量を増強できない場合

に負荷制限を受けたり、VRE の出力が多い時期で他の電源が急速に出力を低下できない場合に VRE の出

力抑制を引き起こす可能性がある。そのため、新規 VREの増分の運用価値が低下し、予備力やピーク需要に

対応するために新たな安定容量が必要となり、運用コストが上昇する可能性がある。したがって、このような状

況における柔軟性とは、ごく短期から長期まで、さまざまなタイムスケールにおいて VRE 電源が電力系統にも

たらす変動性や不確実性に対処し、VREの出力抑制を回避して、すべてのエネルギー需要を需要家に確実に

供給する電力系統の能力を表す。（IRENA, 2018c）。 

 

これまで、従来型の電力系統が供給側が需要に応じて電源調整を行うことで柔軟性を提供しており、需要側は
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1 
ほとんど応答性がないため柔軟性の提供はごく僅かであった。イノベーションによって、供給側の柔軟性がさら

に向上するだけでなく、電力系統のすべてのプレーヤーがそのような柔軟性を提供できるようになる。図 2 に、

電源が唯一の柔軟な供給源である電力系統からの脱却と、柔軟性の高い電力系統への転換の様子を示す。 

 

 供給側の柔軟性：既存の従来型発電所と再生可能エネルギー電源の双方からそれぞれの設備能力の範

囲で柔軟性の高い運用によって、供給側の柔軟性をさらに向上していく必要がある。 

 

 系統柔軟性：系統柔軟性は、より大きな系統容量と地域市場の確立により提供される。これにより、複数の

制御エリアにまたがるより広域の需給調整エリアで、あるいは大陸全域で、電力がより容易に輸送できるよ

うになる。このように、より広い地理的範囲で気象と資源の多様性を活かすことで、需給バランスをとること

ができる。配電網の系統容量や管理もまた、より多くの再生可能エネルギーを配電網に接続するために重

要である。 

 

図 2 イノベーションにより広がる電力部門全体の新たな柔軟性の選択肢 

 

 需要側の柔軟性：需要側（デマンドサイド）では、屋根置き太陽電池、マイクロ風車、蓄電池システム、ミニグ

リッド、プラグイン型電気自動車などの分散型エネルギー源が登場している。これらが電力系統へ活発に参

加することにより、系統柔軟性が大幅に高まる可能性がある。 運輸、建築や産業部門といった最終消費部

門の電化は、デマンドレスポンス・プログラム、価格弾力性やセクターカップリングといったスマート技術で管

理することにより、VREの系統連系に向けた新たな柔軟性の機会が開かれる。分散型エネルギー源をサポ

ートするデジタル技術が登場しており、系統状況に応答して電力系統に種々のサービスを提供する柔軟性

が提供できるようになっている。 

 

 大容量電力貯蔵の柔軟性：エネルギー貯蔵技術は、エネルギー部門全体に対する柔軟性供給源であり、

VRE 大量導入を実現する大きな可能性を秘めている。供給側では、電力用蓄電池や「power-to-X」と呼ば

れる応用技術（例：P2H（電力から熱への変換）、P2H2（電力から水素への変換））によって、VRE 電源に接

続して余剰発電を貯蔵し、柔軟性を高めることが可能である。需要側では、負荷が適切に管理されている
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場合、貯蔵技術は最終消費部門の電化を直接的・間接的に進め、相当の柔軟性を提供することができる。

あるいは、そのような目的で電力系統に接続されることで、貯蔵技術は系統柔軟性を向上させ、系統混雑

を緩和することができる。 

 

系統柔軟性を高め、VRE を高い導入率で連系するための最適な戦略は、一定ではない。また、電力需要の伸

び率、既存の系統の系統連系の度合いや、国内の天然資源など、各国の状況によって戦略はさまざまである。

各種のさまざまな一連のイノベーションが、既にさまざまな電力系統に採用されている。 

 

イノベーションは、さまざまな電力系統の状況に応じて系統柔軟性を高め VRE の連系コストを低減する上

で、また、発電事業者から需要家に至る電力バリューチェーンのさまざまなプレーヤーにとっての新たな付

加価値を創出する上で、そのソリューションを開発し、導入するために非常に重要である。 

 

 イノベーションの紹介 

デンマーク、ドイツ、ポルトガル、スペイン、ウルグアイなどの国々では、系統内の VRE 導入率が年間で 25%

を超えても管理できることが実証されている。地域内の一部、さらには国全体においても、短期間で VRE 導入

率を 100%に近づけることに成功した事例が増えている（IRENA, 2018a）。以下の表に、系統柔軟性とVRE導

入率を高めるためにさまざまな電力系統が採用しているイノベーションをまとめる。 

 

デンマーク 

VRE導入率 

2014年以来 40%を超え、2017年には 53%に到達（IEEFA, 2018）。その大半は風力発電による。 

 

目標 

2050年までに、エネルギー部門における再生可能エネルギー率を 100%にする。そのうちの50%は風力発電による。 

課題 

• 需給調整により、無風時も利用可能なベースロード電力を十分確保する。 

• 現在、大量の風力発電による電力が低価格またはマイナス価格で販売されているため（Zaman, 2018）、風力発電

の出力が多い期間も、風力発電の電力の価値を維持する。 

導入または計画されているイノベーション 

• デンマークは豊富な地域間連系線によって、風力発電の大量導入を実現した。デンマークは余剰風力エネルギーを

北欧諸国に主に輸出しており、北欧諸国は水力発電の代わりにその電力を利用することで、貯水池の水を節約して

いる。デンマークの国内送電網は強固であり、他のスカンジナビア諸国やドイツとの連系容量は、6.5 GW のピーク

負荷とほぼ同量である（輸入容量は、ドイツから 2.2 GW、スウェーデンから 2 GW、ノルウェーから 1.6 GW）。 

• デンマークの送電系統運用者（TSO）の最優先事項は、デマンドレスポンスの方策、熱供給部門の電化、スマートグ

リッド、圧縮空気エネルギー貯蔵の開発である（SEDC, 2017）。 

• 従来型電源の柔軟性を高め、電源の変動性によりよく対処するために需給調整を担う商品を再定義するよう、市場

設計が変化してきている。石炭火力発電所は、柔軟性を高め、最低負荷を 50%から 20%まで低減するよう設備改

良されている。 

• 先進的な気象予測が系統運用に導入されており、より正確な予測が 5分毎に更新されている。 
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アイルランド共和国および北アイルランド 

VRE導入率 

VREは 2017年の電力需要の 29.7%を占め、そのほとんど（26.4%）は風力発電によるものである。2015年 1月、ア

イルランドでは風力発電の最大瞬間導入率 66.2%が記録された。 

 

目標 

2020年までに、風力発電を主とした再生可能エネルギー導入率を 40%にする。 

課題 

• 連系線容量が限られているため、電力系統はほぼ孤立系統となっている。 

• 風力発電は、系統安定度を維持するために出力抑制されている。これは、系統の非同期率の上限やその他の系統

制約によるものである。出力抑制は、2017年には風力発電の総発電電力量の 4%に達している。 

導入または計画されているイノベーション 

• 同期機のように応答できない VRE 電源の導入を増やすために、一連のアンシラリーサービスを定義し、アンシラリ

ーサービス市場を再設計する（Zaman, 2018）。 

• 系統インフラの増強：アイルランド共和国は、英国との地域間連系線を強化する送電計画を策定している。北アイル

ランドとスコットランド間、アイルランドとウェールズ間の連系が、現在実施されている。  

• デマンドサイドマネジメントと蓄電池貯蔵プロジェクトにより、信頼度の高い系統運用が確保されると期待されている

（EirGrid, 2016）。 

 

テキサス州電力信頼度評議会（ERCOT） 

VRE導入率 

テキサスは、米国有数の風力発電容量を誇る州であり、風力発電は 2017 年の電源構成のうち 14.8%を占める（US 

DOE, 2018）。2016年の ERCOTの電源構成に占める太陽光発電の割合は 1%である（Seel et al., 2018）。ERCOT

は、2018年から 2019年に、9 GWの容量拡大を計画しており、2019年末までに VRE全体の導入率を 40%拡大し、

29 GW に引き上げる見込みである。 

課題 

• 連系線容量が限られているため、ERCOTエリアはほぼ孤立系統となっている。 
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• 送電制約があり、また電源の柔軟性も低いことから、信頼度とセキュリティの高い系統を維持するために、風力発電

の出力抑制が必要になる。 

• 風力発電と太陽光発電のポテンシャルが最も高い地域は、需要の中心地から離れた地点にあり、利用可能な接続

は非常に限られている。 

導入または計画されているイノベーション 

• 既存の送電線の増強だけでなく、新たな送電線の建設を含む、大規模な送電計画の策定。 

• テキサス州公益事業委員会は ERCOT と協議し、競争的再生可能エネルギーゾーン（Competitive Renewable 

Energy Zone: CREZ）を 5カ所設定し、信頼度と経済性を維持しながら CREZより需要家に再生可能エネルギーに

よる電力を供給するための送電計画の策定を支援した。CREZ の導入により、テキサス州の系統に 18 GW を超え

る風力発電設備容量が新たに追加され、出力抑制や送電混雑などの技術的な問題の解決に役立った（ACEG, 

2017）。 

• 風力発電を含むより多くの電源が、前日市場とリアルタイム市場に参加できるよう市場設計が変更され、すべてのプ

レーヤーが負荷と電源の変動に対処する責務を負った。 

• 予測誤差を最小限に抑えるために、リアルタイム需給調整市場は、15分から 5分に短縮された。このソリューション

にはアンシラリーサービス調達量の連続的な微調整も含まれており、再生可能エネルギー発電事業者にも一次周

波数応答サービスの提供が求められる（Du et al.,2017）。 

 

カリフォルニア州 

VRE導入率 

2017 年の電源構成のうち約 20%は、風力発電と太陽光発電によるものであった（CEC, 2018）。系統には大量の分

散型再生可能エネルギー源が導入されており、屋上太陽電池容量は 5,900 MW である。 

 

目標 

再生可能エネルギー電源の比率を 2020 年までに 33%、2026 年までに 50%、2030 年までに 60%にする（Roberts, 

2018）。 

課題 

• 再生可能エネルギーの過剰供給と系統混雑が、出力抑制につながる。 

• 分散型太陽光発電の増加により、朝方と夕方に出力変化速度が急激に変化する。 

導入または計画されているイノベーション 

• 市場設計：系統運用者は、夕方の急速な出力変化に対処するため、柔軟性のある出力調整商品を開発している。こ

れは、出力変化が少ない時間帯も発電事業者が一定量の容量を待機状態で維持することに対して報酬を支払い、

出力変化が急激な時間帯に系統運用者の要求（ディスパッチ）に応じて利用できるようにするものである（Zaman, 

2018）。 

• エネルギー貯蔵：柔軟性を高めるソリューションの一環として、カリフォルニア州では、2020 年末までに送電網と配

電網全体、ならびに需要家側で 1,325 GW の貯蔵調達目標を達成するための政策を施行している。パシフィック・ガ

ス＆エレクトリック（PG&E）社の 4 件のエネルギー貯蔵プロジェクトは、2018 年 11 月にカリフォルニア公益事業委

員会により承認された。合計 567 MW、2,270 MWhの電力貯蔵（Bade, 2018）が可能な、過去に例を見ない世界最

大のエネルギー貯蔵契約である。 

• 地域のエネルギーインバランス市場：2014 年に、系統運用者は、地域エネルギーインバランス市場の導入を開始し

た。これにより、隣接する需給調整機関は、より広範な地域にわたり予備力を共有し、再生可能エネルギー電源を

連系できる。これは、地域市場が過剰供給を緩和するのに役立ち、カリフォルニア州とそれに隣接する需給調整市

場における出力抑制を削減する可能性が期待されている（PacifiCorp, 2018）。 
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南オーストラリア州*（オーストラリア） 

VRE導入率 

2017 年の発電電力量では、風力発電と太陽光発電が 48.4%を占めた。そのうち風力が 39.2%、屋上太陽光発電が

9.2%だった。30%以上の世帯が太陽電池を設置しており、その合計は 781 MW に上る。 

 

目標 

電源構成に占める再生可能エネルギーの導入率を 2020 年までに 50%、2025 年までに 75%（Morton, 2018）にす

る。 

課題 

電力系統のセキュリティを保つために必要な適切な水準の系統信頼度と慣性は、同期発電機によって提供される。

2016 年に南オーストラリア州は異常気象に見舞われた。暴風雨により電力系統の一部が系統崩壊し、連鎖的被害と

大規模なブラックアウトが引き起こされた。 

導入または計画されているイノベーション 

• エネルギー貯蔵：2017年に、南オーストラリア州は、100 MW / 129 MWhの蓄電池システムを設置した。この蓄電

池へは、ホーンズデール（Hornsdale）ウインドファームからの再生可能エネルギーを利用して充電が行われる。こ

の貯蔵システムはピーク時の電力供給を行っており、南オーストラリア州の電力インフラ運用の信頼度維持をサポ

ートし、需要家に対するアンシラリーサービスシステムのコストを大幅に削減している。 

• 系統柔軟性の選択肢を広げる最近の取り組みとして、デマンドサイドマネジメントの契約が 1,000MW まで積み上が

り、833 MW の柔軟性の高い既存ガス火力の発電所が市場に復帰するとともに、最大 10 時間分の貯蔵容量を備

えた柔軟性の高い太陽熱発電所が建設された。 

• 地域間連系線の大幅な増強が計画されている（現在の南オーストラリア州とビクトリア州間の連系容量を 2 倍以上

にするために、南オ―ストラリア州とニューサウスウエールズ州間の地域間連系線を新たに追加する計画）。 

 

*  南オーストラリアの系統は、オーストラリアの全国電力市場を構成する 5 つのエリアの 1 つ（他はクイーンズランド、ニューサウスウェ

ールズ、ビクトリア、タスマニア）。 
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ウルグアイ 

VRE導入率  

2017 年の発電電力量のうち 48.4%が風力発電（28%）と太陽光発電によるものであった。水力発電とバイオマスを合

算すると、再生可能エネルギー電源の総発電電力量は 98%を占める。 

 

目標 

柔軟性の高い水力発電  

水力発電と風力発電の補完的な電源プロファイル 

課題 

• 風力発電が 2013 年から 2014 年にかけて 8 倍に急増したため、ウルグアイの主な課題は、短期的な変動性の増

大を前提として系統信頼度を維持することだった。 

• バイオマスが年間を通じてベースロードとして稼働し、風力発電の導入量が最低需要を超えるため、VRE の出力抑

制が大きな課題となっている。余剰電力は、アルゼンチンーブラジル間の 2.57 GWの連系線を通じて輸出可能であ

る。ただし、近隣諸国との間での国境を超えた活発な市場は存在しない。 

導入または計画されているイノベーション 

• TSOは、短期的な出力の不安定さと需給調整ニーズを管理するために、自動電源制御装置に投資した。  

• 電力需要を増やし出力抑制を削減するために、P2X（電力から他のエネルギー媒体への変換）の選択肢、特にP2H

（電力から熱への変換）が検討されている。 

 

ドイツ 

VRE導入率 

2017 年の変動性風力発電と太陽光発電は、25%を占めた。再生可能エネルギー（水力、風力、太陽光、バイオマス）

の総発電電力量は、前年比 15%増加し 210 TWhで、2017年の総発電電力量の 38.2%を占めた（Fraunhofer ISE, 

2018）。 

 

目標 

2030年までに電力に占める再生可能エネルギーの割合を 65%にする。 

課題 

• 主な課題は、系統安定度を維持し、送電網の障壁を解決するための風力発電の出力抑制である。特に風力発電所

の大半が位置する北部で大量の出力抑制が行われており、これは主に北部と南部間の系統混雑が原因である。再

生可能エネルギー発電事業者には、出力抑制中の損失収入がほぼ補償される。系統運用者は南部の発電所に再

給電指令を発し、増加した電力需要を満たすために出力を上昇させるよう求められるが、一方で北部との連系線は

混雑したままである。再給電による新たな運用コストは補償の対象となるため、電力系統にとって非常にコストのか

かる手続きとなる。  

• 2017年に、ドイツでは前日卸電力価格で 144時間にわたるネガティブプライスを記録した。 
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導入または計画されているイノベーション 

• 北部と南部の間の新たな送電容量の確保を主とする系統増強。出力抑制と再給電、ループフローを回避するため、

南北間で 8 GW の新たな直流送電線が計画されている。一部の近隣諸国との新たな連系容量が計画されている。 

• 配電系統運用者（DSO）と TSO に対して、再生可能エネルギー電源を受け入れるために系統容量を拡大すること

が、エネルギー法によって求められている。ただし、総発電電力量の最大 3%までの出力抑制は認められている。 

• 化石燃料発電所、特にコージェネレーション（コジェネ、熱電併給）を、送電混雑管理の手段として現在以上に活用

する必要がある。 

• ドイツの 4つの TSO間の協力により、再給電のニーズが減少し、柔軟性が高まっている。 

• ドイツでは、再生可能エネルギーの影響を具体的に組み込んだ改良された予測モデルと、改良された前日気象予

測の活用が既に始まっている。 

• 柔軟性の促進に向けた市場設計の変革 

• 卸売市場での自由価格形成（価格上限なし） 

• 需給スケジュールを維持する義務の強化 

• 取引期間および需給調整期間を 15分へ短縮 

• ネガティブプライスの導入 

• 新規供給業者に対する需給調整市場の開放 

• アグリゲーターに対するルール 

• スマートメーターの段階的導入 

• コジェネが持つ柔軟性への投資（EPE and BMWi, 2017） 

 

インド・タミルナードゥ州 

VRE導入率 

2016年から 2017年の総設備容量の 32%を占め、そのうち風力発電と太陽光発電は 14%にあたる。 

 

目標 

風力発電と太陽光発電の導入率を、2021年から2022年までに17.5%、2027年までに21%まで高める（CEA, 2018） 

課題 

• 南インドの系統容量が風力発電を域外へ輸送するのに不十分であるため、出力抑制をもたらしている。 

• 周波数変動が増大している。 

導入または計画されているイノベーション 

• 市場設計：ここ 10年、インドは州際連系線の強化と共に、統一された全国的な系統へと徐々に移行している。 

• バングラデシュ、ブータン、ネパールとの連系が強化されている。スリランカとの海底ケーブルによる連系も検討され

ている。 

• タミルナードゥ州は、クンダー揚水発電電力貯蔵（500 MW）プロジェクトの実現可能性を検討している。 

• 系統に既に存在する柔軟性の高い電源が、実現に向けての重要な手段となっている。 
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オーストラリア、タスマニア州キング島 

VRE導入率 

風力発電の導入率は 65%。2013 年に VRE の瞬時導入率 100%を達成。輸入ディーゼル燃料のコスト上昇により、

1998年に 250 kW の風車 3基が設置され、その後 2013年に 850 kW の風車 2基と 3 MW、1.6 MWhの蓄電池シ

ステムを設置（Zaman, 2018）。 

 

目標 

100%再生可能エネルギーの電力系統 

課題 

連系のない小規模系統内で、間欠的な再生可能エネルギー電源の信頼度を確保する。 

導入または計画されているイノベーション 

• 動的抵抗など、即応性、柔軟性、信頼度の高い負荷システムとの連系 

• 適正な供給予備力を動的に管理する高度な制御システム 

• すべての火力発電が停止した時も安全な系統運用を確保するためにフライホイール 

• 蓄電池：3 MW が設置され、1.6 MWhの使用可能なエネルギーを貯蔵 

• 再生可能エネルギー供給の変動に合わせて需要家の電力需要を制御するスマートグリッド技術の統合（Hydro 

Tasmania, 2014） 

 

 イノベーションの動向と未来の電力系統における役割の変化 

VREの政策枠組みは、現在のニーズ（VREの普及）と将来のニーズ（電力系統へのVRE大量連系）を組み合

わせる必要がある。短期改善策と長期的戦略の間に、本質的なトレードオフが存在する。再生可能エネルギー

の大量導入と系統連系を目標とする場合、政策立案者が短期改善策に集中しすぎることは望ましくない。代わ

りに、再生可能エネルギーの導入が成功する時期を見据えて、新たな未来とパラダイムを中心に市場やシステ

ムを設計することが望ましい。 

 

自由化された市場の枠組みであるか中央制御型の電力系統であるかに関わらず、たとえば、系統計画、電力

需要の増加プロファイル、認可、託送料金、系統アクセス権、さらには柔軟性を引き出す需給調整サービスや

系統サービスの取り扱いなどに対して、大局的な視点を取ることが望ましい。このような未来において大切なの

は、どれだけの電力量を発電し消費したかではなく、すべてのプレーヤーが提供する柔軟性を組み合わせ、

VRE 電源を基幹にした低炭素化、信頼度維持、低廉化、セキュリティ確保のすべてを備えた運用を実現するこ

とである。 

 

数々の変化が既に起こりつつある。 

 

 電源：大規模で柔軟性のない火力発電は、小規模の再生可能エネルギー電源に徐々に置き換えられてい

る。小規模の再生可能エネルギー電源の大半は限界費用ゼロであるが商業的には柔軟性がなく、エネル

ギー価格変動の影響を受けないものの天候に依存する。短期的には、既存の従来型電源は、より出力変
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化速度の大きな調整力を提供して増大し続ける残余需要の変動性に対応できるよう、柔軟性を高める必要

がある。長期的には、需要管理と系統連系の向上も柔軟性をもたらすものになる。 

 

 セクターカップリングと需要：輸送部門（電気自動車）の電化（エレクトリフィケーション）や将来的な熱供給部

門の電化など、最終消費部門における電化の傾向はいずれ拡大し、配電網にかかる負荷を大幅に増大さ

せると予想される。これらの新たな負荷が十分管理されない場合、比較的大容量・低電力の負荷になってし

まう可能性もあるが、これらは本質的には柔軟性を持っている。電化技術には蓄電池や熱貯蔵が含まれ、

それらは電源の稼働率と配電網の容量に合わせて需要パターンを平滑化するのに役立つからである。こう

した系統柔軟性に対する最適な貢献は、これらの新たな負荷の統合が適切に管理され、需要家が自身の

利用パターンが個人的な選択だけではないということを受容した場合にのみ実現する。 

 

 エネルギー貯蔵：蓄電池技術はますます低廉化している。太陽光発電システムを設置し、自家消費を最大

化したいと考えている家庭をはじめとする一般家庭の利用者であっても、経済性というよりは個人的な選好

から蓄電池を大量に設置している。DSO は、配電網の増強を避けるために中規模の蓄電池に注目してい

る。また、セクターカップリングの追い風となる電力の変換貯蔵方式（熱変換貯蔵や水素変換貯蔵）が登場

してきており、さまざまな形で電量貯蔵をする大きな可能性を秘めている。 

 

 配電系統：負荷を予測し、需給調整に利用可能な容量を提供するという系統容量の「予測・提供」の考え方

は、特に電化が進む場合、持続可能ではなくなる。配電系統の電力潮流は、ますます予測しにくくなること

が考えられる。また、系統の低圧部分の可視性の向上と改良された制御ツールが、DSO に必要になると予

想される。 

 

 

 集合化とデマンドレスポンス：技術成熟度の向上、アンシラリーサービス商品や市場の活用、新たなビジネ

スモデルやプラットフォームなど、さまざまな要素がデマンドレスポンスに拡大の余地を与えている。能動的

な電力需要家は、電力の消費も発電も行うことからしばしば「プロシューマー（生産消費者）」と呼ばれ、デマ

ンドサイドの柔軟性を開放する大きな可能性を持ち、電力部門の市場動向に変化を引き起こしている。 

 

電力系統は既に、数年前とは大きく異なっている（図 3を参照）。図 4が示すように、1）デジタル化、2）分散化、

3）電化という三つの大きなイノベーションの波がエネルギー部門にも到達しており、電力部門における現行の

変革は加速している。これらの動向はパラダイムを変革し、大規模な VRE の導入に向けて系統柔軟性を拡大

している。これらのイノベーションによって各プレーヤーの役割と責任が変化し、この部門への新規参入者に扉

が開かれている。 
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図 3 電力サプライチェーンにおけるイノベーション 
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図 4 イノベーションの動向 

 

 

電力部門のデジタル化 

デジタル化は、データを電力部門の価値に変換すること、と定義できる。発電分野および送電分野

で監視や制御にデジタル技術を適用することは、ここ数十年にわたる重要な動向であり、近頃は

電力系統のより深部まで導入され始めている（図 5を参照）。スマートメーターとセンサーの利用拡

大、モノのインターネット（IoT）の適用、人工知能を活用した大量のデータ利用により、電力系統に新たなサー

ビスを提供する機会が生まれている。デジタル技術は、さまざまな形で電力部門の変革を支えている。たとえ

ば、アセットとその性能の監視精度の向上、リアルタイムに近いより高度な運用および制御、新たな市場設計

の導入、新たなビジネスモデルの出現である。 

 

デジタル化の重要性の高まりは、分散化と電化の進展にも起因するものである。分散化により、屋根置き太陽

光発電をはじめとする多数の新たな小型発電所が登場することになる。運輸部門と熱供給部門の電化には、

電気自動車、ヒートポンプや電気ボイラーなどの大量の新たな負荷が伴う。供給側は分散化により、需要側は

電化により登場するこれらすべての新たなアセットは、監視、管理、制御をエネルギー転換の成功のための決

定的な要因とするという点で、電力系統に影響を与える。 

 

したがって、デジタル化はエネルギー転換の重要な増幅要素であり、これによって大量のデータ管理と多数の

小型発電所を有する系統の最適化が実現する。通信および制御の進化、そして将来的にはブロックチェーン技

術を用いて自動化されたスマート契約により、分散型エネルギー源を「アグリゲーター」がまとめることが可能に

なる。 

 

分散型電源とそれを可能にする技術は、便利なエネルギーサービスを幅広く提供するだけでなく、有益なデー

柔軟性 

分散型エネルギー源が普及すること
で、消費者が電力市場に積極的に参
加し、デマンドサイドマネジメントが拡

大する。 

再生可能エネルギー電源が豊富で
過剰になると、最終消費部門の電化
は、再生可能エネルギー電源の価値

の維持、出力抑制の回避、そして何
より熱供給および運輸部門の脱炭素
化を促進する新たなソリューションと

なる。 

デジタル技術は応答の高速化、アセ

ットマネジメントの向上、デバイスの
接続、データの収集と共有を通じて
VRE の系統連系をサポートすること

ができる。 
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タの供給源にもなっている。需要家の利用パターン、負荷のプロファイル、系統の構成要素の性能と障害に関

するリアルタイムの詳細情報により、系統運用者による計画と系統運用の改善が可能になる。また、過去の行

動パターンに基づいて、分散型電源による発電と消費の予測を強化することも可能になる。これらの機能によ

り、運用コストを上昇させることなく需給の不確実性と関連リスクが低減され、VREの比率を高めた系統運用が

可能になる。 

 

図 5 電力系統におけるデジタル技術の台頭 

 

発電 送電 配電 消費 

現時点での 

デジタル化の段階 

次の段階 

デジタル技術 

予知保全 

電力系統の安定度と信頼度の維持 再生可能 

エネルギーの 

予測と取引 

自動制御による 

柔軟性の向上 

分散型エネルギー源
のアセットマネジメント
により電力系統の 

需給調整を行い、 

系統への 

投資を繰り延べする 

エネルギー需要管理
の自動化 

エネルギー効率 

マイクログリッドの 

運用、 

ピア・トゥー・ピア取引
の実現 

発電所の最新化と 

電力系統の 

自動制御 

運用を最適化 

するための 

先進的アルゴリズム 

電力系統の 

安定度確保に向けた
完全自動化、最適化 

対応の早い 

集合化された 

デマンドレスポンス、

仮想発電所 

初期段階 発展段階 初期段階 初期段階 
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1 

 

 

複雑な電力系統は、デジタル化によって多大な恩恵を受ける。なぜなら多くのプレーヤー及びデバイスが電力

系統に参加して、電力を供給・消費するためである。デジタル化はデータ管理を可能にし、それにより電力系統

の最適化を可能にする。デジタル化は、大規模な電力系統にとっても卸市場の最適化（例えば欧州の

Common Grid Model、ENTSO-Eの Awareness System、Transparency Platform）にとっても重要なものと

なるが、分散型エネルギー源や分散型系統にとっては特に主要な役割を果たす。デジタル化により、分散型エ

ネルギー源の物理的統合が促進され、以前は不可能であった新たな運用形態が実現する。デジタル化によっ

て、需要家の投資や行動（例えば電力不足時の）を中心に、系統内の全プレーヤー間の連携、調整、および相

互作用が強化される。 

デジタル化は、データを電力部門の価値に変換すること、と定義できる。 

 電力部門に参入する IT企業 

2025年までに、世界では 750億台の電気機器が接続され、世界中でデータを共有し、需要家、製造業者や電

気事業者に豊富な情報を提供することが予測されている（Statista、2018）。IoT は人工知能と相まって台頭し

てきており、ビッグデータを活用し、機械学習アルゴリズムに必要となる詳細な情報を提供している。 

 

情報通信技術（ICT）分野の多数の企業、コンソーシアム、財団や団体が、さまざまな階層（アプリ、データ、接

続、デバイス）で電力部門に参入している。彼らは、需要家への新たなサービス提供、需要管理、エネルギー

効率、再生可能エネルギー予測、アセットマネジメント、エネルギー取引、ミニグリッドを運用する IoT方式（図 6

を参照）など、電力部門において多様な新たな技術を開発している。 
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図 6 世界における IoT接続された機器の台数（単位：10億台）、2015～2020年 

 

 

電力系統の分散化 

エネルギーの生産や消費に対する個人やコミュニティの決定権が強まっている。屋根置き太陽電

池、マイクロ風車、蓄電池システム、プラグイン型電気自動車やデマンドレスポンスなどといった需

要家側に接続された分散型エネルギー源が登場し、電力系統を分散化している。現在、ローカル

に発電されている電力の消費を最適化することで系統に大きな利点がもたらされ、他のコストのかかる柔軟性

対策の必要性が低減できる。 

 

近年、太陽光パネルの設置は劇的に増加している。また、分散型エネルギー貯蔵も活発化している。需要家側

の電力貯蔵ビジネスモデルでは、需要家は自宅の屋根置き太陽光パネルで発電された電力を貯蔵し、後から

必要に応じて利用したり、系統に販売したりすることができる。図 7に、電力系統を分散化する分散型エネルギ

ー源を示す。 

 

出所：Statista, 2018 

接
続
機
器
数
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位
：
1
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1 
図 7 分散型エネルギー源 

 

 新たな需要家と新たなビジネスモデル 

分散型電源の増加により、電力の生産や消費に対する個人やコミュニティの決定権が強まっている。需要家は、

消費電力量を最適化し、電気料金をより適切に管理する手段を模索している。住宅、商業、産業分野における

需要家のエネルギーに関連するニーズは変化している。一般家庭の消費者がスマートホーム機器を利用でき

るようになり、消費電力量の継続的監視および制御に関連する市場が急拡大している。商業や産業の需要家

は、屋根置き太陽光発電などの再生可能エネルギーを利用した電源への切り替え、消費電力量の運用、監視、

制御および最適化が可能なスマートデバイスの採用など、電力調達コストを削減する選択肢を検討している。 

 

冷暖房用のサーモスタットやホームセキュリティなどのスマートデバイスは、目新しい分野ではないものの、人

気を集めている。単に住宅のエネルギー利用を監視するだけでなく、住宅の消費電力量と、屋根置き太陽光発

電などの電源を最適化する高度なデバイスが登場してきてはいるが、それらはまだ比較的高価である。そのよ

うな先進的デバイスは、発電された電力を蓄電池に貯蔵したり温水として貯蔵したりするなどして系統への逆

潮流をなくすことにより、住宅用太陽光発電の経済性を高める可能性がある。 

 

エネルギー転換においては、消費者は受動的で身動きの取れない存在から、能動的なプレーヤーへと変化す

る。今や、消費者は、電力の生産、売買、貯蔵を行うことができ、系統にサービスを提供するようになり、それに

よってプロシューマーへと変容を遂げている。デジタル化は、このようなすべての新たな技術を実現するだけで

分散型電源 

ビハインド・ザ・メーター（需要家側）蓄電池 

需要家側に接続され、余剰に発電された
電力を貯蔵する小型蓄電池 

屋根置き太陽光発電、マイクロ風車な

ど、低圧・中圧で接続された発電装置に
よる発電 

デマンドレスポンス 

需要家が電力消費パターンを変更し、個
人で、またはアグリゲータを介して系統サ

ービスを提供できるようにするプロセス 

スマート充電式電気自動車 

運転者が選択するだけでなく、系統混雑
と地域の再生可能エネルギーの利用状

況に応じて充電プロセスを最適化 

P2H（電力から熱への変換） 

住宅用に熱源を供給するための熱源ボイ
ラー、ヒートポンプ、蓄熱など。 

分散型 

エネルギー源 
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なく、プロシューマー間の通信を可能にし、系統との取引を最適化する。デジタル化は、分散化と密接に関連し

ているのである。 

 

しかし、消費者は、抜本的な行動変化や膨大な時間の投資が必要な場合、意思決定において能動的な役割を

果たそうとしない可能性がある。消費者は、便益を認識することができ、自動化技術のおかげで容易に価格シ

グナルに応答することができる場合のみ、意思決定に能動的に関与しようとすると考えられる。そのため、消費

者に「既製の」サービスを提供する新たなビジネスモデルが登場しており、消費者が電力部門で活発な役割を

果たし、デマンドレスポンスを有効活用することを可能にしている。電力供給者の役割もエネルギーサービス供

給者の役割へと進化しており、消費者が必要とする変化に対応している。 

 

スマートデバイスは、エネルギー部門にて新たなビジネスモデルおよびプラットフォームの導入・試験を行う余

地を生んでいる。デジタル化とスマートメータリングの拡大により、大量のデータの収集と照合が可能になって

いる。これにより、電力売買および電力取引システムを開発するための基盤が作られる。デジタル化により、さ

まざまなステークホルダーとのデータ通信が実現する。デジタル化により、サービスの透明性、メーターの検針、

自動化された正確な請求書や見積書の低減または撤廃、人的介入の削減、エネルギー効率、系統運用者に

よる給電指令を改善する即時データなどが生み出される。全プレーヤー間で情報が共有されるこの新たなパラ

ダイムで消費者が直面する主なリスクは、サイバーセキュリティとプライバシーに関連するものである。 

 

 配電系統運用者（DSO）の役割の適応 

分散型エネルギー源の導入増加と、プロシューマーや能動的消費者などの新たな市場プレーヤーの出現は、

新時代の到来を告げると予想される。このような新たな機会を活用し、電力部門の変化と需要家ニーズの変容

の両者に対応するために、現在の役割を見直し運用手続きを変革することが DSO にとって必要になると考え

られる。DSO に適用される規制枠組みを変更し、分散型エネルギー源という新しいパラダイムに適応した配電

システムの運用に向けて、新たなインセンティブを導入することが、転換を成功に導く鍵である。 

 

分散型電源やその他の分散型エネルギー源の台頭により、DSO の役割は今後拡大すると考えられる。DSO

は、系統と需要家の双方の利益のために、系統に接続されたアセットを管理しなければならなくなる。DSO は

新たな役割において、最終消費部門の電化率を想定し（電気自動車用の充電ステーションの事例に見られる

ように）、新たな負荷電力を供給しながら、 系統の利用を最適化し、アセットへの新規投資を回避するために

分散型エネルギー源を運用する（もしくは、少なくとも分散型エネルギー源に高分解能の価格シグナルを提供

する）ことが必要になる。関連する取組みの例として、2016 年 11 月の欧州委員会の提案書では、配電会社が

系統利用者から柔軟性サービスを調達することを規制により可能にし、促進することが加盟国に義務付けられ

ている（EC, 2016a）。 

 

 送電系統運用者（TSO）の新たな課題と責任 

系統運用者にとってイノベーションの重要な要素は、火力発電（再生可能エネルギーの増加に伴い、系統にお

ける重要度は今後低下する）に依存するのではなく、系統サービスおよび柔軟性（デマンドサイドマネジメント、

その他の分散型エネルギー源など）の新たな供給源を利用できるようにすることである。 
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1 
電力系統の分散化に伴い、最適な系統運用と、これらの新たな供給源と電力系統との統合を確保するために、

ミクロレベルの監視と制御が必要とされる。 

 

同時に、柔軟性の供給源も分散化しつつある。この柔軟性を系統運用と市場に導入できるかは、新たな小規

模なデマンドレスポンスと蓄電池の潜在力を発揮させることができるか否かにかかっている。分散型エネルギ

ー源は柔軟性があるだけでなく、それによって送電系統への新規投資が回避でき、系統運用者には短期に享

受できる便益がもたらされる。また、分散型エネルギー源によって、系統運用者が再給電指令を通じた電力系

統のセキュリティと信頼度を確保するために介入することを回避できるようになる。 

 

これらすべては電力系統にとって新たなコストとなるが、既に系統に接続されているあらゆる装置を活用するこ

とで削減が可能である。柔軟性を供給する小型電源の監視、利用、制御には、デジタル化と IoT が不可欠であ

る。DSO との連携の強化は、配電系統に接続された電源の可視化を強化するために、系統運用者にとって重

要である。 

 

ただし、もう一つの前提条件は、需要家が自身のアセットが柔軟に利用される可能性があることを受け入れる

ことである。再生可能エネルギーが大量導入された系統では、柔軟性に報酬を与える発展の枠組みや市場設

計が不可欠である。そして、これらのインセンティブを系統に接続されているすべてのプレーヤーが利用できる

ようにすることが重要である。規制モデルが制定されるまで需要家の受容や関与は想定できないため、自動制

御のための正確なデジタルアルゴリズムを構築することはできない。 

 

最終消費部門の電化 

最終消費部門の電化は、再生可能エネルギー源から作られた安価な電力が利用しやすくなってい

ることや、それによる最終消費部門の脱炭素化の可能性のほか、石油およびディーゼル燃料の輸

入への過度の依存に対する国家的なエネルギー安全保障の懸念によって牽引されている。スマ

ートに行えば、電化によってこれらの新たな負荷を柔軟性の供給源に変換することができる。 

 

スマートグリッド戦略を伴わない電化は、電力供給コストを増大させ、電力の安定供給を損なう可能性さえある。

幸いなことに、電化には再生可能エネルギーの変動性を十分に補完する特徴がある。スマートに計画すれば、

電化は、再生可能エネルギーを中心とした系統全体の新たな設計につながり、系統全体の持続可能性を高め

るものとなる。電化と再生可能エネルギーの相乗効果を生み出すための戦略が求められる。 

 

最終消費部門の電化における現在の動向は、デジタル化の動向と連動しており、家電製品のさらなるスマート

化と接続が進行している。これにより電力需要の特徴が複雑化し、明確に定められたピーク負荷に対処するよ

う設計された電力系統から、需要を柔軟性の供給源として最大限に活用する電力系統への抜本的な移行が促

進される可能性がある。 

 

例として、電気自動車は運輸業界を変革するだけでなく、電力市場の再構築を引き起こそうとしている。電気自

動車の台数増加によって、さらなる VREの連系と電力部門の脱炭素化に向けた課題と機会が提供されている。

2018 年に、乗用車としての世界の電気自動車利用台数は 400 万台を超え、そのうちの 40%は中国で利用さ
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れている（BNEF, 2018）。しかし 400万台の電気自動車は年間で約 1.2 TWhの電力を消費する。世界の電力

需要と比較すれば大したものではないが、スマートに管理されなければ、配電負荷に影響を与える可能性があ

る。一方、車両がスマートに充電された場合、配電網と電力系統全体が、系統に接続された電気自動車の小

型蓄電池から大きな恩恵を受けることができる。 

 

2017 年に、電気自動車の新規登録台数は世界最高記録を達成し、全世界で 100 万台以上が販売された。こ

れは、自動車販売全体の約 1.3%を占める。中国の電気自動車販売は前年比で 56%増加し、2018 年に電気

自動車の利用台数は合計 105万台に到達した（NBS, 2018; CAM, 2019）。なお、電力を水素や熱などに変換

する産業応用が始まっており、オフピーク時の VREによる電力を吸収することが可能である。 

 

 電力部門に参入する石油・ガス企業 

さまざまな産業が最終消費部門の電化の取り組みを推進するにつれ、石油とガスの需要は減少している。これ

に大きな影響を受けて、石油・ガス会社は電力部門に移行しつつある。電力部門では、需要家への新たなサー

ビスの提供や運輸部門の電化といった点で、石油・ガス会社にとって興味深い事業機会が生まれている。例と

して、ガソリンスタンドには電気自動車用の充電装置が設置されている。 

 

また、電力を利用した電気分解による水素生成の普及は、熱供給部門、運輸部門、産業部門の電化を間接的

に進める可能性があり、特にガス会社は既存の天然ガスシステムを用いて水素の貯蔵および輸送ができるた

め、優位性が高い。天然ガスインフラを水素輸送に適合させるための投資は、ほとんど不要である。既存のガ

スパイプラインは、まったく手を加えなくても 10%～20%の混合水素に対応することができる（ARENA, 2018）。

再生可能エネルギーによる電力を利用して生成される場合、水素はこれらの部門の脱炭素化に重要な役割を

果たす。水素は発電にも利用可能である。パイプラインへのアクセスはもちろん、石油・ガス部門で構築された

ノウハウにより、ガス会社はこの新たなビジネスにおいて卓越した優位性を得ることができる。 

 

ロイヤル・ダッチ・シェル（Royal Dutch Shell）社は、石油・ガス会社が電力部門に参入した典型的な例である。

2018年 2月に、シェル社は英国の独立系家庭用エネルギーおよびブロードバンドサプライヤーであるファース

ト・ユーティリティ（First Utility）社を買収してシェル社の新規エネルギー部門の完全子会社とし、エネルギーサ

ービス供給事業に参入した（Shell, 2018）。さらに、シェル社は 2017年に、欧州有数の電気自動車充電システ

ムの所有者であるニューモーション（NewMotion）社を買収した（Shell, 2017）。同社はオランダに拠点を置き、

西欧諸国で 30,000 カ所を超える充電ステーションを運営している。西欧諸国では 2030 年までに 100 万から

300万カ所の公共充電ステーションが必要になると見積もられており（De Clercq and Steitz, 2017）、シェル社

はこの分野への参入を目指している。 

 

2016 年 8 月に、フランスのトタル（Total）社は蓄電池の事業機会に参入する手段として、同国の蓄電池メーカ

ーであるサフト・グループ（Saft Groupe）を 11億米ドルで買収した（Total, 2016）。それ以前の 2011年に、トタ

ル社は世界有数の太陽光パネルメーカーであるサンパワー（SunPower）社を買収している。またトタル社は最

近、トタル・スプリング（Total Spring）という新規事業を設立して小売電力市場に参入し、規制価格よりも 10%

割安の料金を提供している（Felix, 2017）。 
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石油・ガス市場の主要プレーヤーであるスペインのレプソル（Repsol）社は、最近になって企業戦略を見直し、

ナトゥルジー（Naturgy）社（旧ガス・ナトゥラル・フェノーサ Gas Natural Fenosa）からの投資引き上げに続き、

エネルギー転換に関連する新規事業を開発している。電力部門に新規参入したレプソル社は、264 MW の太

陽光発電プロジェクトを買収して電力小売会社を設立、またスペインのホームオートメーション会社と電気自動

車の開発に特化した米国のスタートアップ企業の両社に投資を行った。また、再生可能水素の製造を推進する

ために、エナガス（Enagas）社（スペインのガス輸送システム運用者）と提携し、ハイブリッドカーシェアリング事

業の立ち上げに参加している（El Periódico de la Energía, 2018） 

 

ただし、石油・ガス産業は電力部門とは大きく異なる。石油とガスはいずれも世界市場で取引される商品であり、

地政学的影響に大きく左右されるが、電力の発電と消費は地域レベルの市場か、せいぜい大陸レベルの市場

に限定される。地理的範囲においても収益においても、石油・ガス会社と電力会社の規模は異なる。また、電

力事業は、事業機会がはるかに大きい石油・ガス産業と比較して、規制が厳しい部門でもある。 
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速なコスト低減により、太陽光発電と風力発電は、電力部門で進行するエネルギー転換の中核を成して

いる。IRENA の分析（2018b）によると、エネルギー部門の脱炭素化を可能にするには、世界の電源に

おける VRE導入率を 2015年の 4.5%から 2050年までに 60%以上に増加させる必要がある。VRE導入率を

拡大する多くの革新的ソリューションが、さまざまな国や地域で試行され、実施されている。しかし、電源構成の

中で高い VRE 比率を達成しつつあるのはほんの一握りの国々のみであり、特定の系統運用方法のみがそれ

を可能にしている。このようなエネルギー転換に伴う課題はきわめて大きい。 

 

IRENA は、VRE の大量導入を促進するイノベーションの展望について調査を行っており、イノベーションは 4

つの観点（実現技術、ビジネスモデル、市場設計、系統運用）から 30種類に分類されている（図 8を参照）。 

 

図 8  イノベーションの全体像 
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2 
 実現技術：インフラ開発の実現技術は、再生可能エネルギーの導入を促進するために重要な役割を果たす。

蓄電池貯蔵は、デジタル技術と共に電力部門のパラダイムを変化させ、系統柔軟性を引き出す多様な新規

応用技術の登場を可能にする。最終消費部門のスマートな電化（エレクトリフィケーション）の実現により、再

生可能エネルギーの新たな市場だけでなく、将来的に柔軟性のある需要が生まれてくる可能性がある。電

力系統が電化に対応するには柔軟性が必要であるが、電化をスマートに管理すればさらに柔軟性を高める

ことができる。 

 

 ビジネスモデル：これらの技術により生み出される新たな価値を収益化し市場投入を実現するには、ビジネ

スモデルが不可欠である。分散型エネルギー源の導入を踏まえ、いくつかの革新的なビジネスモデルが需

要家側で登場している。それとともに、オフグリッド地域や人口密集地域など、選択肢の限られた地域への

再生可能エネルギー供給を可能にする革新的な方法も生まれている。 

 

 市場設計：規制や市場設計におけるイノベーションは必要であるが、民間投資を保証する安定かつ予見可

能な規制と、イノベーションを可能にする柔軟な規制との間でバランスがとれていることが望ましい。同時に、

規制におけるイノベーションの速度は、ビジネスモデルと技術におけるイノベーションの速度と一致している

必要がある。エネルギー転換を促進し、価値の創造と適切な収益源を生み出すために、市場設計を新たな

前提条件に適合させることが重要になる。系統の持つ柔軟性のポテンシャルをすべて引き出すには、卸市

場と小売市場の両者の革新が必要である。 

 

 系統運用：新たな技術や健全な市場設計が導入されれば、系統運用におけるイノベーションも必要となる。

電力系統への VRE 導入率の拡大に呼応して、このようなイノベーションは登場しつつある。これらは、不確

実性に対応するイノベーションと、分散型エネルギー源を導入する革新的な系統運用という 2 つのカテゴリ

ーに分類される。 

 

必要とされているイノベーションは、VRE の導入率を拡大するために系統柔軟性を高めることを喫緊の目

標とする。しかし、最終目標はエネルギー部門の脱炭素化である。 
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2.1 実現技術 

VRE 発電技術の導入は、実現技術によって促進される。これらの技術には、蓄電池、再生可能エネルギー電

力によって他部門の電化を実現する技術、デジタル技術や ICT の開発、スマートグリッド・ソリューションなどが

含まれる（図 9 を参照）。これらの開発はいずれも、新たな方法で系統運用し最適化するものであり、再生可能

エネルギーの導入拡大に向けた新たな機会をもたらす。 

 

図 9  実現技術におけるイノベーション 
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電力貯蔵 

電力貯蔵のコストは引き続き低下しており（IRENA, 2017a）、電力貯蔵の容量（kWh）という現行用途での導入

がいっそう加速するとともに、出力（kW）制御による周波数制御サービスという電力系統に対する新たなサービ

スの供給源ともなりつつある。特に送電制約が大きい系統では、電力貯蔵は系統柔軟性を高める経済的なソ

リューションを実現する革新的手段となる。電力貯蔵は、特にアンシラリーサービスや残余需要ピークへの対

応をサポートするため、電力需要のピーク時だけに運転する発電所への投資を回避し、系統に大きな便益をも

たらす可能性がある。このような当初の用途以外にも、各国の電力系統の特性に基づいた革新的な電力貯蔵

サービスの展開が進む可能性がある。 

 

イノベーション 1：大容量蓄電池 

内容 

大容量蓄電池は主に電力系統を補助するために利用されるが、再生可能エネルギー電源と直接組み合わせること

で、より制御可能で安定した電源を提供することもできる。 

 

VREの系統連系に対する貢献 

• 負荷シフト － 余剰発電電力の出力抑制を回避するために蓄電池を充電 

• アンシラリーサービスの提供 

• 予備力容量の提供 

• 孤立系統での信頼度の高い電力供給 

• 送配電網の増強に相当する効果 

現況 

• 世界の大容量蓄電池システムの設備容量：2017年中盤に 10 GWh（IRENA, 2017a） 

• 大容量蓄電池を利用している主な国々（2017年）：オーストラリア、中国、ドイツ、イタリア、日本、韓国、英国、米国 

• 最も確立された大容量蓄電池方式：リチウムイオン蓄電池が、現在の大容量蓄電池設備容量の 90%以上を占める

（IEA, 2018b） 

• 2010年から 2017年の間でコスト 80%減（IRENA, 2018b） 

• 2018年 11月に、カリフォルニア州の PG&E社は、世界で史上最大の蓄電池契約 2件（300 MW／2,270 MWhお

よび 182 MW／730 MWh）を締結した（Bade, 2018） 

• 英国（National Grid社）とオランダ（TenneT社）の送電系統運用者（TSO)も、需給調整サービスのために大容量蓄

電池契約を締結した 

イノベーション 2：ビハインド・ザ・メーター（需要家側）蓄電池 

内容 

ビハインド・ザ・メーター（需要家側）蓄電池は、エネルギーが利用される場所、もしくはそれに近接して置かれ、電力会

社と需要家の間にある接続点の下流に位置する。需要家側蓄電池は、通常、家庭や職場で利用される。 

 

VRE導入への寄与 

• 局所的な再生可能エネルギー電源の効果的な導入を実現し、分散型電源の便益を実現 

• ピーク時負荷特性を平滑化 

• 系統柔軟性を生むことで、デマンドレスポンス・サービスを促進するとともに、アンシラリーサービス市場に参入 

• 自家消費を最大化することで、分散型再生可能エネルギーのコストを削減 
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現況 

• 小規模蓄電池を利用している主な地域（2017年）：ドイツ、イタリア、英国、オーストラリア、日本、オランダ、中国 

• ドイツ：蓄電池 100,000 台を設置（2018 年 8 月）、新規設置された屋根置き太陽光発電システムの 60%が蓄電池

を搭載（IRENA, 2018b） 

• 南オーストラリア州政府は、家庭用蓄電池 40,000 台を設置するプログラムを 2018 年 10 月に立ち上げた（Skyes, 

2018） 

 

最終消費部門の電化 

2050 年までの世界のエネルギー転換に関する IRENA の分析（IRENA, 2018b）によると、パリ協定に準拠し

たエネルギーシナリオを達成するためには、最終エネルギー消費総量に占める消費電力量の割合を、2015年

の 20%から 2050 年までに 40%まで増やす必要がある。別の最近の研究では、50%から 60%まで割合を増

やすことも可能であることが示唆されている。再生可能エネルギーのコスト低下により、運輸、建築物、産業の

最終消費部門では、化石燃料の直接的または間接的な利用から再生可能エネルギー電気への転換に拍車が

かかっている。 

 

電化には二通りの道筋がある。ひとつは、再生可能エネルギーによって最終消費部門を脱炭素化することであ

る。もうひとつは、スマートに実現できるのであれば、より多くの再生可能エネルギーを系統連系するための柔

軟性の供給源となることである。IRENAのREmapシナリオ* によると、運輸部門における電力の比率は2015

年の 1%強から 2050 年には 33%まで拡大する。2050 年までに、電気自動車の利用台数は 10億台を超え、

その消費電力量は、現在の世界の電力需要の10%以上に匹敵すると考えられる。建築物部門では、最終エネ

ルギー消費に占める電力の比率は 2015年の 31%から 56%まで増加する可能性があり、産業部門では 2015

年の 27%から 43%まで増加すると考えられている。建築物部門においてヒートポンプは重要なソリューション

であり、その数は 2015 年の 2,000万台から 2050年には 2億 5,000万台以上に増加させる必要があると考

えられる（IRENA, 2018b）。産業部門の電化ソリューションには、機械式蒸気再圧縮（MVR: Mechanical 

Vapor Recompression）や誘電加熱などがある。再生可能エネルギー電源から生成される水素も、将来的に

重要な役割を果たす可能性がある（IRENA, 2018d）。 

 

重要な課題は、電力系統との親和性がある電化を実現することである。つまり、可能であれば、より多くのVRE

が利用できる時間帯に電力の消費が発生することが望ましく、例えば、理想的にはエアコンは晴天時に稼働す

ることが望ましい。電気自動車は、駐車時には常に充放電のために接続され、系統の種々のサービスのため

に車載蓄電池が利用されることが望ましく、例えば日中に自宅や職場の駐車場で屋根置き太陽電池から充電

するなど、最適な時間帯に充電されることが望ましい。これは充電インフラに大きな影響を及ぼし、また十分な

インセンティブを創出するため、充電用電気料金の設定にも大きな影響を及ぼすことになる。 

 

 

* IRENA の「REmap シナリオ」におけるグローバル REmap ロードマップは、産業革命前と比べて、今世紀末までの世界の気温上昇を

2℃未満に抑えることを目的とした世界のエネルギーシステムの転換を起こすために、主に再生可能エネルギーとエネルギー効率をベー

スにした低炭素技術の導入を分析している。 
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イノベーション 3：電気自動車のスマート充電 

内容 

電気自動車は、系統側の状況に合わせた充電サイクルをとることで、ユーザーにも親和性のあるかたちで電力系統と

の統合を図ることができる。 

• 電気自動車のスマート充電（再生可能エネルギー電源の特性に従った充電）は、再生可能エネルギーの出力抑制

緩和に役立ち、ピーク需要時に余分な負荷を追加したりや新たなインフラコストが発生するのが回避できる。 

• V2G（Vehicle to Grid）技術は、必要に応じて系統に電力を供給することにより、系統柔軟性をさらに高めることが可

能である。 

• 充電時間を調整するスマート充電の将来性は、車種、充電地点や、充電機器の電力と充電速度に大きく依存する。

極端なケースでは、自動運転電動乗合タクシーは 1 回 10 分、150〜500 kW で 1 日に数回急速充電すると想定さ

れ、日中は実質的に柔軟性がなく、夜間のみ柔軟性が発生する可能性がある。 

現況 

• 2017年の電気自動車利用台数は 400万台で、そのうちの 40%が中国（BNEF, 2018） 

• 直近 6年間の売上複合年間成長率は 57%（IRENA, forthcoming a） 

• 電気自動車の最大市場：中国、ドイツ、ノルウェー、英国、米国 

• すべての乗用車が電気自動車だと仮定すると、2016 年の総電力需要に占める割合は米国で 24%、欧州で 10〜

15%に達する。スマート充電されなければ、ピーク需要に影響を与える（IRENA, forthcoming a） 

 

イノベーション 4：再生可能エネルギーによる P2H 

内容 

再生可能エネルギーによる P2H（電力から熱への変換）とは、再生可能エネルギーによる電力を利用し、ヒートポンプ

や電気ボイラーなどを介して、建築物や産業工程に有用な熱エネルギーを生成することである。 

 

P2Hにより、以下のことが可能になる。 

• 蓄熱によるエネルギーの大容量貯蔵 

• 再生可能エネルギーを熱変換することで出力抑制を低減し、他のエネルギー部門の脱炭素化を促進 

• 他の暖房方式よりエネルギー効率が高いヒートポンプを利用し、デマンドサイドマネジメントを実現 

現況 

• ヒートポンプによる熱生産のコストは、0.06～0.12 ユーロ/kWh。これは、天然ガスのコンデンシングボイラーによる

熱生産コストの半分未満である。 

• EU21 ヶ国に設置されたヒートポンプ（2017年）は 1,050万台。貯蔵容量は 368 GW で、116 TWh分の再生可能エ

ネルギーに貢献している（EHPA, 2018） 

• P2H（電力から熱への変換）システムが導入されている主な地域（2017 年）：欧州（主にデンマーク、スウェーデン、

ドイツ、英国、スイス）、米国、中国、カナダ 
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イノベーション 5：再生可能エネルギーによる P2H2 

内容 

電気分解によって再生可能エネルギーから生成される水素も、エネルギー貯蔵の手段として利用できる。水素は天然

ガスシステムを利用してユーザーに供給可能である。燃料電池内で水素を反応させて電気を生成したり、燃焼させて

発電機を駆動させたり、運輸または暖房用の燃料として利用したり、ガス供給網へ追加したり、他の産業の供給する

原料として利用したりできる。 

 

再生可能エネルギーによる電力によって生成された水素により、以下のことが可能になる。 

• エネルギーを大規模かつ長期的に、岩塩坑や貯蔵タンクに貯蔵 

• VREの出力抑制を低減 

• 部門統合戦略を通じた、産業部門と運輸部門の脱炭素化 

• 一部の産業工程で天然ガスから精製された「グレー」水素を代替 

現況 

• プロトン交換膜（PEM: Proton Exchange membrane）を用いた電気分解による水素生成のコストは、2017年に 6.7

ユーロ/kg であったが、2025 年までに 4.1 ユーロ/kg に低減する可能性がある（Tractebel, 2017）*。（PEM 方式は

柔軟性の提供に適している） 

• 2030年までに、水素生成コストの 70%から 88%をエネルギーのコストが占めるようになる。安価な再生可能エネル

ギーの導入率の拡大によって、技術の採用が後押しされる（CORFO, 2018） 

• 世界で供給されている水素の 4%は電気分解により生成されている（それ以外は化石燃料による）（IRENA, 2018d） 

• 水素協議会（Hydrogen Council）の調査では、水素は 2050 年までに世界の最終エネルギー需要の 18%を占める

可能性がある。これは約 78エクサジュールに相当する（IRENA, 2018d） 

*価格は欧州市場のみを対象とする。 
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デジタル技術 

デジタル化は、データを電力部門の価値に変換することと定義できる。デジタル化が進めば、より多くの系統情

報を収集する機会が生まれる。情報を収集しパターンを認識することで、積極的な系統運用が可能になり、障

害の回避や、停電時間の短縮が可能になる。同時に、系統応答の確実性と予測可能性が高まることで、VRE

導入率が高くても運用コストを増加させることなく系統運用を行うことができる。 

 

VRE ベースの分散型電源システムは、最適な運用と柔軟性の向上のために、エネルギーと情報の組み合わ

せを必要とする。エネルギー部門が最新の情報通信技術を集中的に利用しなければ、多数の分散型電源およ

び電力を消費する機器の運用と制御は実現しない。電力系統のデジタル化により、膨大な量の運用データが

収集され、管理されることになる。これにより制御の可能性が生まれ、VRE 導入コストを最適化および削減す

る新たな機会が生じる。 

 

デジタル技術により、エネルギーシステムは次のような変容を遂げている。 

 

 大量のデータ収集と分析：電力系統や家庭など、大量のデータが生じる用途では、ビッグデータ技術を採用

することにより、多大な性能上の便益を得ることができる。例としては、既に述べた「ビッグデータ技術」、クラ

ウドストレージ、ホームエネルギーマネジメント（HEM）、スマートグリッドなどがある。現在、配電会社により

生成されたデータのうち分析目的に利用されるのは 10%に過ぎない。 

 

 制御可能性の強化：アセットを遠隔制御できる場合、コミュニティにエネルギーを提供することを目的とした

ビハインド・ザ・メーター（需要家側）電源の集合化など、当初の目的を超えた用途のために利用することが

できる。例としては、デマンドレスポンス、ビハインド・ザ・メーター（需要家側）電源、ホームエネルギーマネ

ジメント、電気自動車などがある。 

 

 柔軟性の向上：再生可能エネルギーによる発電技術のほとんどは、その間欠性に対処するために柔軟性

のある負荷と電源アセットを必要とする。デジタル技術を活用することで、さまざまな供給源（蓄電池管理シ

ステム、電気自動車、デマンドレスポンスなど）が柔軟性を発揮することができる。つまり、デバイス自身が

インテリジェントに、太陽光発電による電力を日中の需要や夜間利用のための電力貯蔵に振り分ければ、

系統連系にかかるコストを削減することができる。このようなデバイスは、住宅用に既に利用されている。例

えば、屋根置き太陽光発電を利用して蓄電池を充電し、電気ヒートポンプを作動させ、家電製品を操作する

ことにより、太陽光発電による電力を系統に注入する必要がなくなる。しかし、大規模な導入を実現するに

はさらなるコスト削減が必須である。 

 

 スマートメーターの採用により、インドなどの新興市場では電化が拡大している。料金前払い制の導入によ

る貸し倒れ損失の削減や、電力損失（盗電）の減少といった効果があげられる。 
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イノベーション 6：IoT（モノのインターネット） 

内容 

IoT により、電力の大規模需要地（家庭、商業施設、産業施設）におけるデバイス同士、また系統全体で、インターネッ

トを経由したリアルタイム通信が可能になり、情報の収集と交換が促進される。 

 

IoT と最適化アルゴリズムを併用することにより、以下のことが可能になる。 

• 分散型電源および需要の遠隔管理や迅速な自動変更を可能にして、系統柔軟性を高める。 

• 再生可能エネルギーの予測と取引の精度を向上させ、不確実性を低減する。 

現況 

• インターネット接続されたデバイスは、2015 年に世界で 150 億台だったが、2025 年までに 750 億台に達すると予

想される（Statista, 2018） 

• 多数の企業、コンソーシアム、財団や団体が、アプリ層、データ層、接続層、デバイス層など、さまざまな階層で IoT

技術に取り組んでいる 

• すべての北欧諸国が、電力メータリングデータと市場プロセスを管理するデータハブの導入に向けて動いている。デ

ンマーク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデンの TSO は、それぞれの電力小売市場にデータハブを導入する責

務を負っている（NordREG, 2018） 

イノベーション 7：AI とビッグデータ 

内容 

ビッグデータと AI（人工知能）の組み合わせは、複数の分野において最も重要な開発の一つとして台頭してきている。

多くの AI 技術は数十年前から存在していたものの、ようやく最近になって十分な規模のデータセットを活用できるよう

になり、エネルギー市場での用途に関して有意義な知見と成果を提供している。 

 

この組み合わせは以下のことから、電力系統への VREの導入に役立てることが可能である。 

• 再生可能エネルギー発電の予測精度の向上 

• 系統運用と分散型電源の管理の改善 

• 遠隔監視、分析、メンテナンスの最適化によるアセット管理の改善 

現況 

• AIがエネルギー分野に採用されている主な地域：米国、欧州（フランス、ドイツ、スペイン、英国など） 

イノベーション 8：ブロックチェーン 

内容 

ブロックチェーンは、ネットワーク内で行われるすべての取引を安全に記録することができる分散型台帳技術である。 

 

ブロックチェーンにより以下のことが実現する可能性がある。 

• 直接取引の増加と検証可能な情報の共有。仲介者を必要とせず、より新しく低コストの小規模運用モデルを実現す

る 

• 系統柔軟性。分散型の柔軟性の高いエネルギー資源から系統へのサービス提供を実現する 

• 新規市場と、認定された信頼できるエネルギーフットプリントを持つ商品の取引  

• サイバーセキュリティ面で便益を提供する可能性 
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現況 

• エネルギー部門におけるブロックチェーン技術の試験的取り組みの件数上位 3 カ国：ドイツ、オランダ、米国（ブロッ

クチェーンを用いたエネルギー関連のスタートアップ企業の大半は欧州に集中） 

• 現在、エネルギー部門で最も注目される用途は、ピア・トゥー・ピアのエネルギー取引である。ただし、分散型エネル

ギー源から系統へのサービスを提供するビジネスモデルのほうが、今のところはるかに優勢である 

• 2018年 10月現在で、4億 6,600万米ドルがブロックチェーン技術に投資されている 

 

新たな電力系統 

電力系統への VRE 大量導入には、VRE の変動性と不確実性を管理するためにデータと通信ツールを利用し

た、新たな系統運用の方法が必要であると考えられる。スマートグリッド技術は、情報通信技術を発電、送電、

消費のあらゆる側面に組み込むことにより、VRE の効果的な大量導入を後押しすることができる。これにより

系統運用の柔軟性が高まり、運用コストが低減し、効率が高まる（Kempener et al., 2013）。信頼度の高いクリ

ーンなエネルギーを系統に接続されている（オングリッド）コミュニティと接続されていない（オフグリッド）コミュニ

ティの両者に提供するミニグリッド・ソリューションと、再生可能エネルギーを長距離輸送するソリューションとし

て登場しているスーパーグリッドという 2 種類の電力系統が台頭してきている。複数の地域における系統を結

ぶいわゆる「グリッド・オブ・グリッズ」は、再生可能エネルギー電源と需要を最適化するさまざまなレベルの運

用や取引と共に、将来的に発展すると考えられる。 

 

イノベーション 9：再生可能エネルギーのミニグリッド 

内容 

再生可能エネルギーのミニグリッドは、負荷と再生可能エネルギー源を組み合わせた統合エネルギーインフラであり、

自給自足型の運用ができるよう設計されている。再生可能エネルギー電源、インテリジェントな切り替えおよび保護機

能、制御装置、エネルギー貯蔵システムが、一般的に再生可能エネルギーミニグリッドの骨子となっている。 

 

系統に接続されると、ミニグリッドは柔軟性の供給源となり、周波数応答、系統混雑の軽減と負荷管理が可能になる。 

 

直流（DC）ミニグリッドが、電力系統の効率を向上させるソリューションとして登場している。ただし、交流（AC）と直流

のハイブリッドな電力系統の連系制御は、まだ十分に試験されていない課題である。 

現況 

• 世界全体のミニグリッドは 12,000 MW 

• 系統接続されたミニグリッドが発達している主な地域：オーストラリア、オランダ、米国 

イノベーション 10：スーパーグリッド 

内容 

直流のスーパーグリッドは、交流システムよりも効率的に長距離送電を実現する可能性がある。再生可能エネルギー

電源と大規模需要地を長距離で結びながら送電損失を抑制することにより、再生可能エネルギー源から遠隔にある

需要家への電力輸送コストを削減する。 
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現況 

• スーパーグリッドが開発されている主な地域：欧州、インド－バングラデシュ－ネパール－ブータン間、北アジア（中

国－日本－ロシア連邦－韓国－モンゴル間） 

• 直流 500kVの送電線を開発するための平均コスト：1 km当たり約 57万米ドル（EIA, 2018b） 

 

ディスパッチ可能な電源 

短期から中期のソリューションとして火力発電の柔軟性を改善することは、多くの国々で一般的になりつつある

（IRENA、2018c）。一部の発電方式は、他の方式と比較して、本質的に柔軟性に優れている。しかし、旧来型

の柔軟性の低い方式でも、費用をかけて設備改良することにより、改善が可能である。 

 

イノベーション 11：従来型発電所における柔軟性 

内容 

従来型の火力発電機の柔軟性は、最小負荷の低減、起動時間の短縮、出力変化率の向上を実現するために、特定

の部品を付け加え、運用に変更を加えることにより高めることが可能である。 

 

この技術的な増強により、以下のことが可能になる。 

• 系統柔軟性を高め、VREの導入増加を実現する 

• 従来型発電機の収益性を高める 

現況 

• 世界全体のミニグリッドは 12,000 MW 

• 系統接続されたミニグリッドが発達している主な地域：オーストラリア、オランダ、米国 
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2.2 ビジネスモデル 

ビジネスモデルは、これらの技術によって生み出された新たな価値を収益化し、市場投入を加速するための重

要な役割を果たす。分散型エネルギー源の市場投入に伴い、需要家（消費者）に決定権を与え、能動的なプレ

ーヤーへと変える革新的なビジネスモデルが登場している。アグリゲーターを介し、スマートメーターとデジタル

化により可能となるピア・トゥー・ピア取引プラットフォームやエネルギー・アズ・ア・サービス（EaaS）モデルを利

用することで、小規模需要家は電力市場に参加できるようになる。またビジネスモデルにより、オフグリッド地域

（プリペイド制モデルなど）や、エネルギーアセットの共同所有と管理が個人による所有よりも好まれる場所（コ

ミュニティ所有モデル）でも再生可能エネルギーの供給が実現する。 

 

図 10  ビジネスモデルにおけるイノベーション 

 

 

 

ビジネスモデル 

需要家への 

権限付与 

再生可能エネルギー
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ピア・トゥー・ピア（P2P）電力取引 
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プリペイドモデル 
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消費者を能動的な主体に変える 

分散型電源の導入拡大は、消費者のプロシューマーへの変化を促進している。プロシューマーは電力網から

電力を得るだけでなく、電力を発電し、貯蔵し、電力網に供給する。分散型エネルギー源と、エネルギー部門に

応用されつつある情報通信技術を併用することにより、消費者が中心的な役割を果たすようになる。自身のエ

ネルギー供給および消費に関して情報を得て、能動的な意思決定を行うことができるようになる。電力部門に

おいてプロシューマーが将来果たす役割を決定する可能性のある革新的ビジネスモデルが、いくつか登場しつ

つある。 

 

イノベーション 12：アグリゲーター 

内容 

アグリゲーターによって、多くの分散型再生可能エネルギー源が一括して運用され、従来型の発電機と同等の大規模

な設備容量を創出することが可能である（「仮想発電所」とも呼ばれる）。そのため、アグリゲーターは卸市場やアンシ

ラリーサービスを調達する系統運用者に対し、電力やアンシラリーサービスを販売できる。 

 

アグリゲーターは、卸市場にエネルギーを供給し、系統運用者にアンシラリーサービスを提供することにより、分散型

エネルギー源の系統へのよりスムーズな導入を実現できる。よって、系統柔軟性に貢献する。 

現況 

• アグリゲーター向けの規制枠組みが確立されている国：オーストラリア、ベルギー、フランス、ドイツ、オランダ、英

国、米国 

• 英国のアグリゲーター数：19社（National Grid ESO, 2018） 

• 英国のアグリゲーターの設備容量：約 10 GW 

イノベーション 13：ピア・トゥー・ピア（P2P）電力取引 

内容 

プラットフォームビジネスモデルは、エネルギー部門の「Uber」や「Airbnb」と称されることもある。これらのビジネスモデ

ルは、需要家と分散型エネルギー供給事業者がピア・トゥー・ピア取引を行うエネルギーのオンライン市場を生み出し

ている。ピア・トゥー・ピア市場の主な目的は、透明性があり信頼できるメカニズムを提供し、プロシューマーが自分の

選好と要件を公正に比較できるようにすることである。 

 

ピア・トゥー・ピア取引は、再生可能エネルギーを利用した分散型電源の設置の増加と、エネルギー源の地域利用の

増加を促進する。しかし、ピア・トゥー・ピア取引が大規模に実施され、需要家に大きな便益をもたらすようになるため

には、系統の利用料などの規制上の措置について依然として力強い進展が求められる。 

現況 

プロジェクトが実施されている国 

• バングラデシュ（SOLShare） 

• ドイツ（Lumenaza, sonnenCommunity） 

• オランダ（Vandebron, Powerpeers） 

• 英国（Piclo – Open Utility） 

• 米国（TransActive Grid） 
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イノベーション 14：エネルギー・アズ・ア・サービス（EaaS） 

内容 

エネルギー・アズ・ア・サービス（EaaS）とは、「ビハインド・ザ・メーター」サービスの可能性の高まりを踏まえ、需要家に

エネルギー（kWh）を販売することからサービスを販売することへのシフトを指す。デマンドサイドマネジメント、分散型

電源やエネルギー貯蔵を備えた需要家へのサポート、地域電力網を介した電力の交換、エネルギー節約に関するア

ドバイス、快適性とセキュリティ強化対策や、その他のさまざまなサービス（例えば E.ON Cloud、EDP や ENECO な

どのスマートホームソリューション）などが挙げられる。 

 

EaaSは需要側の柔軟性を引き出すことで、分散型電源の導入を実現し、デマンドサイドマネジメントを支援する。例え

ば、需要家への金銭的補償の支払いを自動制御する。スマートメーターや ICT 技術は、これを実現する重要な要素と

なりつつある。 

現況 

• EaaS モデルが実施されている国：オーストラリア、中国、フィンランド、アイルランド、イタリア、日本、スウェーデン、

英国、米国 

• EaaSモデルへの投資：約 143億米ドル（SEI, 2016） 

• スマートメーターや先進的メーターの設置 

• 世界： 〜7億台（2016年）（SEI, 2016）、2017年だけで 8,820万台が設置されている（GlobalData, 2018） 

• 中国： 4億 800万台（2017年）（SEI, 2017） 

• 米国： 7,890万台（2017年）（EIA, 2017） 

• 英国： 861万台（2017年）（BEIS, 2017） 

• フィンランド：340万台（2016年）（Finnish Energy, 2017） 
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再生可能エネルギー供給の実現 

環境への懸念の高まりと持続可能性目標に対応して、財政的あるいは物理的な理由で私有の再生可能エネ

ルギー発電所を設置できない場合の革新的なビジネスモデルも登場してきている。 

 

イノベーション 15：コミュニティ所有モデル 

内容 

コミュニティ所有（Community Ownership: CO）制度とは、エネルギー関連アセットの共同所有と管理を指し、コミュニ

ティのメンバー間で再生可能エネルギー発電所の便益を共有できるようにする。 

 

コミュニティ所有により、発電所を自分の所有地に設置できない、または設置したくない需要家にも再生可能エネルギ

ーを供給できる。これらの制度は分散型電源の導入と、地域の持続可能な再生可能エネルギー供給源からのエネル

ギー利用を促進する。 

現況 

• コミュニティ所有のプロジェクト数：世界で 4,000件以上（主に米国、欧州、オーストラリア）（REN21, 2016） 

• コミュニティ所有モデルのプロジェクト規模：約 50 kW〜10 MW。ただし、これよりはるかに大規模なプロジェクトも可

能である（例：ドイツのダーデスハイムでの 66 MW のコミュニティ所有の風車、オランダのクランメル川流域での 102 

MW のコミュニティ所有の風力プロジェクト） 

• コミュニティ所有モデルプロジェクトを世界に先駆けて実施した国：オーストラリア、デンマーク、ドイツ、オランダ、ノル

ウェー、英国、米国 

イノベーション 16：プリペイドモデル 

内容 

• プリペイドモデルは、遠隔地でも容易にアクセス可能なモバイル決済技術により、小型発電設備（例：家庭用太陽光

パネルシステム）を最終消費者にも手の届く価格にする。需要家は定期的な定額払いの代わりに、利用するサービ

スに対して直接支払いを行う。多くの場合、電気機器と関連する電力供給をパッケージ化した形式で、需要家は料

金を前払いしていないサービスは受けられない。結果的に料金は他の利用方法よりも少額の場合が多く、需要家は

消費電力量、つまり支出をより細かく管理することができる。プリペイド制により、オフグリッド地域でもオンライン環

境であれば、再生可能エネルギーにアクセスすることが可能になる 

現況 

• 地域別のプリペイド制の太陽光発電システムの販売（2016年）：東アフリカ 730万台、西アフリカ 3万台、ラテンア

メリカ 1万台、南アジア 2万台 

• 市場ポテンシャル：全体の約 64%にあたる 7億 7,200万人のオフグリッドの需要家がモバイル通信網を利用してい

る（2016年時点） 

• プリペイド制の太陽光発電事業者への投資総額：7億 7,000万米ドル超（2012年から 2017年） 
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2.3 市場設計 

一部のエネルギー市場の規制は、VRE の導入率が高い系統のニーズを反映し、デジタル化、分散化、電化の

動向に対応するために、市場をどのように適応させれば良いかを示している。このすべてを結び付ける要とな

るのが、エネルギーと需給調整サービスの価格を適切に設定し、これらのサービスを提供できるすべてのプレ

ーヤーが報酬を得ることのできる市場である。例えば低すぎる価格上限を設定したり系統混雑コストの負担を

均等にしたりするなど市場が適切な状態から遠ざかると、必要な投資コストを支払うために、コストに基づく再

給電指令や容量市場など、より多くの応急措置が必要となる。このような応急措置では、十分に機能している

エネルギー・サービス市場のように効率よく価値を配分することはできない。短期的な応急措置を採用するかし

ないかにかかわらず、エネルギー市場の価格設定を徐々に改善することが重要である。 

 

規制の枠組みには、将来を見据えた意欲的な目標、そしてイノベーションを可能にすることが必要とされる。欧

州全土向けのクリーンエネルギーパッケージにおいて欧州委員会が提案したイノベーションには、電力の実質

的な値を反映した短期市場と卸価格、新たなディスパッチルール、柔軟性を確保するための需要側の参加の

向上、分散型エネルギー源の経済性の向上、自家消費や市場統合が含まれる 1。 

 

卸市場においては、時間と空間の分解能を高め、需給調整サービスを再設計することによって、柔軟性のある

行動にインセンティブを与える必要がある。また、新たな電力系統の文脈においては、小売市場のデマンドレス

ポンスに適切な報酬を与えることが重要である。時間別料金、自家消費のネットビリング制度、または分散型エ

ネルギー源の（アグリゲーターを介した）卸市場への参加を可能にするといった規制は、さまざまなシステムに

おいて台頭してきている革新的な施策である。本節は、IRENA の報告書『変動性再生可能エネルギー大量導

入時代の電力市場設計』に基づいている（IRENA, 2017b）。より詳細な分析については、同報告書を参照のこ

と。卸市場と小売市場の両者で、以下のような新たな市場設計が求められる。 

 

図 11  市場設計におけるイノベーション 

 

1. 2019年 1月の第 9回 IRENA総会で行われた Innovation Ministerial Roundtable（イノベーション閣僚円卓会議）での議論に基づく 
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革新的な卸市場設計 

電力系統への VRE の大量導入を促進するには、電力市場の取引ルールの変更が必須である。これらのルー

ルは、新たな市場条件に合わせて、再生可能エネルギーの短期的な変動性と不確実性に対処するために必

要な柔軟性のある行動を重視する必要がある。新たな商品を設計し、新規参加者が柔軟性のあるサービスを

提供できるようにすることが望ましい。例としてデマンドレスポンスは、供給側の発電事業者と同様に、すべて

の卸市場（エネルギー、アンシラリーサービス、確立されている場合は容量市場）に参加可能であることが望ま

しい。 

 

イノベーション 17：電力市場における時間分解能の向上 

内容 

より質の高い価格シグナルを送ることで柔軟性供給源の市場参加を促し、系統が必要とする柔軟性をより適切に捕捉

できるようにする新しい規制。VRE電源の不確実性と変動性に対処するための鍵となる。 

 

例えば 15分単位の契約など、新たな商品を導入して時間分解能を向上させ、取引間隔をリアルタイムに近づけること

は、急速に変化する状況に迅速に対応できる（しかしリードタイムが長くなると対応できない可能性がある）技術や、リ

ードタイムが非常に短い場合にのみ高い確実性で市場に貢献できる再生可能エネルギーの柔軟性を評価するひとつ

の方法である。 

現況 

 オーストラリアは、30分間隔から 5分間隔の決済に移行し、市場閉場時間を、2時間から 30分に移行した 

 2016年、ノルドプールにおいて、フィンランドの TSOであるフィングリッド（Fingrid）社とエストニアの TSOであるエ

レリング（Elering）社は、市場閉場時間をこれまでの 60分に替わり 30分とし、エストニア―フィンランド間の当日市

場で試験的に開始した 

 オーストリア、ベルギー、ドイツ、およびルクセンブルグ（特定の TSOのエリアにおいてのみ）では、現地の当日市場

閉場時間は、物理的な受渡開始の 5分前である（ACER, 2018） 

 カリフォルニア州は、1時間間隔から 15分間隔のスケジューリングへの移行を提案している 

 フランス、ドイツ、ルクセンブルグ、スイス、および英国は、当日市場に継続取引用の 30分単位の商品を導入した 

 ザラ場取引用の 15分単位の商品は、オーストリア、ベルギー、ドイツ、ハンガリー、ルクセンブルク、オランダ、スロ

ベニア、スイスで取引可能である。ドイツとルクセンブルグでは 15分単位の商品が（ザラ場取引とは対照的に）入札

にかけられている（ACER, 2018年） 

イノベーション 18：電力市場における空間分解能の向上 

内容 

送配電のレベルで（再給電コストまたは柔軟性市場を含む）ゾーン料金やノード料金または価格シグナルを使用して位

置分解能を向上させることで、新たな系統制約を捕捉し、効率的な位置シグナルを伝達する。 

 

VRE の大量導入は送電システムの系統混雑を悪化させる可能性がある。空間分解能の高い水準での価格決定はこ

の状況を反映し、コストのかかる再給電を回避しデマンドレスポンスを奨励、価格シグナルの表示により送電網の適切

な地点への設備容量の投資を奨励すると考えられる。 
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現況 

 いくつかの米国の独立系統運用機関（ISO）は、地点別の価格設定を導入している。ISO-NE（ニューイングランド独

立系統運用機関）、NYISO（ニューヨーク独立系統運用機関）、ERCOT（テキサス州電力信頼性評議会）、MISO

（中部大陸独立系統運用機関）、PJM（ペンシルバニア–ニュージャージー–メリーランド州を中心とする独立系統運

用機関）および CAISO（カリフォルニア独立系統運用機関）（NPTEL, 2012） 

 汎欧州市場ではゾーン料金制が採用されており、デンマーク（2つのビッディングゾーン）、イタリア（6つの地理別ビ

ッディングゾーン）、ノルウェー（5つのビッディングゾーン）、スウェーデン（4つのビッディングゾーン）など一部の国

では、国全体の送電システムを複数のビッディングゾーンに分割している。（IRENA, 2017b） 

イノベーション 19：革新的なアンシラリーサービス 

内容 

系統内で増大する VRE の変動性と不確実性に対処するには、系統柔軟性を高め、高速応答と出力変化能力を奨励

し、各サービスに応じて報酬を得られるように、アンシラリーサービス商品を適合させる必要がある。アンシラリーサー

ビス市場は、蓄電池、デマンドレスポンス、その他の分散型エネルギー源、VRE 発電事業者などの新規参入者にも開

放されていることが望ましい。 

現況 

 英国、米国、ドイツでは、柔軟性を高めるための新商品が設計されており、蓄電池の市場参入が許可されている 

 米国の ISOである PJMは、低速の従来型電源と高速の蓄電池用に異なる周波数調整商品を開発した 

 英国では、蓄電池用の新商品が導入され、周波数応答が強化された 

 チリでは、太陽光発電所が系統にアンシラリーサービスを提供し、系統安定性を確保する初の試験的プロジェクトが

実施された  

 2018年に英国では、系統運用者は電力の需要と供給を不正確に予測する供給事業者や発電事業者の料金を引

き上げ、柔軟性への投資を奨励した 

 アイルランドの TSOであるエアグリッド（EirGrid）社は、風力発電の変動に対処するために、複数の系統サービス

商品を新たに決定している 

イノベーション 20：容量市場の再設計 

内容 

容量メカニズムは十分な信頼度の高い安定容量が確実に利用できるように設計されている。そのため、系統のアデカ

シーが長期的に確保される。 

 

容量市場のイノベーションには以下のことが含まれる。 

 たとえ発電が間欠的であっても、VRE電源の系統連系が可能であれば、再生可能エネルギーが容量市場に参加

できるようにする。再生可能エネルギーが信頼度を提供する場合もある。特に、系統内の他のエネルギー源と補完

性がある場合や、風力／太陽光／蓄電池を統合したハイブリッドプロジェクトによる場合も同様である 

 容量市場に柔軟性の要件を導入することにより、将来の電源の柔軟性と VREの導入が確保される 

 デマンドレスポンス、エネルギー貯蔵、他地域との連系線が容量市場に参加できるようにする 

現況 

 主な開発は米国と欧州で行われており、最新の容量メカニズムは 2018年にベルギー、フランス、ドイツ、ギリシャ、

イタリアとポーランドで承認されている 

 カリフォルニアは容量市場の構造に柔軟性要件を導入している 

 米国の PJM とフランスは、需要に応じた負荷と VRE電源の容量市場への参加を認めている 
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イノベーション 21：地域市場 

内容 

地域市場は、地域全体の卸市場、アンシラリーサービス市場、および容量市場における規則の調和を前提としてい

る。連系を活用して地域市場を創設すると、需給調整エリアが統合され、柔軟性が向上する。大規模な地域で電源を

共有することにより、出力抑制要件やコストだけでなく、運転予備力のニーズが削減される。 

現況 

 地域市場：欧州の前日および当日市場、西アフリカの電力プール、南アフリカの電力プール、中央アメリカの電力市

場、米国西部系統のエネルギーインバランス市場など 

 デンマークは、ドイツ、スウェーデン、ノルウェーとの豊富な系統連系により、2017年に VRE導入率 50%を達成す

ることができた 

 

革新的な小売市場設計 

電力市場は従来、系統接続された大規模発電所に合わせて調整されてきた。この発電所は比較的予測しやす

い、受動的で弾力性のない需要に対して電力を供給していた。需要家側に設置された貯蔵技術やデマンドレス

ポンスの向上とともに、分散型電源の普及拡大によって、需要家は能動的な市場参加者に変わりつつある。需

要側の柔軟性を引き出すには、市場の規制が重要である。 

 

イノベーション 22：時間別料金制度 

内容 

デマンドレスポンスは、需要家を時間とともに変化する電力価格にさらすことで実現する。これにより自動化の有無に

かかわらず、特に稀に生じる超ピーク価格期間（間接的デマンドレスポンスとして知られる）に対して、需要家が自発的

にこれらの価格に反応することが可能になる。 

 

料金シグナルに基づいて、需要家は消費をピーク時間間隔からオフピーク時間間隔にシフトすることを選択できる。こ

れにより、VREの出力抑制または配電混雑が減少し、ひいてはピーク時の系統容量に対する投資を節約できる。 

現況 

 米国の電気事業者コン・エジソン（Con Edison）社は、1時間単位の価格設定プログラムを提供している。これによ

り需要家は負荷をシフトし、電気料金を約 15%節約できる 

 フィンランドでは、需要家は卸市場のスポット価格に基づいて、ダイナミックプライシングを選択できる。需要家の

10%がこの料金を選択している 

 エストニア、ルーマニア、スペイン、スウェーデン、英国の欧州 5 カ国では、電力供給の 1時間ごとのリアルタイムプ

ライシングが利用されている。スペインとエストニアでは、家庭需要家はスポット価格で 1時間ごとに異なる料金を

選択できる。需要家の 25%から 50%がこの料金設定を選択している（ACER, 2016） 

 これ以外にもダイナミックプライシングは、デンマーク、ノルウェー、スウェーデンの家庭用電力に適用されており、需

要家は月平均卸価格に基づいた市場ベースのスポット価格の適用を受ける（ACER, 2016） 
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イノベーション 23：分散型エネルギー源の市場導入 

内容 

デマンドレスポンスは、分散型エネルギー源を卸市場に参入させ、市場価格にさらすことで実現できる（直接的デマン

ドレスポンスと称される）。 

 

負荷のシフトに加えて、分散型エネルギー源はアンシラリーサービスや電力を系統に提供することもできるため、報酬

を得ながら系統柔軟性を向上させることができる。 

現況 

 ニューヨークの系統運用者は、分散型エネルギー源の市場参加と、エネルギー市場およびアンシラリーサービス市

場への完全な導入を可能にする市場提案を発表した 

 需給調整に関する EUのグリッドコードは、需給調整市場により少量の電力（MW）とより短期の時間枠を提案して

おり、太陽光発電や風力発電などの小規模な供給源へアクセスできるようになるだけでなく、デマンドレスポンスも

可能になる 

 アグリゲーターを介して分散型エネルギー源の参加が認められている市場：ベルギー、フランス、ドイツなど 

イノベーション 24：ネットビリング制度 

内容 

ネットビリング制度では、屋根置き太陽光発電の所有者から系統に注入された電力は、注入された時点での kWh の

価格に基づいて補償される。ネットメータリング制度では注入した電力量と受電した電力量の差に基づいて料金が請

求されるのに対して、ネットビリングは、受電した電力の価格から注入した電力の価格を差し引いて請求料金が決定す

る。したがって、プロシューマーは能動的な参加者であり、価格シグナルに基づいて系統柔軟性を提供できる。 

現況 

 ネットビリングを導入している地域：メキシコ（事前に決定された時間変動料金）、カリフォルニア州（動的料金）、メキ

シコおよびニューヨーク州（位置別変動料金）、アリゾナ州（回避された電力コストに基づく料金） 
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2.4 系統運用 

系統運用は、新技術と市場の規制によって変化し、新たな課題によって牽引される。第一に、分散型電源の導

入率を増加させ、系統の分散化を進行させると、配電網が双方向の電力潮流システムに変わり、新たな運用

方法が必要になる。そのような技術の統合を促進するために、配電会社は新たな役割を引き受けることが望ま

れる。また分散型エネルギー源を系統全体にうまく導入するには、TSO-DSO間の協力が求められる。 

 

第二に、VRE電源の不確実性を管理するための新たな運用施策が必要である。不確実性を削減するために、

先進的な VRE 発電予測手法やツールが開発されている。揚水発電貯蔵の新たな運用など、柔軟性を高める

他の運用施策が登場している。VRE 資源が豊富な地域（特に風力発電）が大規模需要地から遠く離れた位置

にある場合、一時的に系統混雑が発生する。電力貯蔵装置または動的線路定格（DLR）の利用といった、連系

線の増強に必要な多額の投資を代替する革新的な運用施策が登場している。 

 

図 12  系統運用におけるイノベーション 
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分散型エネルギー源の運用 

電力系統は世界中で大きな変革期に突入している。電力系統は、ますますエネルギー部門全体の重要な部分

になりつつある。従来、産業界の中で「眠っている」部分と考えられていた電力系統は、VRE の系統連系に重

要かつ能動的な役割を果たしている。 

 

屋根置き太陽光発電、マイクロ風車、蓄電池システム、プラグイン型電気自動車、スマート家電などの分散型

エネルギー源が登場し、消費者は系統の能動的な参加者となっている。これは系統運用者の役割と責任に重

大な影響を与えると考えられる。特に DSOの責任は、単なる電力供給事業者から、系統運用に積極的な役割

を果たし、電力系統への分散型エネルギー源の参加を促進することにまで拡大する。また TSO との連携を深

め、情報が双方向に流れるようにする必要があると考えられる。 

 

イノベーション 25：配電系統運用者（DSO）の将来的役割 

内容 

DSOは配電網への分散型エネルギー源の系統連系の効果的な管理についてまで広げて責任を取ることが望ましい。

それにより電力系統への分散型エネルギー源の導入を実現し、その便益を最大化する。 

 

この新たな役割には以下のことが含まれると考えられる。 

 分散型エネルギー源からの系統サービスの調達 

 既存の電力系統の利用を最適化し、不必要な新規投資を延期するための、直接制御または価格シグナルを用いた

分散型エネルギー源の運用 

現況 

 DSOが役割を拡大している主な地域：米国、英国、その他の欧州諸国  

 配電会社が行っている主な変革の歩み：スマートメータリングの開発、電気自動車用の充電システム、アグリゲータ

ーとの契約、オンライン市場の確立（例えば柔軟性、系統混雑管理に対する、技術的制約よりも費用便益に基づい

た系統計画） 

 英国の Open Networksプロジェクトは、配電網運用者（DNO）を配電系統運用者（DSO）の役割へと移行するため

の基盤を築いている 

 EUのクリーンエネルギーパッケージで系統運用者が調達するサービスの一部として、系統混雑管理は、DSOがビ

ハインド・ザ・メーター（需要側）の柔軟性を利用できる問題になる。これは、系統混雑管理サービスのための市場を

創設することにより、報酬が得られるようにする必要があると考えられる 

イノベーション 26： TSO と DSOの協調 

内容 

DSO は、上流のサービス市場に分散型エネルギー源を参加させるための中立的な市場の仲介者として行動すること

が望ましい。これらの電源が卸市場に参加するには、配電系統と送電系統の運用者間の効率的な連携が不可欠にな

る。 
 

また DSO は、TSO と分散型エネルギー源の所有者との間のデータ交換プラットフォームに貢献するか、そのようなプ

ラットフォームとしての役割を果たし、TSOがこれらの電源の種類と利用状況を把握できるようにする必要がある。 
 

これにより分散型エネルギー源を系統にスムーズに統合でき、柔軟性が向上し、既に接続されているアセットの便益

が最大化される。 
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現況 

 TSO と DSOの連携のためのプログラムが実施されている主な地域：ベルギー、オーストリア、イタリア、すべての

北欧諸国、エストニア、スペイン、オランダ 

 ベルギーでは、TSO と DSOが共同で、集中型の共有 ITプラットフォームを開発した。このデータ拠点を介して、柔

軟性を高めるための分散型エネルギー源の調達に関連するデータを共有できる。また、送配電網に接続されている

すべての利用者や発電事業者は、日々TSOに柔軟性サービスを提供することができる（Elia, 2018）。上に挙げた

他の国々もデータ拠点を開発している 

 欧州委員会が出資する SmartNetプロジェクトは、TSO と DSOの連携モデルを明らかにすることを目的にしている 

 

不確実性への対応 

風力発電と太陽光発電の変動性と不確実性は、系統運用にとって大きな課題である。発電と負荷のバランス

をリアルタイムで調整するには、系統柔軟性を高める必要がある。この変動性に対処するには、予備力容量と

も呼ばれる、より多くのバックアップ容量の調達が要求される。既存の揚水発電所は、電源の変動性に対する

系統の対応力を高めるために運用可能な柔軟性の高い発電所である。再生可能エネルギー発電の予測を向

上させるためのツールとモデルも開発されている。 

 

イノベーション 27：VRE電源の先進的予測手法 

内容 

新たなモデルは、クラウドベースの演算、1 時間ごとではなく 15 分ごとに予測結果を生成する改良数理モデル、非常

に高解像度の気象予測、機械学習や AI の利用により、再生可能エネルギー発電の予測の精度と緻密さを改善でき

る。再生可能エネルギー発電の予測を改善すると系統運用者の不確実性が減少し、結果として再生可能エネルギー

の導入率が増加する。 

 

日毎および季節毎といった長期予測は、TSO が苦手な気象予測（北大西洋振動が欧州において負の状態になり、風

速低下をもたらす場合など）に備えて計画を立てるためにも重要である。季節予報の改善により系統運用者は、このよ

うな極端な事象が発生する期間中の代替容量について計画を立てることができる。 

現況 

 気象予測の精度向上：10～30% 

 先進的な気象予測プロジェクトが試験的に実施されている国：米国、ドイツ、オランダ、スペイン、中国 

イノベーション 28：揚水発電の革新的運用手法 

内容 

揚水発電所は、短期的には高速の出力変動に対応することで風力・太陽光発電を補完し、長期的には日毎、週毎、ま

たは季節毎の発電パターンに対する補完性を持つ柔軟性の高い設備である。 

現況 

 揚水発電の革新的運用を行っている主な地域：オーストラリア、オーストリア、ブラジル、中国、フランス、イタリア、日

本、ノルウェー、ポルトガル、韓国、スペイン、スイス、英国、米国 
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系統増強の繰り延べ 

送電システムは、再生可能エネルギー電源の大量導入に伴い、複雑化している。需要パターンの変化と新た

な大規模 VRE 電源の登場を受け、系統混雑や再生可能エネルギー電源の出力抑制を防ぐための、送電アセ

ットの効率的な管理が求められる。VRE の導入率が高いと、系統混雑が一時的に発生する可能性がある。蓄

電池の設置や、風力発電・太陽光発電・蓄電池を組み込んだ建物、DLR などの代替方法が、コストの高い送

電インフラ増強に代わって、電力系統に採用されてきている。 

 

イノベーション 29：バーチャル送電線 

内容 

電力系統のある地点の混雑部分の両側に配置された蓄電池は、不測の事態が発生した際にはバックアップとしての

エネルギー貯蔵の役割を担い、熱的過負荷を軽減することができる。このようなバーチャル送電線により、物理的な送

電線の増強は不要となるか、または繰り延べすることができる。比較的控えめな量の電力貯蔵であっても、送電線の

容量を超えるピーク需要の一部に対応することが可能である。これにより、送電混雑による VRE 電源の出力抑制が

削減されると考えられる。 

現況 

 フランスの TSOである RTE社は、100 MW のエネルギー貯蔵設備を設置して系統混雑を緩和し、系統への VRE

導入率を増やすことを目的としたプロジェクト（Ringoプロジェクト）を試験的に行っている 

 イタリアの TSOであるテルナ（Terna）社は、蓄電池を利用して北部と南部の系統混雑を緩和し、風力発電と太陽光

発電の出力抑制を削減することを計画している 

 南オーストラリア州での 100 MW／129 MWhのテスラ社の蓄電池の成功に続いて、オーストラリアは系統混雑地

点に大容量蓄電池を設置している（2018年にビクトリア州の 2 カ所で 80 MW が委託された） 

 大韓民国は、多くの分散型事業用リチウムイオン蓄電池システム（合計 245 MWh）を設置している（Kenning, 

2018） 
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イノベーション 30：DLR 

内容 

動的線路定格（DLR）とは、気象条件（例えば、風が吹いているときや気温が低いときは冷却されるため、送電線の熱

容量が高くなる）に応じて送電線の容量が動的に変化することを意味している。DLR は系統混雑を緩和し、風力発電

の導入を促進し、経済的便益をもたらし、系統の信頼度を向上させる。 

現況 

 ドイツでは、風力発電の送電系統への導入を向上させ、系統混雑の管理を改善するために、DLRシステムの試験

と設置が進んでいる 

 欧州では、11社の TSOが DLR を運用している 

 DLRは、英国の UKパワー・ネットワークス（UK Power Networks）社や英国のノーザンパワーグリッド（Northern 

Power Grid）社などの配電網にも利用されている 
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図 13  VREの系統連系に向けたイノベーションの全体像 
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2 章で描いたイノベーションを踏まえ、本章では、複数のイノベーションを補完的に組み合わせることによ

って系統内の VRE導入率を促進する 11の新たなソリューションを紹介する。 

 

イノベーションは、単独で実施されるものではない。VRE 導入を促す革新的ソリューションは、技術、市場、ビジ

ネスモデル、系統運用という 4つの分野それぞれに存在するさまざまなイノベーションの相乗効果によって生ま

れる。 

 

技術イノベーションが実際に影響力を発揮するためには、適切なビジネスモデルが必要である。また、新たな

バリューストリームが適正に評価され、系統運用者が運用面における新技術導入を推進するような枠組みを構

築するように、規制を適合することが要求される。再生可能エネルギーを中心とした電力系統の実現のための

ソリューションを形作るために、電力系統の複数の構成要素のイノベーションの相乗効果を組み合わせ活用す

ることは、「体系的イノベーション」と呼ばれる。これを図 14に示す。

 

図 14 電力部門の転換を促す体系的イノベーション 
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新たな系統運用手法は、電力系統における再生可能エネルギー導入を実現する新興技術によって可能となる。

新たな技術から、系統柔軟性を高める新たなサービスが生まれ、それにより、再生可能エネルギー電源の変

動性と不確実性がもたらす課題への対応が容易になる。例えば、大容量蓄電池を使用することで短期的な柔

軟性のニーズに対応することができ、最長で数時間程度（通常はそれより短時間）、バックアップ電力で系統を

運用することが可能となる。デジタル化と自動化技術を活用すれば、現状の電力系統においてもデマンドレス

ポンスを実現し、需要側の膨大な潜在的柔軟性を引き出すことも可能であると考えられる。 

 

系統運用の柔軟性があれば、系統運用者は、日毎、１時間毎、あるいは 1 時間未満の需給変動に対応するこ

とができる。この種の短期的な柔軟性は、従来、明確に評価されてこなかった。しかし現在は、VRE の大量導

入に必要なサービスを提供しうる多様な技術が利用可能になっている。新たなバリューストリームは、適切なビ

ジネスモデルによってこれら技術の開発・普及がサポートされるように構築しなければならないが、それをどの

ように収益化するかが重要な課題である。 

 

価値の創出と十分な収益構造を実現するためのひとつの方法は、柔軟性の向上を支援する法制の整備であ

る。IRENA の報告書『変動性再生可能エネルギー大量導入時代の電力市場設計』（IRENA、2017b）で論じた

通り、適切な市場設計は、電力市場が機能して政策目標が達成されるために重要な要素である。供給側の柔

軟性を促進するインセンティブや、デマンドレスポンスに適切な対価を与えることは、いずれも革新的な法制の

下で実現する。さらに、革新的な法制によって革新的なビジネスモデルの実現が可能となる。エネルギー転換

を加速するには、電力系統におけるパラダイムシフトに合わせて市場設計を適応させることが重要である。 

 

しかし、たとえ法制が整備されていなくても、民間部門は、技術進歩により可能となる新たなビジネスモデルの

機会を見出す可能性がある。例えば、規制機関がデマンドレスポンス・プログラムを実施していなくても、民間

企業は、蓄電池や人工知能を用いた負荷シフトや節電などの電力サービスを顧客に提供し、電気料金を引き

下げてそれらの利用を促進するようになると考えられる。2017〜18 年における主要な動向として、米国、欧州、

オーストラリアでは、企業がより低コストで価格が変動しない VRE 電力を求めたことで、法人向けの電力購入

契約（Corporate PPA）市場が生まれたことが挙げられる。 

 

系統全体にわたって柔軟性を高めるソリューション 

第 1 章で説明した通り、従来、系統柔軟性は電源側によって供給されており、需要に左右されていた。しかし、

VRE 電源の導入率が高まり、サプライチェーンのあらゆるレベルで統合されるようになった今、系統柔軟性の

向上が求められている。需要側でも、さらなる柔軟性を引き出す効果的な新手法が生まれつつある。電力系統

の分散化とデジタル化の進展により、多くの発電方式が需要側に接続されるようになった。また、デジタル技術

により、デマンドレスポンスや他のサービスを電力系統に提供することが可能になった。系統柔軟性についても、

送電容量の増大と地域市場の確立により、より重要となってきている。図 15 は、発電側のみに柔軟性の供給

源が存在していた従来の電力系統から、サプライチェーン全体に柔軟性の供給源が存在する電力系統への移

行を示している。 

 

VRE 導入率をさらに高める最適戦略は、国や状況によってさまざまである。電力系統のあらゆる領域にまたが

るそれぞれのイノベーションの相乗効果から生まれるソリューションを構築することで、再生可能エネルギーに
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主軸を置き、信頼度が高く、安価な電気料金の電力系統を創出することが可能になる。本章では、図 16 に示

す通り、世界各地で実施されている、系統柔軟性を高める 11のソリューションを明らかにする。 

 

以下の小節では、11 のソリューションのそれぞれを詳しく論じる。効果的なソリューションを構築するために必

要となるイノベーションと、ソリューションが電力系統に及ぼしうる影響について説明する。また、実際にこれら

のソリューションが実施された事例についても取り上げる。 

 

図 15 従来型の柔軟性供給源（左）と新たな柔軟性供給源（右）の比較 
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3 
図 16 実現技術、ビジネスモデル、市場設計、系統運用におけるイノベーションを組み合わせたソリューション 
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系統の柔軟性ソリューション 

 ソリューション III： 
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需要側の柔軟性ソリューション 

 ソリューション VI： 
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3 
 革新的なアンシラリーサービス 

 TSO と DSOの協力 
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大容量電力貯蔵による柔軟性ソリューション 
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3.1 供給側の柔軟性ソリューション 

電力系統の需給調整における変動性と不確実性への対処は、系統運用において目新しい問題ではない。需

要は、ある程度の変動性と不確実性を常に伴うものではあるが、比較的容易に予測することができている。し

かし、電力系統においてVRE導入率が高まるにつれ、VRE電源の変動性と不確実性が及ぼす影響は頻度的

にも程度的にも大きくなり、系統運用にさらなる課題をもたらしている。供給側でこの課題に取り組むためのソリ

ューションには、次のようなものがある。 

 

 先進的気象予測手法を取り入れることによる風力発電や太陽光発電の不確実性の最小化： このソリュー

ションは、予測手法やそれを利用するための技術に依存する。ビッグデータや人工知能を駆使して改良を

図ることにより、予測精度を高め、ひいては系統全体の信頼度を高めることができる。（ソリューション I） 

 

 既存の電源がより柔軟性を高めるようなインセンティブ：例えば、高速応答型の揚水式電力貯蔵や出力変

化速度の速いガス火力発電などが挙げられ、柔軟性の小さい発電所が技術更新によって柔軟性を高めた

場合に報酬を与えることも含まれる。このソリューションは、技術面および市場設計におけるイノベーション

に重点を置いており、系統柔軟性に大きな影響を与えられる可能性がある。（ソリューション II） 
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ソリューション I 

先進的な気象予測手法を取り入れることによる VRE電源の不確実性低減 

 

図 17 VRE電源の不確実性低減に向けた先進的気象予測手法を含むイノベーションの相乗効果 

 

 系統運用レベルでは、電力系統に風力発電や太陽光発電を導入するにあたっては、特に大量導入の際に

VRE 出力の高精度予測がきわめて重要である。系統運用者が利用できる最もコスト効率の高い手段のひ

とつである先進的気象予測は、VRE 発電に伴う不確実性の低減に貢献し、変動性に対応した運用計画の

策定を支援する。予測精度の向上によって対策の必要性が取り除かれるわけではなく、計画を立てる時間

的余裕が増えるにすぎない。とはいえ、高精度の予測によって、電源の起動停止および給電指令の効率を

高めることができ、系統信頼度の問題が軽減され、ひいては系統に必要な運転予備力を削減できる。また、

運転予備力などの系統サービスを提供するために、VRE 電源を利用することも可能になる。例えば、風力

発電の場合、風車ブレードのピッチ制御によって上方および下方予備力を供給することができる。VRE から

も系統サービスを得られる場合、系統における VRE 導入率をさらに高めることが可能となる（IRENA, IEA 

and REN21, 2018）。 

 

高精度な気象予測を利用すれば、2～6 時間間隔で発電出力を正確に予測することができ、系統信頼度が

大幅に向上する。今日では、（発電所単位ではなく）地域レベルの予測誤差は、発電の 1 時間前で定格出

力の 3%～6%、1日前で 6%～8%である。それに対し、負荷予測の誤差は通常、1日前で 1%～3%である

（Lew et al., 2011）。発電予測のわずかな改善でも、大きな運用上の便益と経済的便益をもたらす可能性

がある。（主要イノベーション：VRE電源の先進的予測手法） 

 

 実現技術の進歩により、先進的気象予測モデルはいまや、サイト固有のパラメーターや先進的気象観測装

置から収集したリアルタイムのデータを考慮に入れるようになっている。クラウドベースのコンピューティン

グ、予測結果を 1時間ではなく 5分から 15分で算出可能な改良数理モデル、人工知能など、最新の情報

通信技術（ICT）がもたらす著しい処理能力を、過去の気象パターンおよび発電出力を収集したビッグデータ

とともに用いることにより、VRE出力予測の精度と位置分解能を高めることができる。このほか、先進的な

雲画像解析技術、雲の動向を監視する全天球カメラ、風車に設置する風速・風向・気温を観測する各種セ

ンサーを用いた気象予測モデルがある。（主要イノベーション：AI とビッグデータ、IoT） 
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その成功事例は、ドイツで使用されている機械学習ベースのソフトウェア EWeLiNE である。このソフトウェ

アは、人工知能と、太陽光センサー、風車センサー、気象予測のデータを用いて、出力予測を行うものであ

る。これにより、再生可能エネルギーが連系された電力系統における発電余剰や間欠性による損失を最小

限に抑えることに貢献する。もうひとつの事例は、ニューヨークとインドを拠点とする企業ユートプス・インサ

イト（Utopus Insights）社である。同社は、需給調整に大きな課題をもたらす再生可能エネルギーの拡大に

対応する手段として、機械学習を用いた電力系統向けの高度な予測手法に特化している。ピーク負荷の予

測および管理に加え、ユートプス・インサイト社のソフトウェアによって、送電線の断線、太陽光パネルの系

統からの遮断、風車の不快な騒音の原因となる着氷現象も予測することができる（Polhamus, 2017）。 

 

 予測精度向上の便益を最大限に活用するためには、市場設計の適応が必要になる。高度な気象予測を利

用して、電源の起動停止および給電指令や送電計画の更新頻度を高めることができる。これにより、電力

系統の計画精度を改善し、割高な運転予備力の必要量を減らすことができる。高精度の太陽光発電および

風力発電出力予測があれば、十分な時間的余裕をもって従来型電源の出力を上昇または低下させること

ができ、それによって従来型電源からの排出量削減や電力系統の需給調整をコスト効率よく行うことができ

る。卸電力市場の時間分解能および空間分解能の向上は、市場やディスパッチ（給電）計画において、

VRE 発電のための先進的気象予測がもたらす価値を生かすことに貢献する。米国テキサス州の ERCOT

では、ディスパッチの間隔を 15分おきから 5分おきに短縮した結果、実際のディスパッチの 10分前まで発

電計画の更新ができるようになった。このような法制の変更は、予測誤差を最小限に抑え、予測精度の向

上によって風力発電の出力抑制を低減させることに役立っている（Bridge to India, 2017）。（主要イノベー

ション：電力市場における時間分解能の向上、電力市場における空間分解能の向上） 

 

 

デジタル技術による予測精度向上が及ぼす影響 

 

• 人工知能によって再生可能エネルギー出力の予測精度を 88%から 94%に向上可能。 

機械学習アルゴリズムなどのデジタル技術を気象データおよび発電所の出力データに応用することにより、再生可能

エネルギー出力の予測精度を、業界全体で約 88%から 94%に引き上げることができる。これらのシステムのほとんど

は、試行段階である。また、既存のデジタルシステムを改良して運用データを系統運用者に直接提供可能にすること

で、VRE導入率を高めることも可能である（BNEF, 2017）。 

 

• 人工知能を利用した場合、日射量予測の精度を 30%向上。 

2015年、米国エネルギー省の SunShot イニシアチブにおいて策定された IBM とパートナーチームによるプロジェクト

は、ディープマシンラーニング技術を用いた高度な日射量予測モデルを構築することにより、予測精度の 30%向上を

可能とした。Watt-Sunと命名された自己学習型の気象予測モデルおよび再生可能エネルギー出力予測技術は、各地

の気象観測所、センサーネットワーク、衛星、全天球画像カメラから得られた膨大な過去のデータとリアルタイムの測

定値を統合するものであった（NREL, 2015a）。 

 

88%→94% 30% 

再生可能エネルギー出力の 

予測精度 

日射量予測の精度向上 
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VRE出力抑制に及ぼす影響 

 

• 出力 670 MW の太陽光・風力併設発電所において、風力発電の出力抑制を 10%削減することにより、14,000 世

帯分の電力を供給。 

IBM は、中国国家電網公司（State Grid of China）の子会社である国網冀北電力有限公司（Jibei Electricity Power 

Company Limited）向けに「ハイブリッド再生可能エネルギー予測」（Hybrid Renewable Energy Forecasting: HyRef）

ソリューションを構築した。これは、先進的データ解析を行い、出力 670 MW の太陽光・風力発電所における出力予測

の向上を図るものである。HyRef は、気象モデリング機能、先進的な雲画像解析技術、雲の動向を監視する全天球カ

メラのほか、風車センサー、気象予測データ、雲画像を用いて、15 分前から 1 カ月前までの期間における風力発電出

力を事前に予測する。この技術により、風力発電の出力抑制を 10%削減し、系統内の再生可能エネルギーの導入率

を高めることができる。この再生可能エネルギーの追加供給量によって、14,000 世帯分相当の電力をまかなうことが

できる（NREL, 2013）。 

 

コスト削減に及ぼす影響 

 

• 米国コロラド州において、2009年から 2016年までの間に 3,800万ドル（約 4億 2千万円）の投資によって風力発

電出力の予測精度が 37.1%向上し、6,000万ドル（約 66億円）のコストを削減。 

米国コロラド州の電気事業者 Xcel Energy 社は、風力発電出力の予測精度が 37.1%向上した結果、2009 年から

2016 年までの間に同社顧客の費用負担が 6,000 万ドル軽減されたと算定した。風車中心（ハブ）の平均的な高さは

地表から 80～100 mになるが、従来の予測は地表レベルの測定値に基づいて行われていた。また、一部の観測所は

風車から約 50 km も離れていた。そこで、最先端の風況予測システムを発電所ごとに個別に設置し、風車中心の高さ

で風速を測定して、15 分おきにデータを更新することによって予測精度の向上を達成した。この風力発電所では、発

電出力予測精度の向上により、年間約 1,170 万トン相当の二酸化炭素排出量が削減された（Baskin, 2016；RAL, 

2014）。 

 

• 米国カリフォルニア州において、短期的な風力発電出力予測精度の向上により、年間約 500 万〜1.46 億ドル（約

5.5億〜161億円）のコスト削減（容量予備力、周波数制御予備力、発電コストの削減）を達成。 

カリフォルニア独立系統運用機関（CAISO）に関する研究では、CAISO 市場における短期的な風力発電出力予測精

度の向上により、さまざまなシナリオを考慮すると年間約 500万〜1.46億ドルのコスト削減（容量予備力、周波数制御

予備力、発電コストの削減）をもたらすことが示された（NREL, 2015b）。利用可能な風力発電総容量は、風力発電導

入率が低いシナリオでは 7,299 MW、風力発電導入率が高いシナリオでは 11,109 MW と予想される。風速の時間変

動により、瞬間的な導入率、および、予測精度が実際のディスパッチにどの程度影響を及ぼすかが決まる。 

 

10% 
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風力発電シナリオ 予測精度向上 年間コスト削減額（百万ドル） 

低 
10% 

5.05（約 5.5億円） 

高 25.1（約 28億円） 

低 
25% 

14.8（約 16億円） 

高 62.9（約 69億円） 

低 
50% 

34.7（約 38億円） 

高 146（約 161億円） 

出所： NREL, 2015 

 

ソリューション実施例 

ドイツでは、再生可能エネルギーの導入目標を達成するために先進的気象予測手法を活用 

 2012 年以降、Deutscher Wetterdienst （ドイツの気象予測サービス）は、連邦経済エネルギー省（BMWi）

が出資した 2 つの研究プロジェクトである EWeLiNE および ORKA の一環として、再生可能エネルギーへ

の応用のための気象予測手法最適化に取り組んできた。2015年 12月に公表されたORKAプロジェクトの

結果を受け、良好な成果が認められた同プロジェクトは新たなプロジェクトとして続行されることとなり、

ORKA2が 2016年 1月に発足した。対象分野は、送電線の電流容量の予測にも拡大された。 

 

EWeLiNEプロジェクトでは、ドイツ気象庁およびフラウンホーファー風力エネルギー・エネルギーシステム技

術研究所（Fraunhofer IWS）が、ドイツのTSOであるアンプリオン（Amprion）社、テネット（TenneT）TSO社、

フィフティーヘルツ・トランスミッション（50 Hertz Transmission）社の 3社と協力を行っている。その目的は、

風力発電所や太陽光発電所向けの気象予測および出力予測技術を向上させ、特に系統安定度に重点を

置いた新たな予測ツールを開発することである。EWeLiNE では、ドイツ各地の太陽光パネルと風車からリ

アルタイムデータを収集し、アルゴリズムに投入する。アルゴリズムは、以後 48 時間の再生可能エネルギ

ー出力を、機械学習を用いて計算する。そのうえで、研究者が実際のデータと EWeLiNE の予測を比較し、

アルゴリズムに改良を加えて精度の向上を図る。 

 

BMWiによるもうひとつの研究プロジェクトであるPerduSは、2016年 3月に発足した。このプロジェクトは、

サハラで発生する砂塵と、砂塵発生中の天候および太陽光発電出力予測に重点を置いており、ドイツの電

源構成における再生可能エネルギーの導入率拡大に貢献している（DWD, 2018）。例えば、2014年 4月 5

日、ドイツ全土の太陽光発電に関する翌日予測に 10 GW レベルでの重大な誤差が生じた。当日とその前

の数日間、サハラの砂塵がドイツに飛来していたためであると考えられる。 
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概要表：先進的気象予測手法による VRE電源の不確実性低減に関する便益と費用 

先進的気象予測手法による 

VRE電源の不確実性低減 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 分単位～週単位 

 
費用および複雑性  

技術およびインフラの費用  

規制枠組みに求められる変化 

 

このソリューションは、法制度による誘導が可能である。 

例えば、VREの需給調整責任の導入によって、 

VRE出力の予測精度向上を促すことができる。 

プレーヤーの役割に求められる変化  

その他の課題 • 小規模プレーヤーが過去の気象データをどこまで利用できるか 
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3 
ソリューション II 

柔軟性の高い電源による変動性吸収 

 

図 18 柔軟性の高い電源を生み出すためのイノベーションの相乗効果 

 

 

 運用レベルでは、供給側電源設備の出力変化速度が速く、起動時間が短く、応答時間が短いほど、系統柔

軟性は大幅に高くなる。水力発電所およびガス火力発電所は、一般的にそのような速い出力変化速度と応

答時間を提供する。水力発電所は、ゼロコストで即時に応答する能力を備えている。しかし、ガス火力発電

所の場合、柔軟性を得るためのコストは出力変化速度と保持時間に応じて増加する。また、特に液化天然

ガス（LNG）の輸入に依存する市場においては、ガス燃料コストの影響を大きく受ける。揚水式電力貯蔵設

備は、供給面（必要量を確実に供給できる電力）においても需要面（供給過剰時は貯水池に水を汲み上げ）

においても大きな柔軟性を発揮することができる。（主要イノベーション：揚水発電の革新的運用） 

 

 技術面では、通常であれば柔軟性の小さい発電手法でも、技術向上により系統柔軟性に貢献できるように

なる（Jacobs et al., 2016）。発電所レベルでは、運用柔軟性は主に 3 つの要素によって特徴付けられる。

運転可能範囲（燃焼量変更比、最小負荷から最大負荷までの範囲）、正味電力供給量を調整できる速度

（出力変化速度）、および停止状態から起動して定常運転に達するまでの所要時間（起動時間）である

（Agora Energiewende, 2017）。石炭火力発電所は、比較的柔軟性に乏しいと従来考えられてきたが、実

際には、技術面および運用面で必要な改修を行えば、柔軟性を供給することが可能であることが研究によ

り示されている（Cochran et al., 2013）。また、発電設備の所有者が設計上の最適利用率である 70%～

85％を大きく下回る平均設備利用率でも運転するように促される、または強いられた場合も、同様に改修を

行うことで、柔軟性の供給が可能となることが示されている。インドとオーストラリアはいずれも、既存発電設

備を改修して、より低い設備利用率でより柔軟性のある出力変化管理に対応できるようにすることを検討し

ている。（主要イノベーション：従来型発電所における柔軟性） 

 

 市場設計については、発電所をベースロード電源としてではなく負荷調整電源として運用するよう動機付け

るためには、発電所の運用者に対して、このような変更の実施と追加的な発電所運用コストを補償する新た

実現技術 

従来型発電所における柔軟性 

IoT 

AI とビッグデータ 

ブロックチェーン 

市場設計 

電力市場における 

時間分解能の向上 

革新的なアンシラリーサービス 

容量市場の再設計 

系統運用 

揚水発電の革新的運用手法 

柔軟性の高い 

電源による変動性吸収 
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な収入源を提供する必要がある。例えば、石炭火力発電所をベースロード電源から負荷調整電源に移行さ

せる場合、運用者は新規設備投資が必要になる可能性が高い一方、年間設備利用率の低下と強制停止

の頻度増加に直面する。このような発電所を負荷調整電源として運用し、なおかつ利益も維持できるよう、

運用者に十分な報酬とインセンティブを与えるために、画期的な市場規定を設計する必要がある。 

 

これを達成するひとつの方法は、卸電力市場における時間分解能を高めることである。それにより、特定時

点での電力市場状況をより反映した形で、既存電源の効率的な応答に対して報酬を与えることができる。

商品や契約の取引間隔を短縮すること、および取引を可能な限りリアルタイムに近づけることは、柔軟性に

関わる費用を取引価格に内在化させるために役立つ。それにより、出力を容易に上昇または低下させられ

リアルタイムに近いタイミングで応答できる柔軟性のある電源に、価値をもたらすことができる。価格が短期

的な需給状況を反映するほど、迅速に出力調整できる電源に適切な価格シグナルを送ることができる。風

力発電や太陽光発電の導入率拡大に伴い、電力の当日取引量が増大し、また、更新された最新予測に合

わせて発電スケジュールを調整する必要性が高まる。したがって、再生可能エネルギーの潜在力を十分に

活用するために市場の時間枠（決済期間と市場閉場の双方）を適応させ、VRE電源に対応するために系統

内の他の既存電源の柔軟性を高める必要がある。 

 

当日市場がある場合、市場参加者は、受渡日に所定の取引間隔（決済期間とも呼ばれる）で売買入札を出

さなければならない。市場参加者は、決済期間の前のある時点（市場閉場と呼ばれる）まで取引を行うこと

ができる。時間分解能が低い市場の例として、ドイツでは 15分間の決済期間に対して実際の受渡が始まる

5 分～30 分前が市場閉場時間である（EPEX SPOT, 2019）。一方、イングランドでは 30 分間の決済期間

の 16 分～19 分前が市場閉場時間となっている（IEEFA, 2018）。市場閉場時間の幅が狭いほど、再生可

能エネルギーの出力予測の誤差が少なくなり、予想外の変動性に対応するための高価な予備力電源の必

要量を最小限に抑えることができる。（主要イノベーション：電力市場における時間分解能の向上） 

 

リアルタイムでは、系統運用者は、需給予測からのリアルタイムでの逸脱に対応するため、一次予備力、二

次予備力、または三次予備力を用いて運用する。このようなアンシラリーサービス商品は、系統柔軟性を高

め、高速応答と出力調整能力を奨励し、個々のサービスに応じた報酬を与えられるように設定する必要が

ある。例えば、米国の系統運用者である PJMは、応答速度の遅い従来型電源と応答速度の速い蓄電池電

力貯蔵システム向けにさまざまな周波数調整商品を開発している。また、小規模事業者や分散型エネルギ

ー源を含むすべての新規プレーヤーに市場を開放し、すべてのプレーヤーに電力系統の需給調整に対す

る責任を持たせることも、系統柔軟性を高めると考えられる。需給調整力を限界価格制にし、上限価格をな

くすことで、電力の真の価値を価格に反映させることが可能になる。これはまた、柔軟性への投資に対して、

また、需給調整力および予備力サービスを提供することに対して、適切なインセンティブを与えることにもな

る。（主要イノベーション：革新的なアンシラリーサービス） 

 

容量市場メカニズムを通じて、1）かかる容量メカニズムが、需要側の応答、連系線、電力貯蔵設備の運用

者など、すべての柔軟性サービス提供者の公平な参加を可能にするように設計されており、かつ、2）かか

るメカニズムが、実際に懸念されているアデカシー問題への対策として設計されている場合、信頼度の高い

容量を常時、十分に確保することができる。しかし、VRE を大量導入した将来の電源システムにおいては、
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再生可能エネルギー電源がもたらす変動性に対応するため系統柔軟性が必要となる。容量市場商品に柔

軟性要件を設定することにより、発電所への投資を奨励することができる。（主要イノベーション：容量市場

の再設計） 

 

 より迅速に、よりリアルタイムに近く、より短い間隔でエネルギーが取引される電力系統は、管理がより難し

く、いっそうの自動化を進める必要がある。デジタルシステムのような実現技術を用いることにより、遠隔地

の発電所を監視して、簡単な指示や修正を運用者に自動送信することができる。系統運用者は、発電所や

電力取引所からのデータ報告に基づいて予測を立てることができ、電力およびサービスの調達に関してよ

り良い決定を下すことが可能になる。ICT の発展と先進的コントロールセンターは、それらの変化を実現さ

せる契機となり、系統運用のあり方を変革して系統柔軟性を高めると期待される。 

 

最近までは、十分なセンサーを設置し、高頻度データを伝送し、大量データを保管し、スマートデータ解析を

行い、最適化を行うために運用手法を調整するには、多くのコストが必要であった。しかし、デジタル技術の

進歩によって運用の「完全デジタル化」が実現し、このような制約は解消されつつある。系統はよりインテリ

ジェントに、より柔軟になり、変動性と不確実性への対応力を蓄えつつある。運用側では、IoT を活用して最

低設備利用率を引き下げ、出力変化速度を高めることにより、発電所の柔軟性を高めることができる。（主

要イノベーション：AI とビッグデータ、IoT） 

 

 

当日入札の 

増設により効率性が向上 

卸電力市場における時間分解能の向上が及ぼす影響 

 

• 米国では、ディスパッチの高速化に伴って系統安定化費用が低減。ディスパッチが 5 分間隔の地域では 0 ドル～

4.40 ドル/MWh（0~約 4.8 円/kWh）であるのに対し、1 時間間隔の地域では 7 ドル～8 ドル/MWh（約 7.7~8.8 円

/kWh）。 

5分間隔のディスパッチは、現在、米国各地の独立系統運用者にとって標準的な様式であり、国内負荷の 3分の 2以

上をまかなっている。ディスパッチのさらなる迅速化により、負荷と発電とのレベルをより細かく一致させることができ、

割高な調整予備力の必要量を削減することができる。5 分間隔のディスパッチが採用されたのは、再生可能エネルギ

ー電源の導入を可能にするという目的のためではなく、系統運用コストを削減するという理由からである。5 分間隔の

ディスパッチにより、調整力の必要量は 1 日のピーク負荷の 1%未満に抑えられている。ディスパッチが迅速化してい

る地域では、系統安定化費用が低くなることが明らかになっている。例えば、ディスパッチが 5 分間隔の地域では、系

統安定化費用は 0 ドル～4.40 ドル/MWh（0~約 4.8 円/kWh）であるが、1 時間間隔の地域では 7 ドル～8 ドル/MWh

（約 7.7~8.8円/kWh）である（WGA, 2012）。 

 

• ドイツの当日電力市場では、15分間隔の当日入札（板寄せ方式）を新たに導入することによって効率性が向上、ま

た、明確な価格シグナルの発信を容易化。石炭火力発電所の改修は、柔軟性向上と再生可能エネルギー電源の

導入率拡大に役立っている。 

2014 年 12 月、EPEX は、前日（D-1）午後 3 時に開場する 15 分間隔の当日入札（板寄せ方式）を新たに導入した。

前日市場と当日市場の取引が 1 時間間隔であることによる制約は、これにより大幅に解消された。オークションは、翌

 

 

15 分間隔 

ディスパッチの高速化 

によるコスト削減 

最大        8 
ドル 

/MWh 75 分→15 分 

市場閉場時間の短縮化に

より需給調整力の必要量を

削減 

GWh/年 

需給調整力の必要量 
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日の 15 分単位 96 コマについて、シングルプライス方式で行う。これにより、ドイツの当日電力市場の効率性が高ま

り、明確な価格シグナルの発信が容易になった。15 分間隔の当日入札が導入されてから、価格の変動幅も小さくなっ

ている（EPEX SPOT, n.d.）。石炭火力発電所は 15 分間隔で出力調整を行って、当日市場に参加している。ヴァイス

ヴァイラー（Weisweiler）発電所は、設備更新により 2基の発電ユニットにおける最低負荷を 170 MWから 110 MW ま

で引き下げ、出力変化速度を 10 MW/分に速めることができた。ベックバッハ（Bexbach）発電所は、設備改良により最

低負荷を 170 MW から 90 MW に引き下げた。このような設備改良と系統運用の柔軟化は、運用保守コストを増大さ

せる。しかし、系統内の再生可能エネルギー電源の導入率拡大に伴う燃料節減に比べると、コスト増加は小さなもの

である（Agora Energiewende, 2017）。 

 

• 市場閉場を受渡の 75 分前から 15 分前まで短縮することで、電力需給調整の必要量を年間数百 GWh 削減可

能。 

例えばRWEのグループ会社の TSOであるドイツのアンプリオン（Amprion）社は、エネルギー規制当局に提出した文

書で、受渡までの時間を 75 分間から 15 分間まで短縮できれば、電力需給調整の必要量はアンプリオン社の管轄地

域だけでも年間数百 GWh削減できることを明らかにした。 

 

 

イノベーションがアンシラリーサービス市場に及ぼす影響 

 

• 英国の TSOであるナショナルグリッド（National Grid）社は、新たなアンシラリーサービス商品を導入して 2.62億

ドル（約 290億円）のコスト削減を実現。 

風力発電や太陽光発電の導入率拡大に伴い、系統運用者は増大する出力変動への対応を余儀なくされている。英国

の National Grid社が導入した Enhanced Frequency Response と呼ばれる 1秒以内で周波数調整を行う高速応答

サービスは、周波数変動の制御強化を可能にし、2 億英ポンド（約 290 億円）のコスト削減をもたらすと見込まれてい

る（KPMG, 2016）。 

 

• 再生可能エネルギー電源、蓄電池電力貯蔵システム、産業需要家によるアンシラリーサービス提供を認めること

により、TSOの調達コストを 70%低下し、VREの設備容量を 200%拡大。 

ドイツでは、2009 年より、従来型電源のほか、再生可能エネルギー電源、蓄電池電力貯蔵システム、産業需要家も、

需給調整市場への参加を認められている。その結果、2009 年から 2015 年までの期間に需給調整市場の規模（GW

単位）が 20%縮小し、電力系統のアンシラリーサービス調達コストが 70%低下した一方、同時期の系統安定度は向上

し、VRE の設備導入容量は 200%増加した。これは、代替エネルギー源にアンシラリーサービス市場への参加を許可

することで、系統安定度を高めるとともに、コストを削減できることを示している（Wang, 2017）。 

 

ゾーン料金制およびノード料金制の影響 

 

• 米国のそれぞれの独立系統運用機関において、ノード料金制への移行に要した投資は 1 年に満たない運用期間

で回収。 

米国では、ノード料金制が導入された結果、送電混雑管理の向上、系統信頼度の強化、小売市場へのアクセスと競争

の促進、送電コストの低下、プランニングの改善、規制当局との協調強化がもたらされた（Eto et al., 2005）。図 19に

示す通り、それぞれの独立系統運用機関において、ノード料金制への移行に要した投資は 1 年に満たない運用期間

で回収された。 

 

70% 

TSOの調達コスト削減 新たなアンシラリー 

サービス商品の導入 

によるコスト削減 

2.62 
億ドル 

（約 290億円） 200% 

新規プレーヤーによる 

アンシラリーサービスが 

もたらす VREの増加率 
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図 19 ノード料金制の費用と便益 

 

ISO-NE＝ニューイングランド独立系統運用機関；NYISO＝ニューヨーク独立系統運用機関；ERCOT＝テキサス電力信頼度協議会；MISO＝中部大

陸独立系統運用機関；PJM＝ペンシルバニア州、ニュージャージー州、メリーランド州を中心とする地域系統運用機関 

出所：Neuhoff and Boyd, 2011 

 

 

デジタル化が卸市場に及ぼす影響 

 

• デジタルシステムの導入とデータ解析により、再生可能エネルギーの発電電力量の 8%増加、出力抑制の 25%削

減、運用保守コストの 10%削減を実現可能。 

ゼネラルエレクトリック（General Electric）社は、デジタルシステムとデータ解析を導入することにより、再生可能エネル

ギーの運用保守コストを 10%削減し、発電電力量を 8%増やし、出力抑制を 25%削減することができると見積もってい

る（Neuhoff and Boyd, 2011）。 

 

ソリューション実施例 

ドイツにおける石炭火力発電所および市場設計を通じた柔軟性向上 

 既存の石炭火力発電所の運用者は、技術的には、通常考えられているよりはるかに大きな柔軟性を発揮

することができる。ドイツやデンマークのような国々では、既存発電所を対象とする柔軟性向上を目的とした

改修事業が実施され、技術的要素における柔軟性が大幅に向上している。また、柔軟性の提供に報酬を与

えるために、当日電力市場などにおいて効果的な市場インセンティブが導入されている。このような対策の

おかげで、より容易に、かつ経済効率の高い方法で再生可能エネルギー電源を導入することができ、それ

により無駄な出力抑制を削減することができる。 

 

最新式の石炭火力発電所は、定格負荷の 25%～40%の最低負荷で運転することができる。最新式の褐炭

火力発電所は、定格負荷の 35%～50%の最低負荷で運転することができる。それに対し、先進国で 10 年

年間便益 

（百万ドル） 

費用 
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用
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～20 年前に建設された発電所の最低負荷率は 40%（石炭）から 60%（褐炭）であるが、設備改良によって

最低負荷率をさらに低減させることができる。例えばドイツでは、12%の最低負荷率が達成されている

（Agora Energiewende, 2017）。図 20は、ドイツにおいて既に石炭火力発電所が大幅な運用柔軟性を、褐

炭火力発電所もある程度の運用柔軟性を実現しており、また、再生可能エネルギーの出力や需要の変動

に応じて出力調整をしている状況を示している。 

 

図 20 ドイツにおける原子力、石炭火力、褐炭火力発電所の出力（2016年 3月 23日～30日） 

 

出所：Agora Energiewende, 2017 

 

柔軟性を高める設備改修における採算性の有無とその程度は、発電所の特徴と市場環境との関係（発電

所の運転年数、再生可能エネルギーの市場シェア、全般的な市場設計、柔軟性に対する報酬オプションな

ど）によりケースバイケースで異なる。とはいえ、柔軟性に報酬を与えるよう適切な市場設計がなされている

ドイツでは、柔軟性を高める設備改修は採算性が見込めることが示されている。短期電力市場の導入と需

給調整力に関する仕組みを修正することは、柔軟性に報酬を与えるための重要な手段である。15 分間隔

の当日市場の導入によって、石炭火力発電所の設備改良が促進された。 

 

ドイツでは、たとえ発電所の寿命を縮めることになっても、敢えて柔軟性を高める取り組みを推進する発電

所運用者がいる。これは、一部には、今後何十年かのうちに石炭火力発電から脱却していくというエネルギ

ー政策に関係している。これはまた、他国と比べてドイツの発電所の柔軟性が比較的高価であることを説明

するものでもある。 

 

風力発電や太陽光発電の導入率が高い電力系統では、VRE によってまかなわれない負荷、すなわち残余

負荷曲線に従来型発電所が対応しなければならない。したがって、従来型発電所の柔軟性を大幅に高める

必要があり、それに適した市場設計を採用することが望ましい。ドイツにおける柔軟性の必要性と、従来型

発電所が直面している課題を、図 21に示す。 

 

  

需要 石炭 褐炭 原子力 
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図 21 ドイツにおける柔軟性の必要性。冬季のドイツにおける 2週間にわたる負荷曲線の例 

 

出所：Agora Energiewende, 2017 

 

デンマークにおける市場設計と柔軟性の供給源 

 デンマークでは、電力市場の発達が VRE 導入の基礎となっている。火力発電所の柔軟性向上を奨励し、

VRE と火力発電が電力市場も巻き込んだ形で連動することで、広域市場において VRE の需給バランス向

上を実現している。 

 

デンマークは、2000 年より北欧の電力市場に参加している。デンマークの電源構成は、風力発電と火力発

電からなり、火力発電所のほぼすべてがコージェネレーション（コジェネ）システムである。VRE 導入率拡大

に伴い、コジェネ発電所の役割は、電力系統の主要なベースロード電源から系統柔軟性の主要な供給源へ

と変化した。 

 

通常、火力発電所が一定の電力量を供給し続けるために設定されている出力変化速度は、最大出力の

1%/分である。デンマーク火力発電所は、電源側における柔軟性への要求を満たすため、平均出力変化速

度が 4%/分になるよう設計されたり改良されたりしている。柔軟性が必要であることは、電力価格の日変動

によって示されている。出力変化速度の能力が向上することで、発電所は電力市場への参加をより迅速に

増減することができ、電力価格の変動に合わせた対応が可能になる。同様に、最適化されていない火力発

電所の標準的な最低負荷は 30%～40%であるが、デンマークの火力発電所の中には 15%という低い最低

負荷を達成しているところもある（Energinet, 2018）。 

 

市場設計に関連する多くの問題によって、柔軟性は影響を受ける。北欧の市場設計に見られる最も重要な

特徴のいくつかを、図 22 に挙げる。火力発電所の最低負荷が非常に低いことの利点は、前日市場に最低

負荷（例えば 20%）で参加して、当日市場や需給調整市場に残りの容量で参加することができるという点で

ある。柔軟性に対する大きな需要が存在する場合、価格は当日市場と需給調整市場で高くなると考えられ

る。したがって、柔軟性のレベルが高い発電所は、低価格で販売する電力量を最小限に抑え、高価格で販

売する電力量を最大限に増やすことで、利益を増大させることができる（Energinet, 2018）。 

 

a）需要 再生可能エネルギーが 40％の場合の残余需要 

［時間］ ［時間］ 
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カリフォルニアの電力市場における柔軟性奨励策 

 カリフォルニアの独立系統運用機関である CAISO は、太陽光発電の導入率拡大に伴い、系統柔軟性を奨

励するために電力市場におけるいくつかの改革を提案した。改革案のひとつは、前日市場における時間分

解能を 1時間から 15分に短縮することである 0F

2（CAISO, 2018a）。スケジューリング間隔を短縮することに

より、電源側は、CAISO が予測する負荷曲線に合わせてよりきめ細かく対応することが可能になる。

CAISO も、特に出力変化の大きい朝と夕方の時間帯に、リアルタイム市場からの調達量を削減することが

できる。 

 

2016年 11月、CAISOは、Flexible Ramping Productと呼ばれる調整力商品をアンシラリーサービス市場

に導入した。これらは、Flexible Ramp Upおよび Flexible Ramp Down という不確実性に備えるための報

奨金（Uncertainty Awards）商品であり、15分間隔および 5分間隔の出力増加および出力減少能力をアン

シラリーサービスで調達する。商品は、5分間で MW単位の出力調整を行うという条件で調達され、出力調

整の要求を満たす能力がある電源であれば参加することができる。出力増加サービス提供の価格は上限

額を 247 ドル/MWh（約 270 円/kWh）とし、出力減少サービス提供の価格は上限額を 152 ドル/MWh（約

170円/kWh）とする（CAISO, 2018b）。 

 

CAISO の導入成功を受けて、ニューヨーク独立系統運用機関（NYISO）も、2018 年マスタープランの一環

として同様の調整力商品を提案した（Avallone, 2018）。 

 

 

 

図 22 北欧市場の主な特徴 

 前日 当日 需給調整 

市場の種類 入札／限界価格 連続取引（ザラ場） 

約定の優先順位付け／限界

価格とペイ・アズ・ビッド方式

の併用 

最低入札量 1 MW 1 MW 5 MW 

市場閉場時間 12～35時間 60分 45分 

入札の連結 可 不可 不可 

有効期間 60分 60分 60分 

インバランス決済 1時間（二重インバランス料金制） 

出所：Energinet, 2018. 

 

 

 

 

 
2 その他の改革案には、統合先渡市場（IFM）と残余ユニットコミットメント（RUC）の組み合わせ、リアルタイム市場に経済的入札を提出する義務

のあるインバランス予備力の調達などがある。 
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概要表：柔軟性の高い電源による変動性吸収に関する便益と費用 

柔軟性の高い電源による変動性吸収 低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 秒単位～時間単位 

 

費用および複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

火力発電所の改修 

規制枠組みに求められる変化  

プレーヤーの役割に求められる変化  

その他の課題 

• 電源の柔軟性を効果的に高めるためには、出力変化速度、燃焼量変更

比、起動時間といった柔軟性に関連するパラメーターを考慮した改良モ

デルが必要であり、変動性を捉えるためにシミュレーションの時間分解

能を細かくする必要がある。 

 

3.2 系統柔軟性ソリューション 

十分な容量で強固に系統連系されている電力系統は、それ自身が強力な柔軟性供給源となる。系統柔軟性を

さらに高める可能性がある新たな革新的ソリューションには、次のようなものがある。 

 地域内の再生可能エネルギーの組み合わせで生じる相乗効果を活用する地域電力市場の創出。地域市

場は、地理的範囲を広げることによって出力の変動管理を容易にし、再生可能エネルギーの不足が同時に

発生する可能性を削減する。（ソリューション III） 

 系統内で再生可能エネルギーの大量余剰が発生する可能性のある場所に、高圧送電網すなわちスーパー

グリッドを構築して、他の地域に電力を輸送し、再生可能エネルギーの出力抑制を回避。スーパーグリッド

を構築するコストは高く、供給元と連系先の系統双方にとっての経済的便益に基づいて検討しなければなら

ない。（ソリューション IV） 

 以下のような革新的ソリューションにより、再生可能エネルギーの導入率拡大を可能にするとともに、系統

増強を回避。 

 蓄電池貯蔵を用いる。 

 P2X ソリューション（P2H2 または P2H など）を用いて、電力を別のエネルギー形態に変換し、貯蔵や輸

送を可能にする。これらは、バーチャル送電線とも呼ばれる。 

 気象条件が満たされる場合には系統における VRE を増やすために、動的線路定格（DLR）を用いる。

（ソリューション V）
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ソリューション III 

柔軟性供給源としての地域間連系線・地域市場の活用 

 

図 23 地域間連系線および地域市場による柔軟性向上を生み出すためのイノベーションの相乗効果 

 

電力系統間の連系を生かして地域市場を創出することは、系統柔軟性を高める非常に効果的な方法である。

送電容量の増大と連系により、需給調整エリア内の電力輸送が容易になる。つまり、より多くのエリア内資源を

需給バランスに活用することができる。その結果、各地の系統運用者が互いに電力やその他の系統サービス

を売買するようになり、地域市場が創出される（Aggarwal and Orvis, 2016）。 

 

 市場設計の観点からは、地域電力市場を創出するために、すべての参加市場の法制を調和させ、価格シ

グナルに応じて自由に電力をやりとりできるようにする必要がある。真に統合された地域市場とは、地域全

体の卸電力市場、アンシラリーサービス市場、容量市場における規則の調和を意味する。一般的に、エネ

ルギー源のポートフォリオにばらつきがあっても広い地域内でバランスが取れている場合、出力の変動は

局地的なものに留まる傾向があり、系統全体の変動は大幅に抑えられる。また、再生可能エネルギー電源

が空間的に補完し合うことも、地域市場の利点である。（主要イノベーション：地域市場） 

 

異なる系統間の協調を推進するために、以下のような施策がある。 

 

 予備力の共有により、複数の需給調整エリア管轄機関が一連の運転予備力を維持、配分、供給する。 

 スケジューリングの協調により、需給調整エリア管轄機関がより短い時間間隔で電力のやりとりを行う（5

分から 1 時間間隔の短期ディスパッチ）。これにより、ユニットコミットメントに利用可能な電源の範囲が

広がり、ディスパッチの効率性が向上する。スケジューリングの協調には、コミュニケーションおよびプラ

ンニングの強化と、参加者の発電電力量に対して報酬を与える市場メカニズムの設計が必要である。 

 運用の統合、すなわち、2 つ以上の需給調整エリアを統合して、ひとつの系統運用者とする。これにより、

ユニットコミットメント（24 時間）、短期ディスパッチ（5 分～1 時間）、予備力提供といった系統運用のタイ

ムスケールをすべて統合することができる（Zaman, 2018）。（主要イノベーション：電力市場における時

間分解能の向上） 

 

実現技術 

IoT 

 AI とビッグデータ 

 ブロックチェーン 

 

市場設計 

地域市場 

電力市場における 

時間分解能の向上 
柔軟性供給源としての 

地域間連系線・ 

地域市場の活用 
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3 
 実現技術は、地域市場運用者がすべての参加国からの注文を透明性の高い方法で処理するために必

要となる。VRE がより多く導入される状況において、電力市場の時間分解能と空間分解能を細かくする

ことにより、さらなる VRE を系統に接続させることが可能となる。分解能が細かくなるほど、電力市場の

モデル化は複雑化する。特定の地域において電力市場を連系する場合、いっそう複雑性が高くなる可能

性もある。なぜなら、市場運営者および系統運用者は、連系線を通して電力のやりとりをするより前に、

参加国のエネルギー安全保障を確保する必要があるからである。また、電力市場が統合すれば、入札

者数と約定件数も大幅に増加する。 

 

堅牢な ITシステムは、市場運営者が効率的かつ円滑に注文を処理するために不可欠である。IoTや AI、

ビッグデータのようなデジタルイノベーションは、そのような複雑性を管理するために重要な役割を果た

す。ブロックチェーン技術は、システムのさまざまな部分がより低コストで通信できるようにする相互運用

可能な技術であり、多くのプレーヤーが関与する大規模な地域市場で取引と支払いを円滑化できる可能

性がある。（主要イノベーション：IoT、AI とビッグデータ、ブロックチェーン） 

 

 

VRE導入に及ぼす影響 

 

• 米国カリフォルニア州では、地域市場の導入によって再生可能エネルギー電源の出力抑制を 4 年間で 715,405 

GWh削減。これはカリフォルニア州における VRE発電電力量全体の 0.5%に相当する。 

西部エネルギーインバランス市場（Western EIM: Energy Imbalance Market）の導入により、2014年から 2018年半

ばまでの間に、再生可能エネルギーの出力抑制が 715,405 GWh 削減され、306,112 トン相当の二酸化炭素排出量

が削減された（CAISO, 2018）。 

 

• 地域間連系により、デンマークでは系統内の風力発電導入率が 49%に。 

近隣諸国（ドイツ、スウェーデン、ノルウェー）との大規模な連系により、デンマークの風力発電導入率は約 49%に達

し、大きな出力抑制も行われていない。2008 年から 2015 年までの間で風力発電の出力抑制が行われたのは、わず

か 2回であり（2008年と 2010年に 200 MW～300 MW の電源において 6～8時間）、連系線の 1本が使用できなく

なったためである（DEA, 2015）。風力発電による余剰電力は、周辺国が使用または揚水貯蔵する（IEEFA, 2018）。 

 

• アイルランドでは、英国との連系により出力抑制を 50%削減。 

アイルランドでは、英国への電力輸出（2 本の海底ケーブルによる連系線による）により、2013 年に出力抑制が 50%

削減されたと推定される。アイルランドは、国際連系線が総発電設備容量のわずか 7%と限られており、全 EU加盟国

が 2020年までに目指す 10%の目標値を下回っている（IEEFA, 2018）。 

 

• 欧州では、地域市場が再生可能エネルギー電源間の相乗効果を実現。 

既存の連系線を有効活用しつつ、新たな連系線を導入することにより、さまざまな利点が生まれる。例えば、ノルウェ

ーの水力による予備力や、イタリア、スペイン、ギリシャなどの国の予測可能な太陽光発電を利用することが可能とな

り、欧州全体の系統柔軟性が向上する（Neuhoff and Boyd, 2011）。 

 

700,000 

出力抑制の削減量

（2014年～2018年） 

49% 

系統連系がもたらした、 

デンマークの風力発電 

導入率 

700,000 

出力抑制の削減量

（2014年～2018年） 

GWh以上 
50% 

系統連系がもたらした、 

出力抑制の削減 
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地域間連系と地域市場が運用コストに及ぼす影響 

 

• ドイツでは、TSO間の協調強化により、年間 2.60億ユーロ（約 340億円）のコストを削減。 

ドイツの規制当局は、TSO 間の協調を強化し、さまざまな種類の需給調整力を発電会社から共同調達するよう指示し

ており、これにより年間約 2.60 億ユーロ（約 340 億円）のコスト削減が見込まれている（Knight, 2010）。ドイツでは、

系統混雑に起因する再給電指令のため、年間 1.382 億ユーロ（約 180 億円）のコストを要している。送電容量の協調

的利用によるコストは年間 5,640 万ユーロ（約 73 億円）で、再給電指令によるコストの大幅削減をもたらしている

（DIW, 2013）。 

 

• 西部アフリカ・パワープール内の地域取引において、50 億〜80 億ドル（約 5,500〜8,800 億円）の年間コストを削

減。 

世界銀行は、西部アフリカ・パワープール内の地域取引による経済便益額を年間約 50 億〜80 億ドル（約 5,500〜

8,800 億円）と推定した。これは、運用コストの削減、発電の持続可能性向上、そして、天然ガス、太陽光、水力などの

よりクリーンなエネルギー源が石油火力発電に代わるベースロード電源となることによるものと考えられている（World 

Bank, 2018）。 

 

• 再生可能エネルギー大量導入のシナリオでは、欧州市場の統合により、2030 年までに年間 400 億ユーロ（約 5.2

兆円）の経済的便益を想定（Neuhoff and Boyd, 2011）。 

 

• 米国における地域間の需給調整サービス取引により年間 7,200 万〜2.08 億ドル（約 79 億〜230 億円）のコスト

削減。 

米国では、地域間で系統需給調整サービスを取引する特別な市場が発達しており、現在までのところ相互に独立して

運営されている。新たな送電設備を建設せずとも、地域間の取引を認めるだけで、需要家において年間 7,200 万〜

2.08億ドル（約 79億〜230億円）のコスト削減が見込まれている（Aggarwal and Orvis, 2016）。 

 

  

2.60
60

億ユーロ 

（約 340億円） 

TSO間の協調がドイツにもたらした 

コスト削減額 

最大で        80 
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（約 8,800億円） 

西部アフリカの地域取引がもたらした 

年間コスト削減額 

  

400
60

億ユーロ 

（約 5兆 2000億円） 
 

EU市場の統合による年間便益額 
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ソリューション実施例 

南部アフリカ・パワープール（Southern African Power Pool）（SAPP） 

 南部アフリカ・パワープール（SAPP）は、電力事業の計画および運用における地域の協力と協調を促進す

るために、1995 年 8 月に設立された（Beta, 2016）。現在 SAPP には、南部アフリカ開発共同体（SADC）

に加盟する 12 カ国が参加している 1F

3。プールの総発電設備容量は 62 GW で、計画発電容量（2015～19

年）は 23.6 GW、ピーク需要は 55 GW である。基本的に SAPPは、地域内で最も低コストの電源を利用し

て需要を満たしている。 

 

SAPP について IRENA が実施した評価では、2030 年までに再生可能エネルギーの導入率が 10%から

46%に高まる可能性があると結論付けられた。これは、2010年から 2030 年までに新規増設される設備容

量の約 80%が再生可能エネルギー技術に関連するものだということを意味する。連系を強化するために必

要な財政的投資は、その結果もたらされる国際電力取引の便益と比較するとわずかなものである（必要な

投資総額のわずか 0.2%）。地域最大のクリーンエネルギー発電プロジェクトのひとつが、コンゴ民主共和国

の Grand Ingaプロジェクトである。この 40,000 MW級の水力発電プロジェクトは、国際送電容量が拡大さ

れた場合にのみ、経済的に存続可能である。 

 

西部エネルギーインバランス市場 2F

4（EIM）、米国 

 2014年 11月、CAISOとパシフィコープ（PacifiCorp）社は、西部エネルギーインバランス市場（EIM）を発足

させた（PacifiCorp, 2018）。現在、西部 EIMには実質的に 8社 3F

5が参加しており、2020年までに新たに 4

社 4F

6が参加する予定である。西部 EIMは、連系された系統の中で最も低コストの電力によって、5分間隔で

電力の需給調整を行うことを目的としている。これは、柔軟性の高いバックアップ資源と連系された系統全

体の需要を活用するものである。電力コストを削減する 5F

7だけでなく、西部 EIM によって、再生可能エネル

ギーの系統連系も促進されている（EIM, 2018）。市場発足以来（2018 年第 2 四半期までに）、715,405 

GWhの出力抑制を削減し、306,112 トン相当の二酸化炭素排出量を削減した（CAISO, 2018c）。 

 

欧州における XBIDプロジェクト 

 11 カ国の TSO が、EPEX SPOT、GME、Nord Pool、OMIE といった電力取引所とともに、単一当日市場

への取り組み（商標名である XBID プロジェクトとして知られている）の共同イニシアチブを発足させた。これ

は 2015 年 7 月 24 日に発行された欧州委員会の規則（Regulation）2015/1222 の枠組みの一環であり、

この規則は「容量割当および混雑管理に関するガイドライン（CACM ガイドライン）」を制定したものである。

XBID プロジェクトは、TSO で共有可能な、また統合された国際当日市場を創出することを目的としている。

プロジェクトは、2018年 6月に 14 カ国 6F

8が参加して発足した。ローカル市場で応じられなかった入札・注文

 
3 アンゴラ、ボツワナ、コンゴ民主共和国、エスワティニ、レソト、マラウィ、モザンビーク、ナミビア、南アフリカ、タンザニア連合共和国、ザンビア、

ジンバブエ 

4 米国の「インバランス市場」は、他国では「需給調整市場」と呼ばれる。 

5 Idaho Power Company、Powerex、Portland General Electric、Puget Sound、Arizona Public Service、NV Energy、PacifiCorp、CAISO 

6 北部カリフォルニア需給調整機関（Balancing Authority of Northern California）／SMUD、ロサンゼルス電力水道局、Salt River Project、
Seattle City Light 

7 西部エネルギーインバランス市場は、導入から 2018年第 2四半期までの間に 4.01億ドル（約 440億円）の電力コスト削減に寄与している

（CAISO, 2018c）。 

8 オーストリア、ベルギー、デンマーク、エストニア、フィンランド、フランス、ドイツ、ラトビア、リトアニア、ノルウェー、オランダ、ポルトガル、スペイ

ン、スウェーデン 
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をより広域の統合市場においてマッチさせることが可能になったため、当日市場、特に新規参加市場の流

動性が高まると見込まれる。 

 

また、このプロジェクトは、容量割当と需給調整のプロセスが間接的に同時に行われるため、市場の効率性

を高めることも予想される。そして、市場の流動性と効率性が高まると、再生可能エネルギーの市場統合と

系統連系がいっそう促進されると期待される。また、統合市場では多くの資源が利用可能になるため、予備

力の必要性は低下し、ひいては電力コストの低下をもたらすと期待される（Nord Pool, 2018）。EUおよび欧

州南東部の残りの国々も、今後 XBIDに参加すると期待されている。 

 

概要表：柔軟性供給源としての地域間連系線・地域市場の活用に関する便益と費用 

柔軟性供給源としての地域間連系線・ 

地域市場の活用 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 

便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 
秒単位～日単位（十分大規模な市場があれば、地域市場は、より長期的

な時間枠で柔軟性を提供することができる） 

 

費用および複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

地域間連系が実施されていない場合 

規制枠組みに求められる変化 
 

市場の部分統合の場合 市場の完全統合の場合 

プレーヤーの役割に求められる変化 

 

部分統合市場における

各市場の TSOおよび 

市場参加者間の協調 

完全統合市場における 

各市場の TSOおよび 

市場参加者間の協調 

その他の課題 
• 政治および規制面の課題 

• 地域のマインドセットと信頼構築、堅固な制度設計、ガバナンス方法 
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3 
ソリューション IV 

スーパーグリッドによる需要地と遠隔地にある再生可能エネルギー電源の需給調整 

 

図 24 スーパーグリッドによる需要地と再生可能エネルギー電源の需給調整を生み出すためのイノベーション

の相乗効果 

 

 スーパーグリッドは、大量の電力を長距離間で取引することを可能にする大規模送電網である。スーパーグ

リッドとは、高圧直流（HVDC）送電線（500 kV以上）または超高圧直流（UHV DC）送電線（800 kV以上）で

ある。スーパーグリッドの開発では、直流技術が選好される。なぜなら、交流では無効電力の補償が必要で

あり、線路損失が直流技術と比べて 30%～40%大きいため、交流技術を用いた長距離送電は困難だから

である（Siemens, 2018）。スーパーグリッド網は、通常、従来型の交流系統とは独立して建設されており、

既存の交流系統との連系は少数または多数の連系点において行う。 

 

日射量や風速が大きい地理条件などの資源が豊富な地域が、必ずしも都市や産業拠点などの大規模需要

地に近接しているわけではない。スーパーグリッドは、資源が豊富な場所から大規模需要地まで、大量の

電力を長距離輸送するために検討されているソリューションのひとつである。例えば、潜在的な風力エネル

ギーは、陸上サイトより洋上サイトのほうがはるかに高い（Cuffari, 2018）。また、アフリカの砂漠など日射量

が高い土地は、太陽光発電の導入に最適であるが、現地のエネルギー需要が高いとは限らない。 

 

交流系統が主流となっている理由は、現在のところ直流送電線が地点間送電にしか使えず、今日あるよう

な連系された電力系統に容易に組み込めないからである。とはいえこの数年、設備メーカーは直流遮断器

に関する研究開発に力を入れており、メッシュ型の直流系統を実現可能にする製品が利用可能になってい

る。EUのプロジェクトであるPROMOTioNは、メッシュ型の高圧直流（HVDC）オフショアグリッドを開発する

ため、課題の解決を目指している（PROMOTioN, 2018）。 

 

距離が長くなり、送電容量が大きくなるほど、HVDC の経済的便益は大きくなる。再生可能エネルギー電源

と遠距離にある需要地域を結び付け、風力発電や太陽光発電の局所的変動を相殺し、日射や風があまり

ない地域に電力を提供するには、直流系統の方が効率的である可能性がある。 

実現技術 

スーパーグリッド 

IoT 

 AI とビッグデータ 

 
市場設計 

地域市場 
スーパーグリッドによる 

需要地と遠隔地にある 

再生可能エネルギー電源の 

需給調整 
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サハラに設置された太陽光発電が曇天のドイツに電力を供給し、欧州全土の風力発電が夜間の照明を維

持することも考えられる。そうなれば、再生可能エネルギー電力のきわめて大規模な導入も可能になる。

（主要イノベーション：スーパーグリッド） 

 

IoT、人工知能、ビッグデータは、このような電力系統の運用を支援することが可能である。（主要イノベーシ

ョン：IoT、AI とビッグデータ） 

 

 市場設計面では、スーパーグリッドは通常、異なる系統間の電力取引を可能にするものであるため、系統

間での取引規定の調和と、ある種の地域市場の創出が必要である。（主要イノベーション：地域市場） 

 

 

再生可能エネルギー導入に及ぼす影響 

 

• ドイツでは、576 MWの洋上クリーンエネルギーを HVDC送電線によって系統へ導入。 

ドイツのエネルギー転換（Energiewende）の一環として、洋上風力発電とドイツ系統を連系する HVDC 系統 HelWin1

が敷設された。全長 130 km、電圧 250 kVの HVDC送電線は、テネット（TenneT）社により所有および運用され、ノル

トゼー西（Nordsee Ost）およびメールヴィンド南/西（Meerwind Süd/Ost）風力発電所から電力を輸送する。これによ

り、最大 576 MW のクリーンエネルギーを 700,000 人以上の消費者に届けることができる。（Offshorewind.biz, 

2015）。 

 

• 英国とデンマークの連系により、再生可能エネルギーの利用が拡大し、系統信頼度が向上。 

ヴァイキングリンク（Viking Link）は、英国とデンマークの間に計画されている 1,400 MW の洋上および陸上 HVDC送

電線である。海底および地中ケーブルを含む全長 770 キロメートルの送電線は、再生可能エネルギーの有効利用を

可能とし、両国にとってエネルギー供給のセキュリティを高めるものと期待される。デンマークは、2020 年までに消費

電力量全体の半分を風力発電でまかなうことを目指している（Viking Link, 2018）。 

 

グリーンエネルギーが支える未来への効率的な移行を実現するためには、国境を越えた風力発電の需給調整を可能

にすることと、系統間の連系をより緊密にすることが不可欠である。ヴァイキングリンク・プロジェクトは、2022 年までに

稼働する予定である（Viking Link, 2018）。 

 

576 MW 

HVDC送電線により、 

洋上風力発電を系統連系 

770MW 

英国・デンマーク間の風力発電出力と 

需要の調整を行う高圧直流送電線の距離 

770 KW  

英国＝デンマーク間の風力発電出力と 

需要の調整を行う HVDC送電線の距離 
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ソリューション実施例 

北海風力発電ハブ（North Sea Wind Power Hub）コンソーシアム 

 北海風力発電ハブ構想は、欧州の電力系統が持続可能な電力を目指す一環として、北海中央の洋上に建

設される予定の複合エネルギー島である。一連の設備は、2040 年に 70～150 GW 規模の北海洋上風力

発電所として稼働すると見込まれている（NSWPH, 2018）。パワーリンク島（Power Link Island）は、多くの

風車や洋上風力発電所との連系を実現することができ、風力発電による電力を直流送電線で北海周辺国

（オランダ、ベルギー、英国、ノルウェー、ドイツ、デンマーク）に分配し送電する拠点となる。ウィンドコネクタ

ー（Wind Connectors）と呼ばれる送電線は、風力発電所からハブ（人工島）に電力を送るだけでなく、同時

にこれらの国々のエネルギー市場間の連系線としても機能し、国境を越えた電力取引を可能にする

（TenneT, 2017a）。 

このイニシアチブを担うのは、オランダ・テネット（TenneT）社、ドイツ・テネット（TenneT）社、デンマークのエ

ネルギネット（Energinet）社からなる TSO のコンソーシアムである。2017 年 9 月、水素化社会への関心を

持つオランダのガスパイプライン事業者ガスニー（Gasunie）社がイニシアチブに加わった。風力発電による

電力は、陸上への大量輸送、貯蔵、バッファの用途で、持続可能な手段である水素への変換も可能である

（TenneT, 2017a）。 

インドのライガル・プガルール間 800 kV 超高圧直流（UHVDC）送電プロジェクト 

 インドの送電系統運用者である PGCIL（Powergrid Corporation of India Limited）社は、インド中央部のライガル

からインド南部のプガルールまで、800 kVの超高圧（HHV）直流（DC）送電網を建設するため、ABB社と提携し

ている。完成すれば、この送電線は世界最長クラスの 1,830 kmに及ぶ。約8,000万人に電力を提供するこのプ

ロジェクトは、風力発電で余剰が出る時期は南インドの風力発電所から北インドの需要の中心地に電力を輸送し、

風力発電の出力が低い時は火力発電による電力を北から南へ送ることになる（ABB, 2017）。

 

概要表：スーパーグリッドによる需要地と遠隔地にある再生可能エネルギー電源の需給調整に関する便益と費用 

スーパーグリッドによる需要地と遠隔地に

ある再生可能エネルギー電源の需給調整 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 
秒単位～週単位（本ソリューション単一で実現するものでなく、 

系統全体に大きく寄与できるものとして） 

 
費用および複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

スーパーグリッドの費用 

規制枠組みに求められる変化 
 

連系する地域間で合意した規制枠組み 

プレーヤーの役割に求められる変化  

その他の課題 
• 所有権、権利、収益分配などに関して国際的、政治的な協力体制の必

要性 
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ソリューション V 

大容量電力貯蔵および新たな系統運用手法による系統増強投資の抑制 

 

図 25 送電系統の増強投資に関するイノベーションの相乗効果 

 

 

 VRE の導入拡大に伴い、配電レベルと送電レベルの双方に系統混雑をもたらす可能性がある。市場設計

の観点からは、系統混雑を反映して、より正確な運用シグナルおよび投資シグナルを発信するために、ゾ

ーン料金制またはノード料金制が有用であると考えられる。（主要イノベーション：電力市場における空間分

解能の向上） 

 

 地域間連系と系統強化は、VRE電源の大量導入の鍵となる実現要因である。しかし、そのためには多額の

投資が必要となり、また、大半の時間において系統容量全体が十分に利用されない可能性もある。そのた

め、設備投資を繰り延べしつつ VRE 導入率を高める革新的なソリューションが、系統運用面から生まれて

いる。 

 

 ひとつのソリューションは、1）大容量蓄電池、2）P2H2 または P2H ソリューションなどの実現技術を利用す

るものである。これらの技術を適切な方法で運用することで、バーチャル送電線として機能させることができ

る。 

 

もうひとつのソリューションは、3）DLR に関連するものである。これは、実際の大気条件によって送電線の

冷却が十分に進む場合（過熱する危険なくケーブルや電線を利用することができる場合など）、より大きな

電流を「動的に」流すことを認め、したがってより多くの VRE からの電力を系統に流すことを認めるというも

のである。導体の熱的状態に影響を及ぼす気象変数は、風速および風向、外気温、日射量である。 

 

1： 大容量蓄電池貯蔵システム 

大容量電力貯蔵システムは、非ピーク時に余剰電力を貯蔵するため、送配電系統のさまざまな地点に配置す

ることができる。ピーク時には貯蔵システムを放電させ、混雑した線路で送電する必要なく、局地的な負荷ニー

ズを満たすことができる。これにより系統混雑が低減され、バーチャル送電線が形成される。この場合、蓄電池

実現技術 

大規模蓄電池 

再生可能エネルギーによる P2H 

再生可能エネルギーによる P2H2 

IoT 

AI とビッグデータ 

大規模電力貯蔵および 

新たな系統運用手法による 

系統増強投資の抑制 

市場設計 

電力市場における 

空間分解能の向上 

系統運用 

バーチャル送電線 

DLR 



将来の再生可能エネルギー社会を実現するイノベーションの全体像  

104 

3 
は商用の資産ではなく、系統運用者が所有し、系統管理のためにのみ使用される。例えば、イタリアの TSOで

あるテルナ（Terna）社は、系統混雑管理のため、イタリア南部にある 150 kVの送電網に 35 MW の蓄電池貯

蔵システムを配置するパイロットプロジェクトを計画している（Terna, n.d.）。フランスの TSO である RTE 社も、

Ringoと呼ばれる同様のプロジェクトを実施している。（主要イノベーション：バーチャル送電線、大容量蓄電池） 

 

2：P2H2または P2H 

最も風力資源が豊かな場所は、洋上や地方に位置することも多い。そのような場合、風力エネルギーを水素に

変換し、それを液化してエネルギーが不足している地域や需要の中心地に輸送することができる。それにより、

送電設備を新設するために多額の投資をする必要なしに、風力発電の開発を促すことができる。ただし、電気

分解装置のコストと電力損失はまだ非常に高い。同様に、系統混雑を解消し、系統インフラへの投資を回避す

るために、再生可能エネルギーからの電力を熱に変換することができる。（主要イノベーション：バーチャル送電

線、再生可能エネルギーによる P2H2、再生可能エネルギーによる P2H） 

 

3：動的線路定格（DLR） 

電力線は、所与の温度で決まった量の電流しか流すことができず、それ以上の電流を流すと電力線が過熱す

る。送電線または配電線が過熱することなく安全に流すことができる電流の大きさは、静的定格として表現され

ることが多く、系統運用者はそれを用いて電力線の容量を計算する。しかし、このような静的定格は、気象条件

（風速および風向、外気温、日射量）による電力線冷却効果、特に風力発電所の立地となりうる風の強い地域

における効果を考慮に入れていない。送電線が風力発電所と同じ場所にある地域では、気象観測装置を用い

て電力線の温度と、結果的に増やすことのできる電流容量を推定することができる。（主要イノベーション：DLR） 
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再生可能エネルギー導入に及ぼす影響 

 

• 英国では、エーオン・セントラルネットワーク（E.ON Central Networks）社が DLRシステムを適用しており、系統内

の風力発電の導入量が 30%拡大したと見積もっている（Fernandez et al., 2016）。 

• 欧州の TSO、発電会社、電力技術や風力発電設備のメーカーなど、多様なステークホルダーが関与した

TWENTIES プロジェクトでは、DLR の予測によって送電容量が平均 10～15%増加すると結論付けられた（Alen 

Pavlinić, 2017）。 

 

運用コストに及ぼす影響 

 

• ダラム大学の研究チーム、スコティッシュパワー・エナジーネットワーク（ScottishPower Energy Networks）社、アイ

マス（Imass）社、PB Power 社、アレバ T&D（AREVA T&D）社は、DLR を採用することにより、62%の維持コスト

で、送電容量を 67%増強することができると結論付けている（Roberts et al., 2008）。 

 

 

ソリューション実施例 

RINGOプロジェクト – フランスにおけるバーチャル送電線 

 フランスの電気事業者 RTE 社により設計された Ringo プロジェクトと呼ばれるバーチャル送電線は、2020

年にサービスを開始し、3 年間にわたって試行を行う。プロジェクトは、新たな送電線を建設する代わりに、

電力貯蔵システムを使用して系統混雑の緩和を図る。この概念を支えるのは、人工知能によってディスパッ

チのプロセスを支援し、系統の電流管理を最適化するソリューションである。 

 

系統運用者が発電をすると市場を妨げることになるため、複数の蓄電池によって同時に蓄電・放電するシ

ステムを系統の 3 カ所に配置することが計画されている。蓄電池貯蔵システムは、系統混雑が起きている

箇所に設置され、大量の VRE電力を吸収する。各地点の蓄電池の出力および容量は、12 MW, 24 MWh

となる。 

 

プロジェクトの構想では、2020年から 2023年までは、RTE社がこれらの蓄電池をバーチャル送電線として

運用する。2023 年以降は第三者にも蓄電池を開放することになっており、周波数調整、需給調整、混雑解

消、エネルギー裁定取引など、多くの用途に利用される可能性がある。 

30% 

DLR による風力発電

の導入量の増加 

10-15% 

DLRによる送電容量の

増加 

67% 

送電容量の増強 
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サーフンターフ・イニシアチブ – 英国オークニー諸島における P2H2プロジェクト 

 サーフンターフ（Surf‘n’Turf）イニシアチブは、オークニー諸島のエデイ（Eday）島で潮力および風力で発電

した電力を用いている。エデイ島の住民 150 人は、900 kW の風車を共同所有しているが、系統インフラの

欠如など、さまざまな理由から出力抑制を余儀なくされていた。しかし、サーフンターフ・イニシアチブでエデ

ィ島に設置された 500 kW の電気分解装置により、いまや過剰な風力・潮力エネルギーは水素に変換され

ている。カークウォール（Kirkwall, オークニーの州都）では、エデイ島で生成され、船で輸送された水素を活

用するためのシステムが次々に開発されている（Surf‘n’Turf Initiative, 2018）。水素は、産業および家庭

における緊急時、あるいは再生エネルギーによる発電出力が低い時期に利用することができる。図 26 に、

イニシアチブの仕組みを示す。 

 

 後にシェイピンゼイ（Shapinsay）島にも 1 MW の電気分解装置が設置され、やはりカークウォールに水素

を輸送している。これを基にした、BIG HIT プロジェクトが始動している。このプロジェクトは、水素が柔軟性

の高い局地的エネルギー貯蔵手段として利用でき、またスコットランドのオークニー諸島の例は他地域でも

再現可能なモデルであると示すことを期待されている。水素は、補助電源、カークウォール港に停泊するフ

ェリーの暖房、燃料電池車の水素補給、カークウォール地域のビル暖房など、さまざまな用途に利用されて

いる（BIG HIT, 2018）。 

 

図 26 サーフンターフ・イニシアチブの仕組みの図解 

 

出所：Surf 'n' Turf Initiative, 2018 

 

Terna社による DLRの試行運用 

 イタリアの送電系統運用者 Terna 社は、運用する送電線のうちスペツィア・ヴィニョーレ間（380 kV）、バル

ジ・カレンツァーノ間（380 kV）、ミステルビアンコ・メリッリ間（220 kV）、ベネヴェント 2・フォイアーノ間（150 

kV）の 4 経路において、DLR システムの試行運用を行っている。プロジェクトでは、送電線自体に 2 組の

DLR 装置を配置し、末端変電所にも DLR 装置を配置した。また、DLR 値を推定するために、エプソン気象

風力エネルギー 

潮力エネルギー 

余剰再生可能 

エネルギー 

電気分解装置 

H2を 

ガス輸送網へ 

H2燃料電池 

産業用水素 

電力網 

建築用水素 

燃料用水素 

電気自動車 

O2‐大気放出 

（副産物） 

余剰 H2 

H2貯蔵 



ソリューション 

 

107 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
Ⅴ

 
 
大
容
量
電
力
貯
蔵
お
よ
び
新
た
な
系
統
運
用
手
法
に
よ
る
系
統
増
強
投
資
の
抑
制

 

研究所（Epson Meteo Centre）の気象予測データを利用する。これにより、気象条件が良好な時は送電容

量を増やし、近隣の風力発電所の系統連系を増やすことが可能になった（Carlini et al., 2013）。 

 

米国における DLR 

 テキサス州の送配電事業者であるオンコール・エレクトリックデリバリー（Oncor Electric Delivery Company）

社は、米国エネルギー省のスマートグリッド実証プログラムの下で資金提供されたプロジェクトにおいて

DLR システムを実証した。DLR システムは、日々の運用と卸市場の取引に用いられている送電線 8 経路

のリアルタイムの容量を監視した。オンコール社が観測したところ、約 84%～91%の時間において、132 kV

の送電線ではリアルタイムの送電線容量が周辺環境により調整された後の静的定格を 8％～12%上回り、

345 kV の送電線では 6%～14%上回っていた。オンコール社は現在、テキサス州西部において新たに

DLR システムを導入し、混雑緩和を図ることを計画している（US DOE, 2014）。エーオン・セントラルネット

ワーク（E.ON Central Networks）社は、現地の気象観測値に基づいてスケッグネス・ボストン間の送電線

の定格容量を制御システム内（ENMAC）で算定し、発電許可出力を自動調整する予定である。これは、風

の冷却効果を考慮に入れる。DLR がもたらすこのような改善により、冬季・夏季を通じて定格容量が固定さ

れた場合の運用と比べて電源の系統接続を約 30%増やすことができると考えられる（Yip et al., 2009）。 

 

 

  



将来の再生可能エネルギー社会を実現するイノベーションの全体像  

108 

3 
概要表：送電・配電網増強への投資の抑制に関する便益と費用 

大容量電力貯蔵による系統増強投資の抑制 

大容量電力貯蔵による系統増強投資の抑制 低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

 
費用および複雑性  

技術およびインフラの費用 

 

P2H ソリュー 
ションの場合 

大容量 
蓄電池 
の場合 

P2H2 ソリュー 
ションの場合 

規制枠組みに求められる変化 

 

商用資産ではなく、系統資産として用いられる 

技術に関する明確な規則の確立 

プレーヤーの役割に求められる変化 
 

TSOおよび DSOの新たな役割 

 

既存送電線の革新的運用による系統増強投資の抑制 

既存送電線の革新的運用による系統増強投

資の抑制 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

 
費用および複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

制御システムにかかる潜在的コスト 

規制枠組みに求められる変化  

プレーヤーの役割に求められる変化  

注：この費用便益比較は、電力系統の範囲内に限られており、電力部門のみに目を向けている。この比較表では考慮されていない

が、より広範な便益はコストを大幅に上回る可能性がある。 
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3.3 需要側の柔軟性ソリューション 

電力系統の柔軟性を高める効果的な新手法は、需要家負荷と分散型エネルギー源を効率的に管理して需要

側の柔軟性を有効活用することである。 

 

 分散型エネルギー源の発電状況を DSO や TSO がより明確に把握することで、分散型エネルギー源は電

力系統の需給調整とアンシラリーサービス提供（瞬動予備力、安定度とセキュリティ確保のための高速周

波数応答、電圧維持のための無効電力）に貢献する。このソリューションを実現するためには、分散型エネ

ルギー源を導入するだけでなく、これらの電源が上記のようなサービスを提供できるように規制枠組みを変

更する必要がある。分散型エネルギー源の導入がすでに始まっていることを考慮すると、電力系統に対す

る便益を最大化するために、これらの技術を利用することはきわめて重要である。技術を有効利用すること

で、比較的限られたコスト（アグリゲーター向けの ICTなど）で系統柔軟性に大きな影響を及ぼすことが可能

となる。（ソリューション VI） 

 

 計量、通信および制御インフラの進歩により、適切なインセンティブを通じてさまざまなタイプの需要家をタ

ーゲットとするデマンドサイドマネジメント・プログラムの策定が可能。スマート家電を使用する（住宅をスマ

ートホームにする）ことによってデマンドサイドマネジメントの自動化が可能になり、価格シグナルに対する応

答性を高めることができる。このような大量のデータを人工知能で管理すれば、デマンドレスポンスの有効

性をより向上させ、電力系統の予測可能性や信頼度を向上することができる。（ソリューション VII） 

 

 ミニグリッドソリューション（僻地におけるエネルギーアクセスの提供だけでなく、電力系統にも接続される）

は、自立運用だけでなく系統柔軟性の提供も実現。ミニグリッド内のピア・トゥー・ピア（P2P）技術も登場して

おり、需要家やプロシューマーが小売事業者を介さずに電力を取引できる市場が生まれている。ブロックチ

ェーン技術は、このようなピア・トゥー・ピア（P2P）取引におけるゲームチェンジャーとなり、仲介業者に取っ

て代わる可能性を秘めている。（ソリューション VIII） 

 

 分散型エネルギー源による電力供給を利用して、送配電系統の混雑回避、および系統増強の必要性を最

小化。これは、分散型電源の系統への導入を促す方法の一つである。分散型電源をローカルな系統でスマ

ートに利用することは、系統の柔軟性を高め、VRE導入率の拡大に寄与する。（ソリューション IX） 
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ソリューション VI 

分散型エネルギー源のアグリゲーションによる電力系統へのサービス提供 

 

図 27 分散型エネルギー源に基づく系統サービスを実現するためのイノベーションの相乗効果 

 

 分散型エネルギー源は、低圧および中圧の電力網に接続するさまざまな方式の電源や技術からなり、屋根

置き太陽光発電などの分散型発電所のほか、ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池、電気自動車、家庭

用ヒートポンプ、デマンドレスポンスなどの実現技術がある。（主要イノベーション：ビハインド・ザ・メーター

（需要側）蓄電池、電気自動車のスマートチャージ、再生可能エネルギーによる P2H）。ほとんどの電力系

統において、これらの分散型電源は「つなぐだけ」（Plug-and-forget）方式（訳注：設置後何もしなくても良い

ほど冗長で高性能という意味）で運用されている。しかし、分散型電源の導入がさらに進めば、この方式が

電力系統に悪影響を及ぼす可能性がある。 

 

 市場設計面では、系統柔軟性を高める効果的な新手法として、電力系統全体の状況に適切に応答するこ

とによる分散型エネルギー源の管理が挙げられる。これを実現するための主要イノベーションは、分散型電

源が卸電力市場、アンシラリーサービス市場、容量市場（存在する場合）に参加できるようにし、市場の価

格シグナルが分散型電源に影響を及ぼすようにすることである。これは、アグリゲーターによって、あるいは

これらの市場における容量制限を緩和することによって実現可能である。供給側電源が入札するのと同様

に、分散型エネルギー源も前日市場および当日市場に参加できるようにすることが望ましい。 

 

米国では、いくつかの卸売市場運用者がこの方式で成功を収めている。例えば米国最大の市場運用者で

ある PJM は、アンシラリーサービス市場においてデマンドレスポンス資源による周波数調整サービスへの

入札を許容したことで成功を収めた。ERCOT では、瞬動予備力の半分をデマンドレスポンス資源から得て

いる。また、2017 年 12 月、NYISO は、分散型エネルギー源が卸電力市場にもアンシラリーサービス市場

にも参加することを認める市場設計のコンセプト案を発表した。この案では、分散型エネルギー源は市場に

ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池 

電気自動車のスマートチャージ 

再生可能エネルギーによる P2H（住宅） 

IoT 

 AI とビッグデータ 

ブロックチェーン 

 

実現技術 

ビジネスモデル 

アグリゲーター 

市場設計 

分散型エネルギー源の市場導入 

系統運用 

分散型エネルギー源 

による電力系統への 

サービス提供 

革新的なアンシラリーサービス 

TSO と DSOの協力 
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参加する他の電源と同様に扱われることとなる。分散型エネルギー源は、容量予備力市場や周波数調整

市場などに、直接、または小規模分散型エネルギー源（100 kW以下）のアグリゲーターを介して参加できる

ようになる（NYISO, 2017）。（主要イノベーション：分散型エネルギー源の市場導入、革新的なアンシラリー

サービス） 

 

 分散型エネルギー源の卸電力市場への参加を認め、電力系統全体の利益と再生可能エネルギー電源の

導入を促すインセンティブを設定することで、需要家は能動的な市場参加者となる。このような相互作用を

可能にするには、系統運用におけるイノベーションが必要である。配電会社は、配電市場に拠出された分

散型エネルギー源を技術面から検証し、配電上の制約に触れていないかを確認することにより、市場ファシ

リテーターとしての役割を果たしうる。 

 

これは、現在の卸電力市場で系統運用者が果たしている役割と似ている。分散型の電力系統によって柔軟

性供給方法の幅が広がり、それらを十分に活用するために、電力系統における TSO と DSO の密接な協

力と協調が必要となる。電力潮流が大きく変動し、配電網に接続する需給調整予備力がより一層増えてい

ることから、DSOは電力系統全体の需給調整に責任を持つ TSO と協力する必要がある。（主要イノベーシ

ョン：送電系統運用者（TSO）と配電系統運用者（DSO）の協力） 

 

 個別の電源それぞれが電圧や周波数に対して提供できる支援は、小規模でしかない。しかし、これらの電

源をアグリゲートするビジネスモデルは、ICT 機器を用いて多くの分散型電源を協調させることにより、単一

で、大規模かつ予測可能な電源として機能させることができる（仮想発電所、すなわち VPP の概念）。VPP

とは基本的に、ソフトウェアとスマートグリッドに依存するシステムで、分散型エネルギー源を遠隔操作で自

動的にディスパッチし、最適化する。分散型電源、太陽光発電、エネルギー貯蔵システム、デマンドレスポン

ス資源、その他の分散型エネルギー源を協調させることにより、VPP は、化石燃料ベースの予備力に代わ

って、出力変化速度の速いアンシラリーサービスを提供することができる。米国の PJMにおいては、分散型

エネルギー源の容量のうち 80%は VPP経由である。（主要イノベーション：アグリゲーター） 

 

 デジタル化に係る実現技術は、逆潮流など、分散型システムの及ぼすあらかじめ想定されていない影響を

管理するために必要な配電自動化を可能にする。しかし、それだけでは十分とは言えない。VPP によって

分散型エネルギー源を直接制御することで、系統運用者はより効果的に間欠性と電力潮流のバランスを取

ることができる。デジタルシステムは、末端装置の監視や電力系統間のデータ統合を行うことで、この調整

プロセスを支援する。配電自動化とデジタルシステムはすでに電力系統に導入されつつあり、分散型エネ

ルギー源管理システム（DERMS）と VPPがそれに続いている。 

 

例えば、北欧諸国はいずれも、電力メーターのデータと市場のデータとを集約するデータハブの導入に向け

て進んでいる。デンマーク、フィンランド、ノルウェー、スウェーデンの政府や規制機関は、小売電力市場に

データハブを導入する責任を TSO に負わせている。デンマークにおいてデータハブは完全導入され、サプ

ライヤーと DSOの間のすべての通信が処理されている。ノルウェーのデータハブは 2019年 2月に稼働し

た。それぞれの国営 TSO によれば、フィンランドのデータハブは 2021 年春に、スウェーデンのデータハブ

は 2021年初頭に稼働予定である（NordREG, 2018）。 
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データハブは、配電網のすべてのスマートメーターに接続し、電力網で起こっている状況に関する情報の収

集を可能にする。これにより電力請求のための集計コストが削減され、さらに重要な点は、この情報を活用

することで系統運用のいっそうの効率化が可能となることである。アグリゲーターは、この情報を利用して、

需要家と電力系統の両者に役立つサービスを創出し、需要家の柔軟性のある行動を引き出すと期待される。

これにより需要側は、市場とアグリゲーターを介して管理できるような形でデジタル化される。 

 

電力系統における機械学習を活用した技術は、まだ実験的な段階にある。ブロックチェーン技術は、このプ

ロセスの効率化に貢献すると考えられる。（主要イノベーション：IoT、AI とビッグデータ、ブロックチェーン） 

 

 

需要に及ぼす影響 

 

• 南オーストラリア州では、アグリゲーターが一日の電力需要の 20%を満たし、電気料金の 30%低下を実現。 

南オーストラリア州政府と Teslaは、50,000件の家庭用太陽光発電システムをアグリゲーターに接続するネットワーク

の構築に取り組んでいる。この VPP は、南オーストラリア州の平均的な一日の電力需要（250 MW）の約 20%を満た

すと見込まれる。また、この新たな発電所のおかげで、ネットワーク参加世帯の電気料金が約 30%低下すると見込ま

れるほか、南オーストラリア州の全住民にも電気料金の引き下げと電気の安定供給という便益がもたらされる

（Government of Australia, 2018）。 

 

• オランダの PowerMatcher Suiteプロジェクトで行われた実証実験では、熱供給システム（マイクロコジェネおよび

ヒートポンプ）の管理により、ピーク需要が 30%～35%削減（TNO, 2016）。 

 

アンシラリーサービスの調達に及ぼす影響 

 

• オーストラリア東部では、蓄電池とデマンドレスポンス資源の市場参加を認めることで、アンシラリーサービス調達

量が 57%削減。 

オーストラリア東部の電力市場（National Electricity Market: NEM）では、再生可能エネルギーへの転換を促進するう

えで、デマンドレスポンスがますます重要な役割を果たしている。2018年上半期には、約 180 MW 相当の新たなデマ

ンドレスポンス資源がアンシラリーサービス市場に参入した。2017 年 7 月、分散型エネルギー源の独立系アグリゲー

ターが NEM の周波数調整アンシラリーサービス（FCAS）市場に入札することが NEM によって初めて許可された。

Hornsdale Power Reserve として知られる大容量蓄電池と分散型エネルギー源の市場参入が主な促進要因となっ

て、FCASのコストは、2017年第 4四半期から 2018年第 1四半期にかけて 57%も低下した（Grover, 2018）。 

 

 

 

20% 

一日の電力需要のうち、

アグリゲーターから供給

される割合 

57% 

蓄電池とデマンドレスポン

スによるアンシラリーサー

ビスのコスト節減 

30% 

アグリゲーターに接続する

ことによる電気料金の低下 

50% 

デマンドレスポンスに 

よる瞬動予備力 

VPPの接続容量が 

50 MW増える場合の 

価格低下 

3 

ドル 

（約 330円） 

/MWh 35% 

家庭用熱供給システムの 

管理によって削減される 

ピーク需要 
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• 米国の ERCOT市場では瞬動予備力の 50%をデマンドレスポンスから調達。また、PJM市場では電源アデカシー

必要量の 10%をデマンドレスポンスによって調達。 

PJM は、デマンドレスポンス資源によるアンシラリーサービス市場への入札、周波数調整サービスの提供を実現して

いる。また、PJMは、電源アデカシー必要量のうち約 10%をデマンドレスポンスによって調達している。ERCOTは、瞬

動予備力の半分をデマンドレスポンスから得ている。 

 

需要家のエネルギーコストに及ぼす影響 

 

• VPPの電力系統への接続容量が 50 MW増えるごとに、卸電力価格が 3 ドル/MWh（約 0.33円/kWh）低下。 

南オーストラリア州では、VPP の電力系統への接続容量が 50 MW 増えるごとに、卸電力市場の価格が全需要家に

対し 3 ドル/MWh（約 3.30 円/kWh）低下すると見積もられている。テスラ（Tesla）社がオーストラリアで計画している

VPP が稼働すれば、卸電力価格が約 8 米ドル/MWh（約 0.88 円/kWh）低下すると見込まれる。これは、南オーストラ

リア州の需要家全体に対する年間約 9,000万ドル（約 99億円）の削減に相当し、電気料金全体の 30%を占めるもの

となる（Frontier Economics, 2018）。 

 

発電設備への投資を抑制 

 

• 米国エネルギー情報局（EIA）の試算によれば、新たな石炭火力発電所の建設コストは、2,934～6,599 ドル/kW

（約 32〜73 万円/kW）、ガス火力発電所の建設コストは 676～2,095 ドル/kW（約 7.4〜23 万円/kW）。VPP は、

80ドル/kW（約 8,800円/kW）前後のコストで需給バランスを維持することができるため、分散型エネルギー源の所

有者に便益をもたらす（Enbala, n.d.）。 

 

ソリューション実施例 

ベルギーで、ネクストクラフトヴェルケ（Next Kraftwerke）社による VPPが TSOに系統サービスを提供 

 ベルギーでは、日々の電力市場運用においてデマンドレスポンスを実用的な方法で取り入れている。TSO

であるエリア（Elia）社は、産業需要家の電力使用を優先しつつも、分散型エネルギー源を利用して発電とピ

ーク需要のミスマッチを埋めている。TSO と DSO が共同開発した集中型の共有 IT プラットフォームによっ

て、分散型エネルギー源の柔軟性を活用するためのあらゆるデータを共有することができる。送配電網に

接続するすべての利用者と電源は、このデータハブを介して、日々、系統運用者に柔軟性サービスを提供

することができる（Elia, 2018）。 

 

レストア（Restore）社やネクストプール（Next Pool）社といった分散型エネルギー源のアグリゲーター企業

は、必要な容量を Elia社に提供する。これは、すでに数百MW もの容量が契約されており、負荷が高くなっ

ているベルギーの系統運用状況において、追加的な柔軟性を提供するために行われる。レストア社は、柔

軟性の高い産業用の電力容量をアグリゲートし（総容量 1.7 GW）、系統負荷を常時監視している。ピーク需

要時には、レストア社に参加している企業が負荷をシフトさせることによって系統需給調整に貢献する。 

 

ネクストクラフトヴェルケ（Next Kraftwerke）社は、デジタル化技術によって、VPP のネクストプール社に参

加している 5,000件の発電・消費ユニットをアグリゲートしている。このVPPは総容量 4,100 MWを超え（ベ

ルギー国外も含む）、アグリゲートした電力をさまざまな電力スポット市場で取引している。また、この VPP

は、ピーク負荷時に個々のユニットの発電電力および消費電力を効率よくバランスさせることによって、系統

安定化に大きく貢献している。 
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エリア社のような TSO は、制御予備力を用いて電力系統の需給調整を行っている。二次予備力は、7.5 分

以内に完全起動する必要があり、エリア社にとって最も重要な需給調整商品である。アグリゲーターが現行

のユニットと同等の品質で二次予備力を提供できるかどうかを実証するため、2017 年に実証プロジェクトが

実施され、ネクストクラフトヴェルケ社や他の参加者は、VPPが予備力に求められる技術的要件を満たせる

ことを証明した（Trilations, n.d.）。 

 

エリア社は 2018年 4月に、ブロックチェーン技術を利用した複雑かつ短時間での取引向け清算システムの

ビジネス機会を模索するために、初めてのブロックチェーン・実証プロジェクトを発足させた。これは、分散型

エネルギー源が提供したサービスに対する報酬支払いを簡易化するものである。この実証プロジェクトが成

功を収めれば、ベルギーの電力網が、持続可能な分散型エネルギー源を広範に提供していくための大きな

一歩となる。この例は、デジタル化が今後数年から数十年でエネルギー部門にどれほど大きな変化をもた

らすかを示す一例にすぎない。 

 

ドイツでは、ゾンネンバテリー（Sonnen Baterie）が系統サービスを提供 

 ゾンネンコミュニティ（sonnenCommunity）社はドイツのアグリゲーターであり、蓄電池システム、太陽光発

電システム、またはその両方を持つ約 10,000件の需要家を擁する。2015年に発足したゾンネンコミュニテ

ィ社は、おおむね VPP 内のピア・トゥー・ピア（P2P）取引に利用されていた。しかし、2017 年夏、VPP は電

力系統の周波数調整へも利用することが可能となった。揚水発電貯蔵のような他の技術に比べ、この分散

型「バーチャル」電力貯蔵システムは瞬時（1秒未満）に周波数変動に応答することができるので、一次周波

数調整サービスの優れた提供元となっている。 

 

このエネルギー貯蔵システムの一部は、ドイツの電力系統によって利用されている。そのため、電力供給が

過剰な時は、電力を蓄電池に充電することで、風力発電の出力抑制を削減することが可能となる。これは、

再生可能エネルギー発電による変動性を低減させると共に、コストを要する系統増強の必要性を軽減する

ものである。このようなサービスに対して周波数調整市場で報酬が得られることから、ゾンネンコミュニティ

社は、その対価として蓄電池所有者へ「無料」の電力を提供している。蓄電池が必要とされるのはごくまれ

で、週に数分程度であるため、蓄電池の可用性、性能、寿命への実質的な影響はほとんどない。 

 

2017年 5月、ゾンネン社はドイツの系統運用者であるテネット（TenneT）社と提携して、Sonnen eServices

という実証プロジェクトを発足させた。このプロジェクトでは、ブロックチェーン・ソリューション（IBM が開発）を

通じて蓄電池を電力系統上で利用可能とした。ドイツでは、系統混雑時に北部で発電された風力エネルギ

ーを南部の産業中心地に送ることができず、その際に生じる再給電指令への対策が必要である。この実証

プロジェクトでは、家庭用太陽光発電システム向け蓄電池によるネットワークを形成して、送電容量不足時

の風力発電の出力抑制を軽減する。ドイツの系統混雑を管理するためのコストは、2016年に約 8億ユーロ

（約 1,040億円）にのぼり、その大部分は風力の出力抑制によるものであった（Grey Cells Energy, 2018）。 

 

ブロックチェーンを利用することで、テネット社のオペレーターは、利用可能な柔軟性リソースを一覧で見る

ことができ、またボタンひとつですぐにそれらのリソースを活用することができる。リソースを活用した場合は、
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ブロックチェーンによって蓄電池の貢献状況が記録され

る。ブロックチェーン技術は、プロシューマーも需要家も

含めた無数の小規模な分散型電源からなる未来の電力

系統において、取引を記録し、検証し、セキュリティを確

保するために欠かせない要素となる可能性がある。この

プラットフォームは、小規模蓄電池による取引の透明性

や検証可能性を確保するよう設計されている。これによ

り、局所的に分散している柔軟なエネルギー源は、将来

的に、電力系統運用者にサービスを提供することが容

易になる。また、データセキュリティ、アクセス制限、プラ

イバシー保護に関するテネット社の要求事項を満たすこ

とができるかどうかも検証されている（TenneT, 2017b）。 

 

 

南オーストラリア州では、Tesla社の VPPが再生可能エネルギー導入と系統安定度に貢献 

 テスラ（Tesla）社は、南オーストラリア州の電力インフラ安定化に貢献し、また、電力の半分近くが風力発電

によって供給される地域における電力系統のセキュリティや信頼度を高めるために、250 MW（それまで建

設された中で世界最大）の VPP開発計画を提案した。このイニシアチブは、公営住宅 1,100戸の試験操業

からスタートする。 

 

この技術は、4つの構成要素から構成される。 

 

 イニシアチブに参加した全世帯にスマートメーターを設置して、屋根置き太陽光パネルと蓄電池の制御、

電力潮流の測定を支援 

 公営住宅に設置する屋根置き太陽光発電システムによるネットワーク（5 kW の太陽光発電システム） 

 公営住宅に設置する蓄電池システム（5 kW／13.5 kWhの Tesla社製蓄電池 Powerwall 2） 

 再生可能エネルギーと蓄電池電力の貯蔵、使用、および輸送に関して住宅と電力系統間で制御し、また、

需要家への価値を最大化するとともに、必要な時に電力系統へのサービス提供が実現可能なコンピュ

ーターシステム 

 

ビジネスモデルもイノベーションのひとつである。太陽光パネルと蓄電池の初期費用は、参加世帯が負担す

るのではなく、売電収入と政府の助成によりまかなわれる。政府から 200 万豪ドル（約 1.5 億円）が提供さ

れるほか、州の再生可能エネルギー技術基金から 3,000万豪ドル（約 22億円）が融資される。 

 

再生可能エネルギーの導入という点では、このようなソリューションの影響は大きく、容量約 130 MW の屋

根置き太陽光発電システムと、130 MW／330 GWhのディスパッチ可能な分散型蓄電池システムが新たに

導入される見込みである。プロジェクトの対象を同程度の数の民間需要家にも拡大すれば、この規模はほ

ぼ倍増する。 
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系統柔軟性の増加という点では、5万世帯がプログラムに参加すれば、250 MWのピーク容量が電力系統

に追加され、あるいは電力系統の需要が 250 MW 削減でき、その分の容量を他の需要家へ提供すること

ができる。 

 

プログラムの導入によるコスト削減という点では、南オーストラリア州の卸電力価格は、VPP の容量が 50 

MW 追加されるごとに、すべての需要家に対して約 3 米ドル/MWh（約 3.3 円/kWh）低下することが見込ま

れる。これは、Tesla 社の計画に公営住宅の需要家が参加するだけでも、南オーストラリア州のすべての需

要家に対して、卸電力価格が約 8豪ドル/MWh（約 6.0円/kWh）低下、あるいは年間約 9,000万豪ドル（約

67億円）の費用が削減できることを示唆している。 

 

このプロジェクトの計画上限である 250 MW の発電容量を実現した場合、削減額はおよそ 2 倍になる。ま

た、政府の試算では、参加世帯の電気料金は 30%低下する可能性があることが示されている。 

 

ディスパッチ可能な分散型蓄電池システムが追加され、VPP によってアグリゲーションおよび管理されるこ

とで、電力系統のセキュリティと系統安定度が向上する。例えば、Tesla の 100 MW の蓄電池により、最初

の満 1 カ月間である 2017年 12月の取引で、需要家が周波数調整サービスに支払うコストが約 75%削減

された。VPP も同様の成果をあげると考えられる（Frontier Economics, 2018）。 

 

概要表：分散型エネルギー源のアグリゲーションによる電力系統へのサービス提供に係る便益と費用 

分散型エネルギー源による電力系統への

サービス提供 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 秒単位～時間単位 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラの費用 

 

ICTプラットフォーム。ただし、分散型エネルギー源と 

スマートメーターが導入済みであることを前提とする 

規制枠組みに求められる変化  

プレーヤーの役割に求められる変化 

 

能動的需要家、DSO と TSO、 

アグリゲーターなどの新たなプレーヤー 

その他の課題 • プロシューマーを含むさまざまなステークホルダー間の密接な協調 
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ソリューション VII 

デマンドサイドマネジメント 

 

図 28 デマンドサイドマネジメントを実現するためのイノベーションの相乗効果 

 

 実現技術のおかげで、自動化は、デマンドレスポンスやデマンドサイドマネジメントの最も重要な要件のひと

つとなっている。自動化技術がなければ、需要家は価格シグナルにリアルタイムで応答することはできない。

スマートホームにおいてデマンドサイドマネジメントを実現するための要素として、デジタル技術が普及し始

めている。IoT は、ローカル蓄電池システム、屋根置き太陽光発電システム、家電製品、スマートメーターな

どのデバイスをインターネットで接続し、情報の収集と交換を可能にする。 

 

IoT は基本的に、アセットのデジタル化、データの収集、および、それらのアセットで形成された電力系統を

コンピューターアルゴリズムによって制御すること、からなる。クラウドベースの制御システムを用いることで、

これらのデバイスの管理が可能になる。システムを制御するために用いられる計算アルゴリズムは、人工

知能に取って代わられる可能性がある。人工知能とは、根本的にはインテリジェントに行動する一連のシス

テムであり、人間と同じように自身の認知的判断によってパターンを検出し、推論を導き、意思決定を行うこ

とができる（主要イノベーション：IoT、AI とビッグデータ）。 

 

 スマートハウスのエネルギー効率を高めること以外に、市場設計面において、系統柔軟性の供給源にもな

るような価格シグナルを設定する必要もある。時間別料金制度は、需要家が特定の時間帯で負荷をシフト

させるようなインセンティブ設計をすることで、電力系統をサポートし、VRE 導入率の拡大に貢献することが

できる。これにより、再生可能エネルギー電源が利用できる時は消費電力量を増やし、発電制約がある時

は消費電力量を減らすことが可能となる。結果的に、再生可能エネルギーの出力抑制の大幅な削減、およ

び系統信頼度や予測可能性の向上が期待できる。 

 

リアルタイム価格設定を行うことで、再生可能エネルギーによる短時間の出力変動に対しても、デマンドレ

スポンスによって需給調整が可能となる。また、時間別料金制度の下では、需要家は電気料金を節約する

 

実現技術 

IoT（スマートホーム） 

ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池 

電気自動車のスマートチャージ 

AI とビッグデータ 

再生可能エネルギーによる P2H（住宅） 

ビジネスモデル 

エネルギー・アズ・ア・サービス（EaaS） 

市場設計 

時間別料金制度 

ネットビリング制度 

系統運用 

デマンドサイド 

マネジメント 

VRE電源の先進的予測手法 
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ために消費電力量を調整するという選択肢を得ることができる。自動応答システムがあれば、需要家にはさ

らに効率的で都合の良い運用が可能となる。屋根置き太陽光発電システムを備え、電力系統への電力供

給もできるスマートホームでは、ネットビリング制度があれば再生可能エネルギーによる電力供給に対して

適切な報酬が与えられる。ネットビリング制度では、合算されたkWhではなく、受電／給電それぞれの kWh

あたりの価格に基づいて電気料金が決定される。電気料金の請求は、買電料金から売電料金を差し引い

た額に基づいて行われる。 

 

電力系統との相互作用に対する責任をプロシューマーに負わせることによって、電力系統への VRE 電源

の導入が促進される。再生可能エネルギー出力を予測する先進的ツールがあれば、不確実性の低減に役

立つ（主要イノベーション：時間別料金制度、ネットビリング制度、VRE電源の先進的予測）。 

 

 需要家側のデジタル化に伴い、新たなビジネスモデルが登場している。エネルギー・アズ・ア・サービス

（EaaS）は、サービスプロバイダーが電力量（kWh）のみを供給するのではなく、多様なエネルギー関連サ

ービスを提供する革新的なビジネスモデルである。自動制御システムを用いることで、分散型エネルギー源

は、電圧制御のために無効電力サポートを提供できる。温度によって制御される需要については、例えば

系統の周波数に応じて整定値を調整するなどの方法で、その需要量を変化させることができる。 

 

エネルギーサービスプロバイダーは、リモコン操作可能なインテリジェントデバイスを用いて消費を管理し、

顧客の快適性を損なうことなくピーク需要時の負荷を低減させることができる。スマートホーム・ソリューショ

ンは、モニタリング、自動化、エネルギー制御、防犯サービス、ホームインテリジェンスを組み合わせて総合

ソリューションとすることができる。最近の調査によれば、「コネクテッドホーム 7F

9」、すなわちスマートホーム

の件数は、2015 年から 2017 年までの 3年間で 1,700 万件から 2,900万件に増加しており、年平均成長

率 31%の伸びを示している（McKinsey, 2017）。（主要イノベーション：エネルギー・アズ・ア・サービス

（EaaS）） 

  

 
9 「コネクテッドホーム」とは、通信、エンターテインメント、ヘルスケア、セキュリティ、ホームオートメーションといった、さまざまなデバイス、サービ
ス、アプリケーションの相互接続と相互運用を可能とするネットワークである。 
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需要削減に及ぼす影響 

 

• スウェーデンでは、時間別料金制度によりピーク需要の 17%が非ピーク時にシフト。 

スウェーデンでは、価格シグナルを用いてデマンドレスポンスを促進する実証プロジェクトにおいて、総電力需要に対する

ピーク時の消費電力量の割合が 23%から 19%に低下した。これは、ピーク需要の 17%が非ピーク時間帯にシフトしたこ

とになる（WEF, 2017）。 

 

• 米国では、2015年のデマンドレスポンス・プログラムにより、総販売電力量の 5%（約 2,000億 kWh）を削減。 

電気事業者にとって総販売電力量が 1%低減するということは、ピーク需要が平均 0.66%低減することを意味する

（Nadel, 2017）。 

 

• デマンドレスポンスにより、電気事業者のピーク需要を 10%削減可能。 

米国エネルギー効率経済協議会（ACEEE）の試算によれば、デマンドレスポンス・プログラムを用いることで、ピーク需

要を 10%以上削減することが可能である（Nadel, 2017）。 

 

• Googleデータセンターは、人工知能を利用することで冷房用電力需要を 40%削減。 

Googleが擁する AI技術 DeepMindは、同社のデータセンターのひとつにおいて、センサーから収集した経時的デー

タを用い、機械学習アルゴリズムを応用してデータセンターの気温と気圧を予測し、効率を最適化することによって、冷

房に使用されるエネルギーを 40%（総消費電力量の 15%に相当）削減した（Evans and Gao, 2016）。 

 

 

需要家に対する電気料金への影響 

 

• 350世帯を対象とする時間別料金制度で、電気料金を 15%削減。 

コンエジソン（Con Edison）社の Community Power実証プロジェクトは、ニューヨーク市住宅局の住宅 350戸に太陽光エ

ネルギーを割引価格で提供した。このプロジェクトで、需要家は、電気料金の 15%にあたる約 80 ドル（約 8,800 円）を節

約することができた（Con Edison, 2018）。 

 

• 人工知能を利用したデマンドサイドマネジメントにより、電気料金を最大 40%削減。 

フランスとシンガポールに拠点を置く「ソフトウェア・アズ・ア・サービス（SaaS）」企業であるビーブライト（BeeBryte）社

は、大規模な商業施設や産業施設の需要をリアルタイムで監視するクラウドベースのインテリジェンスソフトウェアを提

供している。このソフトウェアは、気象予測、稼働率、利用状況、エネルギー価格シグナルに人工知能を活用し、時間

別料金に応じて自動的に空調システムなどの負荷を蓄電池貯蔵に切り替えることで、電気料金を最大 40%削減して

いる（BeeBryte, n.d.）。 

 

17% 

ピーク需要を非ピーク 

時間帯にシフト 

10% 

ピーク需要を削減 

2,000 

デマンドレスポンス・プログ

ラムにより節電 

億 

kWh 

40% 

AIを利用した冷房用 

電力需要の削減 

40% 

AI を利用したデマンドサイ

ドマネジメントによるコスト

削減 

15% 

時間別料金制度による 

電気料金の削減 
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3 
ソリューション実施例 

米国アリゾナ州のリバース・デマンドレスポンス・プログラムでは、再生可能エネルギーの出力抑制を削減 

 米国の電気事業者であるアリゾナ・パブリックサービス（Arizona Public Service Company: APS）社では、

夏季に需要のピークを迎えるが、残りの 3シーズンは気候が穏やかで需要が減少する。気温が上昇する夏

季は空調が最大の負荷源となるため、太陽光発電との相性は良い。しかし、1 年の残り 9 カ月は気候が穏

やかなため、太陽光発電による余剰電力は、多くの場合利用されないままである。日中の特定の時間帯に

は分散型電源による太陽光発電電力量が増えるため、電気料金はネガティブプライスになる。再生可能エ

ネルギーによる余剰電力を電力系統に吸収させるためには、日単位での負荷シフトを実現する方策が必要

である。 

 

APS は近年、ネガティブプライスが発生する時期に太陽光エネルギーの出力抑制の必要性を低減するため、

新たなプログラムを提案した。再生可能エネルギー発電を抑制する代わりに負荷を平準化して再生可能エネ

ルギー源の接続を維持するため、APS は、需要家に料金を支払って余剰エネルギーの使用を促す。これは負

荷シフトと似ているが、オンピーク／オフピーク価格の裁定取引と比べて予見可能性が低い（再生可能エネル

ギーの間欠性による）ため、APS のプログラムの対象は、制御可能かつ不要な負荷に限定されることになる。

APS の計画には、スマートサーモスタット、電気自動車用の充電インフラ、エネルギー貯蔵システム、温水器タ

イマーへのインセンティブのほか、再生可能エネルギー電源による余剰電力と電力系統需要を調整することを

目的とした新たな「リバース・デマンドレスポンス」商品が含まれている。例えば、スマートチャージ機能を備え

た電気自動車は、リバース・デマンドレスポンスが発動されれば無料で電力供給を受けることができる。その際

には、スマート家電（食器洗浄機、洗濯機、乾燥機など）も無料の電力供給を受けることができる。 

 

APSのリバース・デマンドレスポンスは、再生可能エネルギーの出力抑制を回避すると同時に、需要家に価

値をもたらしている。 

 

フィンランドのダイナミックプライシング設定方式とスマートホーム 

 フィンランドでは、需要家は、ダイナミックプライシング方式の電気料金を選択することができる。小売供給者

は、自身の選択によって（規制によらずに）ダイナミックプライシング方式を提供する。価格は、ノルドプール

（Nord Pool）市場のフィンランド価格エリアにおけるスポット価格に基づいて決定される。ダイナミックプライ

シング方式を選んだ需要家は、時間単位の価格、小売供給者ごとのプレミアム、および契約先に選んだ小

売事業者への月額固定料金を支払う。 

 

2017年末までに、需要家の約9%（約34万世帯）がこの料金方式を選択しており（Finish Energy Authority, 2018）

（Eurelectric, 2017）、選択した小売供給者のウェブサイトで翌日の各時間の電気料金を確認することができるよう

になった。料金は、スポット市場の予定表に基づいて発表される。したがって、翌日（24時間）の価格は深夜 12時

から適用され、午前2時頃に最終決定する。特定の時間帯に需要家が支払う価格は、消費のタイミングによって決

まる。需要家には、フィンランドにおける他のすべての需要家と同様に、時間ごとのメータリング結果が提供され、

データは配電の翌日に地域のDSOのウェブポータルかアプリ上で確認することができる。 
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現在利用可能な技術によって、例えば、照明、熱供給、換気等を気象条件や市場価格に応じて自動的に最

適化することが可能である。一部の小売供給者は、気象条件と実際の熱供給能力に応じて、価格を最適化

した熱供給時間帯を設定している。これにより、現行の熱供給システムでも効率的に運用することができ、

熱供給費用を最大 15%削減することができる（Eurelectric, 2017）。 

 

Flex PowerPlay – オーストラリアにおける太陽光発電による電力自家消費のためのホームオートメーション 

 スマートビルディングとは、要するに適切な時に適切な場所でのエネルギー使用を突き詰めることである。

Flex PowerPlay は、オーストラリアで 2017 年に発足したスマートホーム・エネルギープラットフォームであ

り、太陽光パネル、家庭用蓄電池、監視システムという 3 つの要素からなる。Energy App は、家電製品の

オン／オフを容易にし、また、電力負荷の自動制御を行い、エネルギーと費用の管理に役立つものである。

このような最適化ソリューションは、利用者が太陽光発電システムを最大限に活用し、電気料金を削減する

ために将来不可欠のものとなる。 

 

利用者は、スマートフォン、ノートパソコン、タブレットを使って、リアルタイムで自宅の発電状況をモニターし、

それを利用することができる。スマート家電と連携するPowerPlayは、外が暗くなると照明を点け、日差しが

戻ると消灯するようにプログラムすることができる。また、エアコン、テレビ、音響システムを遠隔操作するこ

ともできる。このプラットフォームは、リアルタイムの電力を表示するだけでなく、消費電力量を自動的に最適

化することもできる。 

 

 

その他の事例：デマンドサイドマネジメントのためのエネルギー・アズ・ア・サービス（EaaS） 

ニューヨークの電気事業者コンエジソン（Con Ed）社は、デマンドレスポンス・プログラムに登録した需要家に

85 ドル（約 9,350円）の報酬を提供している。需要家は、自宅のサーモスタットを年間に最大 10回まで電気事

業者が制御することを認めなければならない（Con Edison, 2016）。 

英国のパッシブシステム（PassivSystems）社は、ホームテクノロジー（蓄熱暖房機、ヒートポンプなど）とパッ
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3 
シブプラットフォームやバックエンドシステムをインターネット上で接続されたソリューションとして統合することを

通じて、家庭用エネルギーモニタリングやエネルギー管理ソリューションを提供している。これは、家庭のエネ

ルギー使用をアグリゲートすることで、多様な電気料金や系統運用者が提供する需要側インセンティブに応じ

た対応が可能であることを示している（DECC, n.d.）。 

 

同じように、米国のエネルギーサービスプロバイダーである STEM 社は、ピーク需要時に商業需要家や産業

需要家が蓄電池に貯蔵したエネルギーを使用することにより、電気料金を削減できるよう支援している。同社

は、蓄電池システムとクラウドベースの解析システムを組み合わせ、蓄電池に貯蔵したエネルギーを使用する

最適のタイミングを特定する（Colthorpe, 2017）。STEMは、人工知能に基づく技術を利用してエネルギー使用

を一定レベルに維持し、事業者がデマンド料金をコントロールできるようにしている（pickerel, 2018）。 

 

「バッテリー・アズ・ア・サービス（BaaS）」は EaaS ビジネスモデルのもうひとつの形態で、需要家にエネルギー

貯蔵システムを提供して、低需要時に電力を貯蔵し、ピーク需要時に貯蔵電力を使用してもらうものである。例

えば、欧州のエネルギーサービスプロバイダーであるエーオン（E.ON）社は、太陽光発電システム所有者を対

象に、クラウドソリューションによって余剰電力を貯蔵する Solar Cloudを開発した。このような電力を貯蔵する

「口座」は、家庭だけでなく他の場所でのエネルギー需要のためにも利用することができる。電力クラウドの主

な利点は、需要家が実際に蓄電池の費用を負担する必要がないことである。また、需要家は、ピーク時料金を

避けることによって電気料金を削減することもできる（E.ON, 2018）。2018 年には、ドイツ市場だけで太陽光発

電システムを所有する需要家は 160万件にのぼった。エーオン社によれば、またエーオン社と Googleの共同

プロジェクトであるSunroofのデータに基づけば、ドイツではさらに 1,000万戸の屋根置き太陽光発電システム

の設置ポテンシャルがあるとされる。したがって、このようなサービスは大きな市場ポテンシャルを秘めている。 

概要表：デマンドサイドマネジメントの便益と費用 

デマンドサイドマネジメント 低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 分単位～日単位 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

スマートメーター、ICT 

規制枠組みに求められる変化 
 

需要家への価格シグナル 

プレーヤーの役割に求められる変化 
 

能動的需要家 – 促進要因として自動化技術 

その他の課題 • 需要家の参加とプライバシーの保証 
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ソリューション VIII 

再生可能エネルギーのミニグリッドによる電力系統へのサービス提供 

 

図 29 ミニグリッドによる電力系統へのサービス提供を実現するためのイノベーションの相乗効果 

 

 実現技術の一つである再生可能エネルギーのミニグリッドは、電力需要と再生可能エネルギー電源を組み

合わせた統合エネルギーインフラである。ミニグリッドは、電力需要と分散型エネルギー源を組み合わせて

制御可能なまとまりを構成して、電力系統から独立して運用されるものである。ミニグリッドによって、電力

系統が発達した地域において再生可能エネルギー電源を導入（分散型電源が、状況に応じて電力系統か

ら独立して運用可能）できるだけでなく、電力系統未発達地域など遠隔地のコミュニティにおいても分散型

電源を利用できるようになる。（主要イノベーション：再生可能エネルギーのミニグリッド） 

 

ミニグリッドには、あらゆるタイプの分散型エネルギー源を接続することができる。たとえば、屋根置き太陽

光発電などの分散型発電システム、蓄電池、温度管理、電気自動車、家庭用ヒートポンプ、デマンドレスポ

ンスなどがある。（主要イノベーション：ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池、電気自動車のスマートチャ

ージ、再生可能エネルギーによる P2H） 

 

 ミニグリッドに接続されるこれらのアセットは、需要家が個別に所有する場合も、コミュニティで共有される場

合もある。コミュニティ所有モデルは、発電システム、エネルギー貯蔵システム、エネルギー効率化システム、

地域冷暖房システムといったエネルギー関連資産の共同所有および管理を可能にする革新的なビジネス

モデルである。コミュニティ所有モデルでは費用の分担が可能なため、参加者は少ない投資額でアセットを

所有することができる。また、住民が結束し、エネルギー問題だけでなく、地域やコミュニティそれぞれの社

会経済問題に取り組む契機ともなり、コミュニティ内の連帯と協力も活性化される。（主要イノベーション：コミ

ュニティ所有モデル） 

 

多くの場合、ミニグリッドは参加者間のピア・トゥー・ピア（P2P）電力取引を可能とする。ピア・トゥー・ピア

（P2P）の概念には、需要家と分散型エネルギーサプライヤーが希望する価格で電力取引を行うことのでき

実現技術 

再生可能エネルギーのミニグリッド 

ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池 

IoT 

AI とビッグデータ 

ブロックチェーン 

ビジネスモデル 

ピア・トゥー・ピア（P2P）電力取引 

市場設計 

分散型エネルギー源の市場導入 

再生可能エネルギーの 

ミニグリッドによる電力系統

へのサービス提供 

電気自動車のスマートチャージ 

再生可能エネルギーによる P2H（住宅）      ＿       

コミュニティ所有モデル 
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3 
る、オンライン取引市場のプラットフォーム型ビジネスモデルが含まれる。プラットフォームに直接接続してい

る需要家であれば、このような電力を購入することができる。ピア・トゥー・ピア（P2P）取引を容易にするイノ

ベーションとしてブロックチェーン技術が浮上してきている。（主要イノベーション：ピア・トゥー・ピア（P2P）電

力取引、ブロックチェーン） 

 

 配電網と連系している場合、ミニグリッドは、市場設計に基づいて許容される場合には電力系統に柔軟性

サービスを提供することができる。今日の飛躍的な技術革新により、再生可能エネルギーのミニグリッドは

革新的ソリューションとなりつつある。なぜなら、これらの技術革新により、電力系統にアンシラリーサービス

を容易に提供できるようになり、エネルギー効率とコスト効率を高めることが可能になったからである。イン

テリジェントセンサーを活用して、電力系統の運用状況をモニタリングし、自動的に電力系統とミニグリッドの

切り替えを行うことができる。 

 

グリッド間の切り替えでは、直流ミニグリッドのほうが、迅速に電力系統との接続／切断を行えることから利

点が大きい。交流ミニグリッドと異なり、周波数同期の必要がなく、そのため大規模データセンターのような

重要な用途への連続電力供給を保証できる。また、ミニグリッドは、ミニグリッドと電力系統間の連系におけ

る混雑の削減に貢献できる可能性がある。低需要時は電力系統への接続、ピーク需要時には電力系統か

らの切断を選ぶことで、デマンドレスポンスを可能にすることができるためである。このようなサービスに適

切な報酬が与えられるためには、ミニグリッドに接続する分散型エネルギー源が卸電力市場に参加可能で

ある必要がある。（主要イノベーション：分散エネルギー源の市場導入） 

 

 しかし、ミニグリッド内のローカルな需要と出力を調整するためには、運用者は複雑なツールを用いる必要

がある。ミニグリッドによる自動的な需要予測、電源調整、予備力の最適化、電圧と周波数の制御、電力系

統との接続または切断（可能であれば）を実現できるのは、デジタル化に関連した実現技術のみである。こ

れらの資源のバランス調整が有効になされるほど、ミニグリッド内での発電コストは低下し、ミニグリッドが電

力系統に提供できる追加的サービスによる収益は高くなる。（主要イノベーション：IoT、AI とビッグデータ） 

 

パワーレジャー（Power Ledger）社、LO3エナジー（LO3 Energy）社などの企業と The Energy Collective

などの研究イニシアチブは、ブロックチェーン技術を用いたローカルミニグリッドでのピア・トゥー・ピア（P2P）

電力取引を実験している。スマート契約を結ぶことで、価格シグナルやリアルタイムの再生可能エネルギー

発電データに基づいて、電力系統全体で自動的に取引を行うことができる。これらの企業は現在、デジタル

化やスマート契約を利用してミニグリッドのエネルギーを自動的に監視し、再分配するインテリジェントグリッ

ドの構築に取り組んでいる。 
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ミニグリッドの影響 

 

• ドイツのミニグリッドでは、発電した余剰電力を電力系統に供給することにより、地域住民の電気料金を 30%削減。 

ドイツのフェルトハイム村は、太陽光、風力、バイオマスを利用した発電設備と蓄電池システムからなるローカル・ミニ

グリッド・システムを所有し、運用している。太陽光発電所は年間 2,700 MWh を超える電力、バイオマスプラントは年

間 4 GWh を発電し、風力発電の設備容量は 74.1 MW を有する。発電した余剰電力は、電力系統に供給される。ま

た、ミニグリッドは、蓄電池システムを用いて電力系統に周波数調整のための柔軟性サービスを提供する。このミニグ

リッドシステムにより、地域の電気料金は 30%以上低下した（Eid, 2016； Guevara-Stone, 2014）。 

 

• ブルガリアでは、プラグ・アンド・プレイ型のミニグリッドが、0.28 ドル/kWh（約 31 円/kWh）でオフグリッド電力を供給可

能に。 

ブルガリアのインターナショナルパワーシステムズ（International Power Systems）社は、太陽光パネル、風力発電シ

ステム、蓄電池システムといったさまざまな電源を効率的に切り替えることができるプラグ・アンド・プレイ型システム

Exeron を開発した。このシステムにより、ミニグリッド運用者はグリッド内全需要の遠隔監視や制御ができるようにな

り、ミニグリッドシステム全体の効率性も向上する（Exeron, 2018）。このシステムは、運用コストの大幅な削減をもたら

し、0.28 ドル/kWh（約 31円/kWh）でオフグリッド電力を供給することが可能になる。 

 

• インドでは、ミニグリッドシステムが信頼性の高いクリーンなバックアップ電力を電力系統に提供。 

IBM 社は、インドのバンガロールにあるデータセンター向けに、太陽光発電による直流ミニグリッドを導入している。こ

のシステムは、年間 330 日にわたり 50 kW の直流電力を提供することができ、交流電力と比べてエネルギー消費を

10%削減している（IBM, 2011）。このミニグリッドシステムは、信頼性が高く、クリーンなバックアップ電力を電力系統に

提供している。 

 

ソリューション実施例 

オランダの系統接続型ミニグリッド 

 オランダでは、持続可能でスマートなエネルギー制御を目的とするミニグリッド・実証プロジェクトが実施されて

いる。これらの実証プロジェクトは「SIDE システム」（スマートかつ統合された分散型エネルギーシステム）とも

呼ばれており、電力や熱分野において、VREに基づくさまざまな技術を統合している。ローカルミニグリッドは、

太陽光発電システム、太陽熱システム、電気ボイラー、熱供給用ヒートポンプからなる。SIDE ネットワークは、

インテリジェント・マネジメントシステムを用いてさまざまな構成要素を統合して、地域の需給調整を行い、コスト

を削減している。例えば、日射量が一定程度存在する時は太陽光パネルで収集したエネルギーで、電気自動

車を充電する。余剰電力は、蓄電池に貯蔵するか、電力系統を通じてコミュニティ内の他の住宅に供給される。

長期的に見れば、SIDE システムは従来型の電力系統より低コストであり、高コストのインフラ増強を必要とし

ないことが、研究データにより示されている（Wood, 2018）。 

ローカルミニグリッドは、電力系統にも接続されており、ミニグリッドで発電された余剰電力を電力系統に供給す

ることも可能である。実証プロジェクトの結果から、太陽光発電によって電力コストが大幅に低下することが示さ

れた。また、低コストの太陽熱システムにより、熱供給コストもわずかながら低下した（de Graaf, 2018）。 

30% 

地域住民の電気料金を

削減 

10% 

直流ミニグリッドにより 

エネルギー消費を削減 

0.28 

ドル/kWh 

（約 31円

/kWh） 
オフグリッドの電気料金 
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オーストラリアの系統接続型ミニグリッド 

 オーストラリア再生可能エネルギー庁（ The 

Australian Renewable Energy Agency: ARENA）は、

Wattle Point Wind Farmに隣接した総工費 2,190万ド

ル（約 24 億 900 万円）で建設される 30 MW／8 MWh

の蓄電池設備に、870 万ドル（約 9 億 5,700 万円）を投

資することになった。この蓄電池システムは、地域の風

力発電や太陽光発電を活用してミニグリッドシステムを

形成する。ミニグリッドシステムは、電力系統の停電時に高速応答し、南オーストラリア州とヴィクトリア州を

結ぶ地域間連系線の混雑を緩和するものとなる。また、このミニグリッドは、総出力 90 MWの風力発電と太

陽光発電を利用して系統から切り離して独立運転することもできる（AGL, 2017）。 

 

米国の Brooklyn Microgrid 

 ニューヨークに本拠を置くスタートアップ企業 LO3社が開発した Brooklyn Microgridは、ブロックチェーン技

術を活用する試験的なマイクログリッドである。当初は既存の送配電網を利用する「バーチャル・マイクログ

リッド」として運用する予定であり、したがって物理的なレジリエンスも兼ね備えている。地域で発電をおこな

う住民や企業は、近隣の他の参加者が接続しているネットワークに余剰電力を販売することができる。マイ

クログリッドは、電力系統を利用するか、あるいは利用可能な場合にはプライベート・コミュニティ・ネットワー

クを利用して、確実な方法で参加者を相互接続する役割を果たす。 

 

つまり、このプラットフォームは、ブロックチェーンの利点を生かしてピア・トゥー・ピア（P2P）取引を可能にす

るものである。ソフトウェアは、参加者が所有するエネルギーシステムによって供給された電力量を残らず

記録し、かつ把握する。余剰電力は、Smart Contractsアプリケーションによって TransActive Gridの市場

に供給され、地域のコミュニティメンバーによって売買される。これらの支払いは、電気料金を通じて精算さ

れる。このような契約の価格設定は市場主導型であり、需要供給曲線に基づいて決まる。売り手からの供

給が変動する中で、発電者は入札価格を設定し、両者が一致する取引価格を導く。プロシューマー（発電者

であり需要家）は、入札価格が足りずにローカル発電されたクリーンなエネルギーを落札できなかった場合

は、通常の電力供給者と取引することもできる。現時点では、ブルックリンに所在する 50 件を超える参加者

がこのプラットフォームに加わっている。 

 

ブロックチェーンを活用したスマート・マイクログリッドという概念は、主に 2つの目的をもって生み出された。まず、

住民や企業が余剰電力を収益化するための代替選択肢を提供することである。太陽光パネルを所有する住民

はそれまでも、余剰電力を電気事業者に販売することができたが、個々のパネルは個々の住民しか使えず販売

価格もあらかじめ決められた価格に限られていた。また、地域でブラックアウトが発生した場合、住民の太陽光

発電システムは、自家発電する能力があっても停止が求められることもある。2012 年にスーパーハリケーン・サ

ンディが米国各地で一連のブラックアウトを引き起こして以来、電力系統の信頼度が問われている。 
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概要表：ミニグリッドソリューションの便益と費用 

電力系統にサービスを提供する再生可能

エネルギーのミニグリッド 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 秒単位～日単位 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

ミニグリッド、スマートメーター、ICT 

規制枠組みに求められる変化  

プレーヤーの役割に求められる変化 
 

能動的需要家 － 促進要因として自動化技術 
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ソリューション IX 

分散型エネルギー源による配電系統の最適運用 

 

図 30 分散型エネルギー源による配電系統の最適運用を実現するためのイノベーションの相乗効果 

 

分散型電源の導入拡大に伴い、電力系統への予測不可能な逆潮流が発生するようになった。そのため、従来

的な手法のままでは送配電網の計画や運用に影響を及ぼす可能性がある。配電網に連系する分散型エネル

ギー源を効果的に管理するために、配電会社は従来からの配電網管理者としての役割を果たすだけではなく、

TSO と同等のレベルで能動的な系統運用者となる必要がある。配電会社は DSO として、配電網利用者から

ピークシェービングや電圧維持などの柔軟性サービスを調達できることが望ましい。分散型エネルギーユニット

に一定の通信要件や給電シグナルへの順守を義務付けることにより、配電会社は、これらの技術を能動的に

運用する、もしくは分散型エネルギーユニットに少なくとも価格シグナルを送ることで、ピーク負荷時の系統混

雑を管理することができる。 

 

 また、電気自動車などの実現技術の導入やそれらが電力網にもたらす新たな負荷に対応して、DSOは、充

電ステーションをスマートに管理することで、電気自動車を電力系統に接続された追加的な蓄電池として有

効活用することもできる。さまざまな分散型エネルギー源を最適に組み合わせ、相乗効果を生みだすことに

より、系統柔軟性は大幅に高められる。最終需要家が導入した蓄電池システムは、太陽光発電などの再生

可能エネルギー源により発電された余剰電力を貯蔵し、あるいは電気料金が安価な時は系統からの電力

で充電することもできる。その後、DSO の要請に応じて、電力使用のピーク時間帯に蓄電池を放電して電

力需要を満たすことができる。（主要イノベーション：電気自動車のスマートチャージ、ビハインド・ザ・メータ

ー（需要側）蓄電池） 

 

地域で貯蔵されたエネルギーがピーク需要を満たすことにより、需要家がTSOから受電する必要性は減少

する。それにより系統混雑が緩和され、電力系統投資は抑制される。電力系統への投資を回避するために

分散型エネルギー源を利用することは、「バーチャル送電線」とも呼ばれている。例えば、英国の配電ネット

事業者である UKパワーネットワークス（UK Power Networks）社は最近、ロンドン初の VPPを構築する計

 

実現技術 

IoT 

ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池 

電気自動車のスマートチャージ 

AI とビッグデータ 

ビジネスモデル 

アグリゲーター 

市場設計 

ネットビリング制度 

分散型エネルギー源による

配電系統の最適運用 系統運用 

DSOの将来的役割 

バーチャル送電線 
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画を発表した。VPPは、市内の住宅 40戸に設置された太陽光パネルと蓄電池システムからなる。2018年

2 月に、45 台の蓄電池を用いてピーク需要を満たす試験コンセプトを実施した。このプロジェクトは、系統容

量を増やしてピーク需要を満たすという従来型の方法に代わる新たな選択肢を提供すると期待される（Hill, 

2018）。（主要イノベーション：バーチャル送電線、アグリゲーター） 

 

分散型電源を効率的に導入するために、従来型の系統増強に代わる選択肢として、能動的系統管理手法

が採用されなければならない。配電会社が新たな役割を担い、分散型エネルギー源と配電会社が能動的

に相互作用することを目的とした規制メカニズムとして、ノンファーム型接続契約、柔軟性のある相対契約

やローカル市場がある。欧州委員会の 2016年 11月付け提案は、配電会社が系統利用者から柔軟性サー

ビスを調達することを可能とし、またそれを奨励する法制の施行を、加盟国に対して義務付けることを示して

いる（EC, 2016a）。これは、DSO と系統利用者との間における柔軟性のある相対契約によって、あるいは

経済的インセンティブ（地点／時間帯ごとの価格）によって実現することができる。英国では、ノンファーム型

接続契約として知られる分散型電源向けの柔軟な系統アクセス方式により、配電会社がセキュリティ上の

理由で最終需要家による電力供給や受電を一時的に抑制することが可能になっている。（主要イノベーショ

ン：DSOの将来的役割） 

 

ネガティブな影響を最小限に抑え、電力系統全体にとって分散型電源の価値を最大化するよう適切に設計さ

れた報酬メカニズムとして、ネットビリング制度がある。この制度では、供給された再生可能エネルギーに対

する報酬は、時間帯または地点別料金に基づいて決まる。需要家は、価格シグナルに応答することで系統需

給調整を支援する、すなわち系統混雑の緩和に貢献する。（主要イノベーション：ネットビリング制度） 

 

配電会社は、系統運用者となるために、情報通信技術や革新的システムをこれまで以上に活用して系統制

約を解決する必要がある。センサー、スマートメーター、人工知能、ロボティクスといった先進デジタル技術

の出現により、新しく効率的な系統運用の手法が実現している。これらのソリューションとして、自動電圧制

御や電力系統の自動再構築などがあり、分散型電源による電力供給の一部を近隣の電源に転送すること

で配電線の負荷を抑制する。このような技術を活用した配電網は、しばしば「スマートグリッド」と呼ばれる。

（主要イノベーション：IoT、AI とビッグデータ） 

 



将来の再生可能エネルギー社会を実現するイノベーションの全体像  

130 

3 

 

配電事業の最適化によるコスト削減の影響 

 

• 英国では、電力網におけるイノベーションにより、10億ポンド（約 1,400億円）のコスト削減を実現。 

英国では、配電ネットワーク事業者が、よりスマートな配電網の創出、分散型電源の連系に関する送配電プロセスの

改善、共有サービスの計画、顧客体験における期待値とのギャップ評価、送配電系統の要件変更の検討といったイノ

ベーションを実施することにより、2018 年から 2023 年までの間に需要家のコストを 10 億ポンド（約 1,400 億円）近く

削減できると見込まれている（Engerati, 2018）。英国の DSOであるウェスタンパワーディストリビューション（Western 

Power Distribution）社は、移行にかかる総コストを、営業許可や新規雇用などの継続的に発生する費用も含めて 1

億 5,000万ドル（約 165億円）と見積もっている（Engerati, 2018）。 

 

• 英国では、電力系統に接続された柔軟性供給源に DSO が容易にアクセスできるスマートかつ柔軟な配電網によ

り、2030年までに最大 40億ポンド（約 5,700億円）のコスト削減を実現可能。 

オープンユーティリティ（Open Utility）社は、DSOがその立地に応じた柔軟性供給源にアクセスできるようなオンライン

市場プラットフォームを開発している。DSO は、このような技術を活用して局地的なスマートグリッドの需給調整を能動

的に行うことで、分散型電源、エネルギー貯蔵システム、電気自動車の普及を促進させる重要な役割を果たす。オー

プンユーティリティ社の資源最適化アルゴリズムは、直感的に使用できるオンラインサービスとして提供され、地域的

な柔軟性供給源の参入障壁を緩和し、かつ非常に効率的かつ拡張可能な方法で管理する（BEIS, 2018）。 

 

• 英国では 2004 年より、ガス／電力網を対象とする 1,300 件を超えるイノベーションプロジェクトを実施：これらのプ

ロジェクトによって、電気自動車、分散型再生可能エネルギー電源、脱炭素化したガス供給源などの新たなエネル

ギー技術をエネルギーシステムに導入する方法について、ガス／電力網の運用者が理解を深めている

（Northern Powergrid, 2018）。 

 

 ピーク需要削減に及ぼす影響 

 

• 英国の配電網において、分散型エネルギー源の管理によってピーク需要を 60%削減。 

英国の配電会社である UKパワーネットワークス（UK Power Networks）社は、ロンドン市内で屋根置き太陽光発電シ

ステムをすでに設置している約 40 戸の住宅に、蓄電池システムを設置する。8 kWh の蓄電池モジュールを組み合わ

せて、合計容量 0.32 MWh 分が設置される予定である。蓄電池はアグリゲーションされて VPP となり、遠隔操作によ

る放電により夕方のピーク需要を 60%削減することができる（Willuhn and Brown, 2018）。ピーク時間帯（平日の 2～

3時間）は「配電系統利用料金」の 93%を占めると考えられ、需要家にピーク時間帯のエネルギー使用を減らすよう奨

励することが、ピーク需要を削減する上で重要となる。 

 

 

 

～50 13 

配電網におけるイノベーションによる 

コスト削減 

（約 1,450億円） 億 2,000 

万ドル 

13,000 

英国のガス／電力網における 

イノベーションプロジェクト 

件のプロジェクト 60% 

分散型エネルギー源の管理によるピーク

需要の削減 

（約 5,500億円） 

スマートかつ柔軟な配電網による 2030年

までのコスト削減 

億ドル 
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ソリューション実施例 

英国の Open Networksプロジェクト 

 英国の Open Networks は、送配電事業者の全国業界団体である電力ネットワーク連盟が開始したプロジ

ェクトである。このプロジェクトは、配電ネットワーク事業者が配電系統運用者の役割を担うための土台を作

るものと期待される。プロジェクトの目的は、DSO と TSOのプロセス改善、共有サービスの計画、需要家の

期待値とのギャップ評価である（Engerati, 2018）。 

 

英国の配電ネットワーク事業者であるウェスタンパワーディストリビューション（Western Power Distribution）

社は、配電系統運用者への移行に向けて 4 項目から構成される計画を発表した。この計画は、スマート電

力網ソリューションの高圧線への拡大・拡張、アグリゲーターや需要家から各種サービスの供給を受ける契

約、DSO と TSOの協力、低圧系統の保全や安全性の確保、からなる（Engerati, 2018）。 

 

英国における Picloオンライン市場 

 オープンユーティリティ（Open Utility）社は、DSOが立地に応じた柔軟性供給源にアクセスできるようにする

ため、Piclo というオンライン取引市場を開発している。DSO は、このような技術を活用して局地的なスマー

トグリッドの需給調整を能動的に行うことで、分散型電源、エネルギー貯蔵システム、電気自動車の普及を

促進させる重要な役割を果たす。スマートかつ柔軟な配電網は、英国の発電事業による排出量を削減し、

2030年までに最大 40億ポンド（約 5,700億円）のコスト削減を実現する可能性がある。ただし、DSOが電

力系統上にある柔軟性供給源に迅速かつ容易にアクセスできることが必要となる。オープンユーティリティ

社の資源最適化アルゴリズムは、直感的に使用できるオンラインサービスとして提供され、地域的な柔軟性

供給源の参入障壁を緩和し、かつ非常に効率的かつ拡張可能な方法で管理する。この試行プロジェクトで

は、需要家や売り手から良好な関与が得られ、ステークホルダーは定期的にサービスにログインして電力

取引の詳細を確認していた。Piclo は、需要家の選好と立地に基づいて発電と需要をマッチさせ、需要家に

視覚的なデータや分析結果を提供する。透明性のある利用しやすいメカニズムによって、契約者は、再生

可能エネルギー電源からの電力調達を望む需要家に、要求通りの電力を提供することができる。日単位、

週単位、月単位で視覚化したデータは、エネルギー需要や、配電コストを意味する「配電系統利用料金

（DUoS）」について理解するために非常に有用であった。ピーク時間帯（平日の 2～3 時間）が DUoS 料金

の 93%を占める可能性もあることが認識されたため、需要家はピーク時間帯の電力利用を減らすようにな

った（Open Utility, 2016）。需要家からのフィードバックによって、発電の方式よりも電源に近いか遠いかが、

電力購入先を選ぶ際の決定要因となっていることがわかった。需要家は、遠方の供給者より地元の供給者

を選好していた。コーンウォールの地域エネルギー市場の場合は、地域内の発電の 54%が、同地域の 4件

の需要家によって消費されていた。 

 

ニューヨーク州のエネルギービジョン改革 

 ニューヨーク州は、「エネルギービジョン改革（Reforming the Energy Vision）」（REV）と銘打ったロードマッ

プを策定し、ニューヨーク州公益事業委員会はそれに基づき、大規模な投資家所有電気事業者 6 社に対し

て、分散型エネルギー源を導入するためにいくつかの措置を講じることを義務付けている。これらには、電

気自動車充電システムの整備、エネルギー商品やサービスに対するオンライン取引市場の創設、VPP の

構築、分散型エネルギー源の系統連系の実現、ストレージ・オン・デマンド（storage on demand）の開発な
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どがある。このような商品やサービスのコストは、料金体系の改定によって回収される。電気事業者はすで

に、いくつかの実証プロジェクトを開始している（New York State, 2018）。 

概要表：分散型エネルギー源による配電系統の最適運用に関する便益と費用 

分散型エネルギー源による配電系統の最

適運用 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 分単位～日単位 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

スマートメーター、ICT 

規制枠組みに求められる変化 

 

DSOに対する新たなインセンティブ 

および規制枠組み 

プレーヤーの役割に求められる変化 
 

DSOの新たな役割 

その他の課題 • 系統不安定性の管理 
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3.4 電力系統全体にわたる柔軟性ソリューション 

実現技術のなかには、幅広い用途に対応し、電力系統のさまざまな部分で柔軟性を高めることができるものも

ある。 

 

大容量蓄電池ソリューションは、再生可能エネルギーの日内変動に対処することができ、次のような柔軟性を

もたらす。 

 

 供給側：蓄電池は、VRE 発電所と組み合わせることで、出力変動に対してバランスを取ることができる。蓄電

池のコストは近年目覚ましく低下しているが、それでもなお、このソリューションは高額である。また、このソリ

ューションは、発電所自体の柔軟性に直接的な影響を与えることができる可能性があるが、系統信頼度にま

で影響を及ぼすことができるか否かは、すべての変動性電源に対するソリューション導入状況に依存する。 

 

 電力系統：蓄電池システムは、再生可能エネルギー電力の出力を安定させ、連系を促進させるという便益

が見込まれることから勢いを得ている。しかし、利点はそれだけに留まらず、蓄電池システムは、負荷シフト、

周波数調整、予備力など幅広いサービスを提供することができる。蓄電池が十分なコスト競争力を持った選

択肢となるためには、さらなるコスト削減が必要である。しかし、蓄電池がアンシラリーサービスを提供でき

るよう規制を変更することによっても、蓄電池に新たな収益源をもたらし、導入を促進させることができる。

高速応答技術として、蓄電池が系統柔軟性に及ぼす影響は大きい。 

 

 系統混雑緩和：一部の TSO にとっては、蓄電池を用いて系統混雑を緩和し、電力網への投資の抑制を実

現することも、新たなソリューションのひとつである。そのようなプロジェクトのほとんどはまだ試験段階にあ

るため、蓄電池の利用が系統柔軟性に及ぼす影響は、十分明確にはなっていない。また、既存の法制下に

おいても、例えば TSOが所有する蓄電池などに制約が課される可能性がある。（ソリューション X） 

 

P2X ソリューション、すなわち P2H2 や P2H は、再生可能エネルギー発電の短期的な変動性に対処すること

ができ、また、より長期にわたるエネルギー保存手段ともなることから、季節変動への対応にも役立つ。また、

供給側に柔軟性をもたらし、系統サービスを提供し、系統混雑を回避するという電力系統の幅広いソリューショ

ンともなる。 

 

 供給側：P2X は、再生可能エネルギーによる余剰電力を熱または水素に変換することによって、発電と需

要のタイミングを切り離すことができる。どちらも、再生可能エネルギー電源を大量に連系するために必要

な柔軟性の供給に大きな影響を及ぼすが、技術の成熟度には差があり、コストにも差がある。 

 

 電力系統：柔軟な負荷の役割を担う電気分解装置は、電力需給調整市場に参加するために十分な容量と

応答性を備えている場合には、需給調整サービスを提供することができる。水素は、再生可能エネルギー

源が利用できない時に、電力に再変換して安定供給を行うことで、系統の安定化に貢献することができる

（EC, 2016b）。また、電気分解装置は、処理速度の増減を迅速に行うことができるため、低コストの需給調

整サービスを電力系統に提供する柔軟な負荷として用いることができる。 
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 系統混雑緩和：P2H2や P2Hは、系統混雑が著しく、発電された再生可能エネルギーを大規模需要地に送

電できない場合に、このようなエネルギーを貯蔵するために利用することができる。（ソリューション XI） 
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ソリューション X 

大容量蓄電池ソリューション 

 

図 31 大容量蓄電池を有効活用するためのイノベーションの相乗効果 

 

 実現技術として、大容量蓄電池は、さまざまな面から再生可能エネルギーの系統連系を促進する。第一に、

発電余剰が発生した場合はエネルギーを貯蔵して出力抑制を回避し、再生可能エネルギー電力が不足し

た場合には、蓄電池から電力を供給することで、再生可能エネルギーの変動性に対処することができる。第

二に、蓄電池は柔軟性があり、かつ高速応答型の技術であるため、突発的な出力変動にも対応でき、電力

系統の需給調整の維持に役立つ。蓄電池は、再生可能エネルギーの導入に対してきわめて重要な要素で

あり、高速の周波数調整や電圧制御などによる安定度や信頼度を提供することができる。（主要イノベーシ

ョン：大容量蓄電池） 

 

 ビジネスモデルについては、大容量蓄電池は、その容量に応じて、単独の市場参加者として、あるいはアグ

リゲーターの一部としてその役割を果たすことができる。（主要イノベーション：アグリゲーター） 

 

VRE発電所と蓄電池貯蔵システムの組み合わせ 

特定の VRE 電源と蓄電池を組み合わせることで、系統連系点での出力変動を抑え、ひいては再生可能エネ

ルギーの系統連系をより円滑に進めることができる。蓄電池システムは、VRE電源の出力を平滑化し、出力変

化速度（MW/分）を制御して、電力系統における急激な電圧変化や周波数変化を低減させることができる。ま

た、発電の平滑化によって、再生可能エネルギー電源の発電計画に対する順守性を高めて、出力変動に対す

るペナルティの支払いを避けることができる。また、発電を平滑化することで、より確実かつ安定的なエネルギ

ー供給が 24 時間いつでも可能となるため、市場でも電力量や容量の取引における再生可能エネルギー電源

のプレゼンスが高まる。電力系統において再生可能エネルギー電源の大量導入が計画されている場合は、そ

れらの再生可能エネルギー電源に蓄電池システムを併設することも検討される場合がある。 

 

実現技術 

大容量蓄電池 

IoT 

AI とビッグデータ 

ビジネスモデル 

アグリゲーター 

市場設計 

革新的なアンシラリーサービス 

大容量蓄電池 

ソリューション 

系統運用 

バーチャル送電線 

電力市場における時間分解能の向上 

電力市場における空間分解能の向上 

容量市場の再設計 



将来の再生可能エネルギー社会を実現するイノベーションの全体像  

136 

3 
また、大型蓄電池は、屋根置き太陽光発電など、アグリゲートされた地域分散型電源と組み合わせることがで

きる。これらの蓄電池システムは、電気事業者の電力網に系統連系し、電気事業者もしくは電気事業者に代わ

って業務を行うアグリゲーターによって直接制御される。貯蔵された電力は、需要が供給を上回った際に地元

で消費することができる。ドイツのウォルドルフでは、100 kW の蓄電池システムに 40 世帯が接続する実証プ

ロジェクトが実施されている（GTAI, 2018）。 

 

電力系統にサービスを提供する蓄電池システム 

蓄電池システムは、高速応答能力を備えるため、電力系統へのサービス提供に用いることができる。VRE の

導入拡大に伴って、一次（高速）周波数制御サービス、二次周波数制御サービス、電圧サポート、容量予備力

といったアンシラリーサービスが大幅に増加すると見込まれるが、これらのサービスは、市場や季節によって性

能要件が変動する。高い出力を短時間必要とする用途（高速周波数調整応答など）もあれば、より長時間にわ

たって電力を必要とする用途（安定供給容量など）もある。このようにサービスが異なれば、充放電サイクルも

異なる。したがって、蓄電方式の違いによって、性能やコストの面で競争力を発揮できる市場は異なると考えら

れる（IRENA, 2018a）。表 2 に、各種の蓄電方式について、さまざまな用途に対する適合性を示し、また、これ

らのサービスに関する説明も付け加えた。 

 

 市場設計面では、エネルギー貯蔵システムの経済性を左右する重要な要因は、単一の蓄電貯蔵システム

で複数のサービスを供給して、複数の付加価値を創出できるかどうかである。そのような方法を許容するこ

とで、複数の収益源を「積み重ね」て、プロジェクトの収益性を向上させることができる。多くの国では、これ

を実現するために市場構造と法制を変更する必要がある。あるいは、アンシラリーサービスを扱う新たな市

場を創設し、個々のサービス（一次および二次周波数制御予備力、安定供給容量など）に対してより直接的

に報酬を与えることができる、分解能の高い市場を導入する必要がある。市場に競争力の高いサービスを

提供できる機会が増えれば、蓄電池の導入を促進させる契機になると考えられる。同時に、蓄電池による

再生可能エネルギーの出力安定化やタイムシフトサービスも拡大すると見込まれる。（主要イノベーション：

革新的なアンシラリーサービス、電力市場における時間分解能向上、電力市場における空間分解能向上、

容量市場の再設計） 
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表 2 各種蓄電方式について、さまざまな系統用途に対する適合性 

用途 蓄電池のタイプ 

 リチウムイオン電池 鉛蓄電池 ナトリウム硫黄電池 フロー電池 

負荷シフト － 余剰

再生可能エネルギー

の出力抑制を削減 

適合 適合 適合 適合 

周波数回復予備力 適合 不適合 不適合 不適合 

容量予備力 適合 適合 適合 適合可能性 

送配電系統増強の 

抑制 
適合 適合 適合 適合可能性 

電圧維持 適合可能性 不適合 不適合 不適合 

運転予備力 適合可能性 適合 適合可能性 適合可能性 

注：「適合」とは、蓄電方式が実証レベルまたは商業レベルでそれぞれの用途に使用されていることを意味する。「適合可能性」とは、蓄電方式がそれぞれ

の用途に使用できる潜在力はあるが、設置例がほとんどまたはまったくないことを意味する。「不適合」とは、蓄電方式がそれぞれの用途に適さない可能

性が高いことを意味する。 

出所： HDR, 2017. 

 

多くの国において、エネルギー貯蔵システムは電力市場への参加を許可されていない。所有モデルや運用モ

デルを規定する法制を明確化することで、エネルギー貯蔵システムの提供者は、多様な収入源を確保すること

ができる。これには、卸電力市場への参加、系統運用者への周波数応答サービスの販売、容量市場への参加

などがある。例えば、英国の系統運用者が 2016 年に初めての「高速周波数応答サービス」の入札を実施し、

エネルギー貯蔵システムと合計 201 MWの契約を結んだ。 

 

米国の連邦エネルギー規制委員会（FERC）は、地域送電運用機関（RTO）や独立系統運用機関（ISO）が運

営する容量市場、電力市場、アンシラリーサービス市場において、エネルギー貯蔵システムの参加を妨げる障

壁を取り除く決定を下した。この指令により、大容量蓄電池は、基幹電力系統のレジリエンス強化に貢献するこ

とが可能になる。2018 年 2 月、FERC は、エネルギー貯蔵プロバイダーが米国の卸電力市場に参加すること

を認める規則を可決した（FERC, 2018）。近年のもうひとつの FREC指令は、エネルギー貯蔵システムの容量

市場への参加を認めるもので、系統運用者に対して、料金体系の改定、およびエネルギー貯蔵システムの物

理特性と運用特性を反映した規則の確立を義務付けている（Walton, 2018）。 

 

世界中の電力系統では、すでにエネルギー貯蔵システムを組み込んだ計画立案が行われている。例えば、カ

リフォルニア州の電力系統においてカリフォルニア公益事業委員会は、大手電気事業者 3 社に対し、2020 年

までに合計 1,325 MW のエネルギー貯蔵システムを稼働させることを義務付けた。同様に、アジア太平洋、北

米、西欧は、2026 年までにアンシラリーサービス向けのエネルギー貯蔵容量の主要な取引市場となり、その

規模は合わせて 32 GW 以上と見込まれる（Colthorpe, 2018）。 
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系統混雑の緩和を目的とした蓄電池システムの利用 

 系統運用を支援するため、送配電系統のさまざまな地点に大容量エネルギー貯蔵システムを配置して、非

ピーク時の余剰電力を貯蔵することができる。ピーク時には貯蔵システムから放電して現地の需要を満た

すことで、混雑した系統線を使って電力を送電する必要性がなくなる。このようにして、系統混雑を低減させ

るとともに、「バーチャル送電線」が創出される。 

 

この場合、蓄電池は商用の資産ではなく、系統運用者が所有し、系統管理のためにのみ使用される系統資

産である。例えば、イタリアの TSO であるテルナ（Terna）社は、系統混雑を管理するため、イタリア南部に

ある 150 kV の送配電系統において 35 MW の蓄電池システムを用いた実証プロジェクトを実施している

（Terna, n.d.）。フランスの TSOである RTE社も、Ringoプロジェクトと呼ばれる同様の取り組みを行ってい

る（イノベーション概要を参照：バーチャル送電線）。 

 

 VRE連系に及ぼす影響 

 

• アラスカでは、蓄電池により風力発電の発電電力量が 800万 kWh増加。 

アラスカでは、地元の電気事業者コディアック・エレクトリックアソシエーション（Kodiak Electric Association）社がベル

リンのエネルギー貯蔵システムを開発しているユニコス（Younicos）社と協力して、3 MW／750 kWhの先進的な鉛蓄

電池システムを 4.5 MW の風力発電プロジェクトに併設し、新たに 800 万 kWh 分の風力発電の発電電力量の増加

を実現した（IRENA, 2015）。 

 

• ハワイ島では、太陽光発電と蓄電池の併用により、化石燃料の使用量を 97%削減見込み。 

2014 年、エネルギー貯蔵システムプロバイダーのアクイオンエナジー（Aquion Energy）社は、ハワイ島バッケンハレ 

（Bakken Hale）地区にあるオフグリッドの太陽光マイクログリッドの一環として、1 MW の蓄電池システムの設置を完

了した。この電力系統では、年間 350 MWhを発電するよう設計されている。これにより、化石燃料の使用量が 97%削

減され、二酸化炭素排出量は 5,000 トン以上削減される見込みである（ESA, 2014）。 

 

 

 

 

 

97% 800 

蓄電池による風力発電の発電 

電力量の増加 

万 kWh 

ハワイにおける太陽光発電と

蓄電池の併用がもたらす化石

燃料使用量の削減 
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 系統運用に及ぼす影響 

 

• ドイツでは、VRE 導入容量が 200%増加、アンシラリーサービスの調達コストが 70%減少、需給調整市場の規模

が 20%縮小。 

ドイツの需給調整市場では、2009 年より、従来型電源だけでなく、再生可能エネルギー電源、蓄電池システム、産業

需要家の参加も認められている。2009～2015年の間に、需給調整市場の規模（GW単位）は 20%縮小し、TSOによ

るアンシラリーサービス調達コストが 70%減少した一方、同時期に系統安定度は向上し、VRE 導入容量は 200%増

加した（Wang, 2017）。 

 

• 英国では、ナショナルグリッド（National Grid）社が 1 秒未満で応答する高速周波数応答サービス（Enhanced 

Frequency Response）を導入し、需給調整市場に蓄電池の参加を許容した結果、需要家に約 2 億 6,200 万ド

ル（約 290 億円）のコスト削減がもたらされた。2016 年 7 月には、合計 200 MW を超える蓄電池システムの導入

契約が結ばれた（National Grid, 2017） 

 

• PJMは、周波数応答容量の調達量が 10%～20%減少すると予測。 

米国の系統運用者である PJM が導入したエネルギー貯蔵システムは、コスト効率の高い周波数応答サービスを提供

し、化石燃料発電の使用量を削減している。PJMは、周波数応答容量の調達量が 10%～20%減少すれば、2,500万

（約 27 億 5,000 万円）～5,000 万ドル（約 55 億円）のコスト削減が需要家にもたらされると予測している（HDR, 

2017）。 

 

• オーストラリアでは、大容量蓄電池によって周波数調整サービスの費用を 75%減少。 

テスラ（Tesla）社の 100 MW の蓄電池は、最初の満 1 カ月間である 2017 年 12 月の取引で、需要家が周波数調整

サービスに支払う費用を約 75%削減した（Frontier Economics, 2018）。 

 

送電系統に及ぼす影響 

 

• 送電混雑を 400時間削減し、燃料費を年間最大 203万ドル（約 2億 2,300万円）削減。 

4 MW／40 MWh の蓄電池システムを使用して 4 時間の電力貯蔵を行うことで送電混雑を緩和する大掛かりな実証

研究において、ニューヨーク独立系統運用機関（NYISO）が燃料費を年間最大 203 万ドル（約 2 億 2,300 万円）削減

でき、また、送電混雑をほぼ 400時間削減できることが示された（IEEE, 2017）。 

 

• 約 1,500 MW分のエネルギー貯蔵システムが導入された場合、20億ドル（約 2,200億円）のコスト削減。 

ニューヨーク州から委託された研究の報告書では、州が従来型の系統ソリューションの代わりに約 1,500 MW のエネ

ルギー貯蔵システムを導入すれば、20 億ドル（約 2,200 億円）を超えるコスト削減が実現すると見積もられている

（NYSERDA, 2018）。 

 

10～20% 200% 

VRE設備容量の増加 周波数応答容量の削減 

75% 

周波数調整サービスの

コスト削減 

400 

送電混雑を削減 

時間 20 

エネルギー貯蔵システム

導入時の電力系統のコス

ト削減 

億ドル 

（約 2,200億円） 

2 億 6,200 
万ドル 

（約 290億円） 

需給調整市場への 

蓄電池の参加による

コスト削減 
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ソリューション実施例 

オーストラリアにおいて大容量蓄電池と風力発電所を組み合わせて電力系統にサービスを提供 

 2017年、米国企業のテスラ（Tesla）社が、南オーストラリア州にある 315 MW の Hornsdale Wind Farmに

おいて、100 MW／129 MWh のリチウムイオン蓄電池システムの稼働を開始した。蓄電池システムは、

Hornsdale Wind Farmで発電される電力を安定化し、同時に南オーストラリア州の電力系統にアンシラリー

サービスを提供するために設置された。容量 70 MWの蓄電池が電力系統に接続されて系統サービスを提

供し、残りの 30 MWが風力発電所で発電された再生可能エネルギー電力の安定化に用いられる。30 MW

の蓄電池は、エネルギーを最大で 3～4時間貯蔵し続けられるよう設計されている（McConnell, 2017）。 

 

さらに、オーストラリア・エネルギー市場委員会（Australian Energy Market Commission）は、エネルギー貯

蔵システムがアンシラリーサービスを提供できるように市場ルールを変更して、オーストラリアにおけるエネ

ルギー貯蔵の導入を促進させる契機となった（Stone, 2016）。 

 

大容量蓄電池が米国の PJMにアンシラリーサービスを提供 

 FERC が ISO に対し、周波数調整サービスの提供成果に報酬を支払うよう義務付けたことを受けて、英国

企業のRenewable Energy Systems（RES）は、米国の RTOである PJMに周波数調整サービスを提供す

る 4 MW／2.6 MWhの蓄電池システムを構築した（RES, 2016）。 

 

周波数調整とは、系統周波数を規定レベル内で維持するために、電力を秒単位で供給または消費することで

ある。周波数調整に利用される主要な電源は、石炭火力発電所とコンバインドサイクル・ガス発電所で、出力

変化速度が比較的遅く、周波数調整のための高速な信号に十分追随できない。これを踏まえ、FERC は、

ISOに対して「需給調整の成果に対価を支払う」よう求める Order 755 を発令した。その結果、エネルギー貯

蔵システムは、提供した調整力に対して、従来型電源よりも多くの報酬を得られるようになった（RES, 2016）。 
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図 32 PJMによる周波数調整サービスのシグナルおよび蓄電池応答 

 

出所：RES, 2016 

 

PJM は、周波数調整市場の参加者を、主に PJM からのシグナルに対する応答の迅速さと正確さに基づい

て評価している。RES が設置した蓄電池は、周波数調整を提供する際に最大限の応答速度と正確性を発

揮するように設計されており、非常に高い成績を維持している。図 32 は、PJM から受信したシグナルと、そ

れに対して RESの貯蔵システムがいかに正確に応答するかを示している。 

蓄電池は、柔軟性が高く、応答速度が速い。多様な電源に対応して、 

電力系統の需給調整の維持に貢献できる 

ポルトガル・グラシオーザ島の太陽光・風力・蓄電池システムのハイブリッドソリューション 

 ポルトガルのグラシオーザ（Graciosa）島では、従来、輸入した化石燃料とディーゼル燃料での発電によっ

てエネルギー需要を満たしてきた。しかし、1 MW の太陽光発電所、4.5 MW の風力発電所、6 MW／3.2 

MWh の蓄電池システムからなるグラシオーザ・ハイブリッド再生可能エネルギー発電所が新設されたこと

で、輸入化石燃料への依存度が軽減されるとともに、温室効果ガス排出量も減少している。 

 

このプロジェクトで発電されたエネルギーは、地元の電気事業者である EDA 社に販売される。また、プロジ

ェクトでは、気象予測や負荷パターンといったさまざまな要因に基づいて発電を最適化するソフトウェアであ

る GEMS（Greensmith Energy Management System）も使用されている。島内の再生可能エネルギー消

費が全エネルギー消費に占める割合は 15%から 65%へと増加し、1 カ月あたりのディーゼル燃料の必要

量は約 17,000 リットル削減されると見込まれる。このハイブリッド発電所は現在、地域需要の 70%を満たし

ている（Anteroinen, 2018）。 

 

PJM RegDシグナル 蓄電池出力 
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概要表：大容量蓄電池ソリューションの便益と費用 

大容量蓄電池ソリューション 低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 秒単位～時間単位 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラの費用 
 

容量および蓄電池コスト動向による 

規制枠組みに求められる変化 

 

電力を発電、貯蔵、消費できる新たなプレーヤーに 

適切なインセンティブを提供する 

プレーヤーの役割に求められる変化  

その他の課題 • DSO と蓄電池事業者の間で基準を策定する必要がある 
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ソリューション XI 

P2X ソリューション 

 

図 33 P2Xソリューションを実現するためのイノベーションの相乗効果 

 

 実現技術として蓄電池を利用する以外に、電力は、水素または熱に変換して貯蔵することができる。この電

力変換貯蔵は、発電と需要のタイミングを切り離し、それによって VRE の大量連系を促進するとともに、余

剰発電の出力抑制を回避できる可能性があるという点でも価値がある。日内変動への対応においては蓄

電池の方が優れている。一方、電力以外の部門の電化は、これらの部門の需要を電力部門にシフトさせる

ことができる。これを上手く利用することで、電力系統に大きな柔軟性をもたらせる可能性がある。 

 

太陽光や風力発電による電力を別種類のエネルギー媒体に変換し、多様な部門で利用する、あるいは再

変換して電力に戻す手法は、系統柔軟性を大幅に高められる可能性がある。変換貯蔵は、VRE による余

剰電力の一時保管先の創出という選択肢を生み出し、他部門において化石燃料を用いたエネルギー源に

取って代わることによって炭素排出量を削減できる。 

 

P2H2 

P2H2（電力から水素への変換）は、電力を用いて水を電気分解し、水素と酸素に分離させるという手法である。

水素は用途が広く、クリーンかつ安全なエネルギー媒体であり、発電用燃料としても、産業部門における供給

原料としても使用することができる。液体または気体として貯蔵、あるいは輸送することが可能で、熱や電気を

発生させるために燃焼させることや、燃料電池用燃料として使用することも可能である。したがって、水素は再

生可能エネルギー電力の季節貯蔵に大きな役割を果たしうる。また、モビリティ用途、産業用途、ガス網への供

給など、他の用途で使用して他部門の脱炭素化を促進させることも期待できる（図 34を参照）。 

 

P2G（電力からガスへの変換）は、再生可能エネルギーを水素やメタンといった気体のエネルギー媒体に変換

するという手法である。P2G においても、電気分解によって再生可能エネルギー電力から水素を生成し、生体

触媒を用いて水素と二酸化炭素を反応させ、メタンを生成する。合成されたメタンは、化石燃料である天然ガス

の直接代替品として、海上輸送や発電などにおいて使用することができる。また、エネルギーの季節貯蔵や既

存インフラを用いてエネルギーの大量輸送を可能にする低コストの方法でもある。 

実現技術 

再生可能エネルギーによる P2H2 

再生可能エネルギーによる P2H 

AI とビッグデータ 

市場設計 

 革新的なアンシラリーサービス 

系統運用 

バーチャル送電線 

P2X 

ソリューション 
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図 34 水素による最終消費部門への VRE統合 

 

出所：IRENA, 2018d 

 

同様のコンセプトとして、Power-to-liquid fuels（電力から液体燃料への変換）がある。これは、電気分解で生成

した水素を二酸化炭素と反応させて、合成原油、ガソリン、ディーゼル、ジェット燃料などの液体燃料を製造す

る方法である。このようなエレクトロフュエル（再生可能エネルギー電力から製造された液体燃料）は、燃料を使

用している設備を変更する必要がないため、化石燃料に取って代わることができる（IRENA, 2018d）。また、水

素は、産業部門で使用されるメタノールやアンモニアなどのバルク化学品を製造する原料として使用することも

できる（Power-to-chemicals（電力から化学材料への変換）として知られる概念）。 

 

水素をエネルギー貯蔵に用いることで、これまでにない機会がもたらされる。再生可能エネルギー電力の余剰

時に水素を製造し、再生可能エネルギー源が利用できない時に電気に再変換して提供することができるため、

系統安定化に貢献する。また、電気分解装置は、短時間で処理速度を増減できるため、電力系統に低コストの

需給調整サービスを提供する柔軟な負荷として用いることができる（主要イノベーション：再生可能エネルギー

による P2H2）。 

 

 系統運用面におけるイノベーションとしては、P2H2 を利用して、系統への投資を抑制するソリューションが

挙げられる。洋上や市街地から離れた地域は、風力資源の最も豊かな地域の一つである。そのような地域

の風力エネルギーを水素に変換し、それを液化してエネルギーが不足する地域や需要の中心地に輸送す

ることができる。このような手法を利用することで、送電設備へ多額の投資を行うことなく、風力発電の開発

を促すことができる。（主要イノベーション：バーチャル送電線） 

 

電力 

副産物 

再生可能 

エネルギー電力 

電力系統 

電気分解 

装置 

バイオマス 

由来の水素 

輸入水素 再電力化 

（Power-to-Power） 

電力 建物 

産業 

輸送 

貯蔵 
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このソリューションを推進するためには、多額の投資と政策による支援が必要である。ドイツの P2X 連盟は、

グリーン水素と合成メタンの製造を促進するため、最大 11億ユーロ（約 1,430億円）の投資を行っている。 

 

P2H 

 もうひとつの実現技術である、再生可能エネルギーによる P2H（電力から熱への変換）は、再生可能エネル

ギー源による電力を利用し、ヒートポンプや大型電気ボイラーによって熱を生成する手法である。ヒートポン

プは、電力を利用して熱源（空気・水・地面）から建物に熱を伝達する。ヒートポンプは、負荷シフトやピーク

カットといったデマンドサイドマネジメント用途に用いることができる。再生可能エネルギーによるP2Hは、集

中型ソリューションとしても分散型ソリューションとしても導入できる。集中型熱供給システムの場合、ヒート

ポンプまたは大型電気ボイラーで熱を発生させ、配管網を通して複数の建物に熱を供給する。このようなシ

ステムは、地域熱供給システムとも呼ばれる。分散型システムは、ヒートポンプまたは電気ボイラーからなり、

個別のビルまたは住宅に熱を供給する。（主要イノベーション：再生可能エネルギーによる P2H） 

 

P2H は、再生可能エネルギーの余剰電力を利用して熱需要に対応し、再生可能エネルギーの出力抑制を

回避することができる。例えば、中国の内モンゴル自治区には、2014年末の時点で容量約 22.3 GW の風

力発電設備があったが、特に送電混雑が原因で大幅な出力抑制を余儀なくされていた（風力発電の出力抑

制率は、2014 年に 9%、2015 年に 15%（Zhang, 2016））。出力抑制を回避するため、中国国家能源局

（Chinese National Energy Administration）は容量 50 MW の電気ボイラーを設置している。この電気ボイ

ラーを使用すれば、それまでの非効率的な石炭ボイラーに代わり、余剰再生可能エネルギーを利用した熱

を、地域熱供給システムにおいて用いることができる。このプロジェクトは、2020 年の完了を目指しており、

地域熱供給の年間計画量の約 2.8%を満たすことを目的としている（IRENA, 2017）。 

 

スウェーデンの電気事業者であるバッテンフォール（Vattenfall）社は、2年間にわたり約 1億ユーロ（約 130

億円）を投資し、3 基の P2H ユニットを設置する予定である。熱供給能力は、合わせて 120MW となる。こ

れらのユニットは、風力発電による余剰電力を利用して水を加熱し、その温水を利用して住宅や商業ビルに

熱を伝達する。これらのユニットは 2019年までに稼働する見込みであり、その時点で総容量 330 MWhの

石炭火力発電所は閉鎖され、熱供給用途における化石燃料の使用量が削減される（Vattenfall, 2017）。 

 

蓄熱システムは、何日間も、さらには何カ月もエネルギーを貯蔵することが可能であり、需給の季節変動へ

の対応に貢献できる。これは、特に温熱／冷熱需要が季節によって大きく変わる地域において大きな便益

をもたらす。夏季に再生可能エネルギーによって生成された熱を蓄熱システムに貯蔵し、冬季の熱需要を

満たすために使用することができる。それによって、ピーク時における非再生可能エネルギー源の必要性を

削減することができる。また、蓄熱システムを利用して冬季の自然冷熱を貯蔵し、夏季に空間冷却のために

供給することができる（IRENA, forthcoming b）。季節貯蔵のための主要技術としては、帯水層蓄熱技術や、

他の方式の地下蓄熱技術がある。 
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3 

 

 

 

 P2H2の影響 

 

• カリフォルニアでは、太陽光発電や風力発電による余剰電力を水素に変換して貯蔵することにより、最大 370,000

世帯への熱供給、または最大 187,000世帯への電力供給が可能。 

ローレンス・バークレー国立研究所の研究によれば、2017 年～2025 年の間にカリフォルニア州で出力抑制される太

陽光発電および風力発電の電力量は 3,300～7,800 GWh にのぼる。余剰電力から生成された水素は、燃料電池車

またはトラックの動力として使用するか、天然ガスと混合して他のガス燃焼機器に使用することができる。出力抑制さ

れることが想定される太陽光発電および風力発電の余剰電力すべてがメタンに変換され、いわば「再生可能な天然ガ

ス」として貯蔵された場合、最大 370,000 世帯への熱供給、または最大 187,000 世帯への電力供給が可能となる

（Sempra, 2017）。 

 

• 電気分解技術による系統安定化サービス。 

2011 年、ハイドロジェニックス社（Hydrogenics Corporation）は、電気分解技術を利用して系統安定化サービスを提

供する際の効果を実証するため、オンタリオ州の独立系統運用機関と共同で試験的取り組みを実施した。米国国立再

生可能エネルギー研究所（NREL）による実験的分析でも、電気分解装置は系統の要求に応えて瞬時に負荷を変更

することができ、同時に、周波数変動時も短時間で回復できることが示されている（Gardiner, 2014）。 

 

検証実験の結果を図 35 に示す。負荷シミュレーターを用いて、電力系統において高調波が発生する状況を想定した

（図中の緑色の線）。この影響で、周波数は規定値下限の 59.8 Hz を下回っている。周波数が規定値に達すると、制

御信号が生成され、その信号が電気分解装置に送られて、消費電力を削減する。図中の赤色と青色の線は、周波数

が 0.2 Hz 低下して規定値下限に達した際の電気分解装置の（消費電力を削減することによる）反応を示している。こ

の反応に要する時間は 1秒未満であり、電気分解装置はこのような周波数変動に対応するサービスを提供することが

できる。電力会社による入札では、1 秒未満の高速周波数応答のような高速での応答が要求されている。系統需給調

整による報酬は、電気分解装置による水素製造コストの削減に貢献する（ITM Power, 2015； NREL, 2012）。 

 

水素貯蔵 

VRE を出力抑制する代わりに、熱と電気を住宅

に提供 

電気分解装置 

電力系統安定化サービスに利用 
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図 35 電気分解装置を利用した高速周波数応答 

 

出所：NREL, 2017 

 

 

 P2Hによる影響 

 

• ドイツでは、電気ボイラーと蓄熱ユニットを組み合わせることで、夜間の出力抑制を削減、また、アンシラリーサービ

スを提供。 

ドイツの町レムゴ（Lemgo）では、2012年に 5 MW の電気ボイラーを導入して、地域熱供給サービスに利用している。

電気ボイラーは、夜間に系統余剰電力を受電して、アンシラリーサービスを提供することにより収益を生み出す。電気

ボイラーと蓄熱ユニットを併設することで、熱供給と熱需要を一致させることができる。推定によれば、年間 500時間の

ピーク負荷時間においては、電気ボイラーのパフォーマンスは既存のコージェネレーション発電所に匹敵する。ボイラ

ーで生成された熱は 27 TJ、すなわち 7.5 GWh にのぼり、レムゴにおける 2012 年の熱供給量全体の 5%を占めた

（IRENA, 2017c）。 

 

• デンマークのプロジェクトで、電気自動車とヒートポンプを用いてピーク負荷を 47%～61%削減可能。 

住宅の熱需要に柔軟性を加えることでピーク負荷を削減できることが、デンマークのDONG Energy社（現Ørsted社）

が実施した eFlex プロジェクトの一環として示された（DONG Energy, 2012）。このプロジェクトでは、自動制御可能な

スマートデバイスとヒートポンプを接続し、価格に基づくデマンドレスポンス・プログラムに応答することで、ピーク負荷

をどれだけ削減できるかを検証した。ヒートポンプがピーク需要時間帯に熱消費を削減または休止し（住宅が十分に温

まっている場合）、低需要の時間帯に再び作動するようシステムを設定した。その結果、ヒートポンプのパフォーマンス

を最適化することによって、時間帯や主要な気温条件によるものの、ピーク負荷を 47%～61%削減できることが示さ

れた。 

 

周
波
数
（
H

z
） 

時間（秒） 

 

負荷シミュレーション 0～10 

kW、アルカリ水電解式電気

分解装置 40 kW 

 

負荷シミュレーション 0～10 

kW、PEM電解式電気分解

装置 40～30 kW、トリガー

0.2 Hz 

 

負荷シミュレーション 0～10 

kW、アルカリ水電解式電気

分解装置 40～30 kW、トリ

ガー0.2 Hz 
0.2 Hzの逸脱がトリガー  

短時間での回復 

5% 

風力の余剰発電を利用して電気ボイラーから 

供給される熱需要 

47～61% 

電気自動車とヒートポンプの利用によるピーク 

負荷の削減 
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ソリューション実施例 

P2H2プロジェクト 

 

オランダの HyStock 

 HyStock は、オランダのガス輸送事業者ガスニー（Gasunie）社の子会社であるエナジーストック

（EnergyStock）社により開発されたプロジェクトで、オランダ初の P2G 施設である。このプロジェクトは、1 

MW のプロトン交換膜型（PEM）電気分解装置と、水から水素を生成するために必要な電力の一部を供給

する 1 MW の太陽光発電施設からなる。HyStock プロジェクトは岩塩空洞の近くに立地していることから、

電気分解装置で生成した水素を圧縮した後に貯蔵する一時保管場所として岩塩空洞を利用することができ

る。その後、水素は貯蔵シリンダーに注入され、最終消費者に輸送される。また、このプロジェクトでは、アン

シラリーサービスの提供などによって、電気分解装置が電力部門にどれくらい便益をもたらすことができる

かについても調査している（EnergyStock, 2018）。 

 

デンマークの HyBalance 

 HyBalance は、エネルギーシステムにおける水素利用を実証するデンマークのプロジェクトである。このプ

ロジェクトでは、風力発電による余剰電力を水素生成に利用し、電力系統の需給調整の維持に役立ててい

る。生成された水素は、デンマークのホブロにある輸送部門や産業部門で使用される。このプロジェクトは、

水素がどのように収益を生み出せるのかを明らかにするとともに、P2H2 の経済的実現可能性を高めるた

めにどのような規制環境の変更が必要となるかを明らかにすることが期待される。 

 

オーストリアの H2Future 

 H2Future は、オーストリアのヴェスタルピーネ・リンツ（Voestalpine Linz）鉄鋼所への設置が予定されてい

る 6 MW の電気分解装置によるプロジェクトであり、鉄鋼所に水素を供給するとともに、電気分解装置によ

る一次、二次、三次予備力などの系統需給調整サービス提供について検証することが期待されている。水

素は、時間別料金を活用して、オフピーク時に発生する電力により生成される。 

 

ドイツの REFHYNE 

 REFHYNEプロジェクトは、ドイツのラインラントにある大規模製油所に設置された 10 MWの電気分解装置

を用いて、製油所の運営に必要な水素を提供するものである。電気分解装置は、既存の水蒸気メタン改質

装置 2 基からの供給に代わるものと期待される。同時に、製油所内の電力網の需給調整を維持し、ドイツ

の TSO に一次制御予備力を提供することも期待される。実証プロジェクトの評価は 2 年後に行い、収集し

たデータに基づいて、電気分解装置が経済的に実現可能となるための必要条件を検討することとなってい

る。また、このプロジェクトでは、大規模装置の分析として、ラインラント（Reineland）製油所の 100 MW の

電気分解装置についての調査も含まれている（FCH JU, 2018）。 

 

フランスの GRHYD 

 フランスでは、エンジー（ENGIE）社が率いるコンソーシアムが、GRHYD 水素エネルギー貯蔵プロジェクト

の実証研究を行っている。フランスは、2020 年までに最終エネルギー消費全体の 23%を再生可能エネル

ギーで賄うことを目指しており、GRHYD プロジェクトは、再生可能エネルギー源により発電された余剰電力
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を水素に変換することを目指している。生成された水素は天然ガスと混合され（「ハイタン（1）」と呼ばれる）、

既存の天然ガスインフラに導入される。このプロジェクトの目的は、水素と天然ガスを混合して使用すること

が、持続可能なエネルギーソリューションとして技術的、経済的、環境的、社会的な優位性を備えていると

実証することである（ENGIE, 2018）。 

 

P2Hプロジェクト 

 

スコットランドの Heat Smart Orkneyプロジェクト 

 スコットランド政府の地域エネルギーチャレンジ基金から 120 万ポンド（約 1 億 7,000 万円）の資金を得た

Heat Smart Orkneyプロジェクトの一環として、風力発電を用いた P2Hプロジェクトが実施されている。エネ

ルギー効率の高い熱供給装置を参加者の住宅に設置し、コミュニティが所有する風車の余剰電力を、出力

抑制する代わりにこれらの装置に供給する。各世帯の熱供給装置はインターネットに接続され、風車が出

力抑制信号を受信すると熱供給装置が起動する仕組みである。 

 

デンマークにおける P2Hの拡大 

 2015 年、デンマークの都市オーフス（Aarhus）は、コミュニティに地域熱供給サービスを提供するため、既

存のコジェネ発電所の設備を拡大して 80 MW の電気ボイラーと 2 MW の電気ヒートポンプを追加した。既

存のヒートポンプのパフォーマンスを評価した後、ヒートポンプの容量を最大 14 MW まで拡張する計画であ

る（IRENA, 2017）。電気ボイラーとヒートポンプはデンマーク西部の風力発電の余剰電力を利用する。通常

この余剰電力は、冬季に最も多くなり、熱需要が増大する時期とも一致する。 
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概要表：P2X ソリューションの便益と費用 

P2H2 ソリューション 

P2H2 

ソリューション 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 分単位～月単位 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラへの投資 

 

複数の収益源へのアクセス、 

既存のガスインフラとの連携 

規制枠組みに求められる変化 

 

市場資産ではなく系統資産として用いられる 

技術に関する明確な法制の確立 

プレーヤーの役割に求められる変化  

 

P2H ソリューション 

P2H 

ソリューション 
低い 中程度 高い 非常に高い 

 
便益  

系統柔軟性が向上する可能性  

対象となる柔軟性ニーズ 
秒単位～月単位（例えば、大規模な洞窟、コンテナ、帯水層での 

蓄熱により季節熱貯蔵が可能となる） 

 

コストと複雑性  

技術およびインフラへの投資  

規制枠組みに求められる変化 
 

複数の収益源へのアクセス 

プレーヤーの役割に求められる変化  



 

 



 
 

 

4 ソリューションの影響評価 
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力システムへ VRE を大量連系するためのイノベーションは、系統柔軟性を強化しつつ系統運用コストを

削減することに重点を置いている。例えば、EU では電気料金の 50%を系統連系コストが占める。系統

柔軟性、すなわち、安定した需給調整を維持するために電力系統が需給パターンに対してどこまで適応できる

か（IRENA, IEA and REN21, 2018）は、VREをどれだけ安く系統に接続できるかに直結する。 

 

世界規模のエネルギー転換を高いコスト効率で達成し、その結果として低炭素かつ持続可能で、信頼度の高

い、包含的なエネルギーシステムを構築するためには、VRE の系統連系に伴うコストを最小限に抑えつつ、便

益を最大限に高めるための戦略が必要である。VRE の系統連系計画が適切に立案されなければ、電力系統

における制約が増え、運用コストも増加する。系統に必要な調整能力や新たな柔軟性ソリューションを想定して

堅実な計画を行うことで、低コストの VRE 電源を導入することができ、図 36 に示すように得られる便益を高め

ることができる（IRENA, 2017b）。 

 

図 36 電力系統の便益を最大化するためのイノベーション 

 

 

電 

コスト 

便益 

イノベーションに
よる系統コストの

削減 

制約が大きい系統におけ
る、 

高 VRE導入率時の 

系統コスト 

燃料コスト削減分 

による便益 

柔軟性が非常に高い 

系統における、 

高 VRE導入率時の 

系統コスト 

柔軟性投資コスト 
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IRENA の分析では、再生可能エネルギーの追加導入のために必要な投資額という点においては、系統柔軟

性を向上させる場合と、系統インフラを増強する場合とで、両者は同程度であると結論付けられている。パリ協

定のシナリオにおいて、系統柔軟性向上への取り組みが限定的である場合は、この投資額は、今後 2050 年

までの間に 18 兆ドル（約 1,980 兆円）にまで膨れ上がる可能性がある（IRENA, 2018b）。図 37 に示す通り、

電力系統のイノベーションを推し進めることで、系統柔軟性を向上させるソリューションが普及し、VRE 導入の

ための系統連系コストは低減される。 

 

当然ながら、個々のソリューションごとに、導入するためのコストや課題、便益は異なる。しかし、再生可能エネ

ルギー連系のための最適なソリューションとそのコストは、電力系統それぞれの特性によって決まるものであり、

絶対的なソリューションが存在するわけではない。電力系統の特性により、あるソリューションが他のソリューシ

ョンより適していることもあれば、そうでない場合もある。第 3 章では、供給側、系統、需要側、そして電力系統

全体において柔軟性を向上させる 11のソリューションを示した。これらのソリューションを図 38に再掲する。 

 

議論の結びとなる本章では、系統柔軟性を向上させるソリューションのうち容易に実施できるものの指針を政

策立案者に示す。本章は、主に 2 つの節で構成される。最初の節ではこれらのソリューションを概説し、その便

益、コストのほか、ソリューション実施にあたって政策立案者が認識し、対処すべき課題をまとめる。次の節で

は、その国の電力系統の特性に最も適した、あるいは適用可能性が限定されるソリューションについての指針

を示す。指針を示すために、電力系統とその国の状況を表すいくつかの指標を用いた。1）都市人口密度、2）

季節性、3）地域間連系線の有無、4）VRE 電源と需要の地理的分散、および 5）需要プロファイルと VRE プロ

ファイルの関係、の 5つの指標である。 

 

図 37 高 VRE導入率におけるトータル系統コスト削減のためのイノベーション 

 

 

系統コスト 

高 

低 

低 高 

VRE 

導入率 

イノベーションの導入 
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図 38 系統柔軟性を向上させるソリューション 
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4.1 主要ソリューション：導入課題と柔軟性ポテンシャル 

前章で紹介された主要ソリューションは、リアルタイムの需給調整サービスに用いる秒単位から分単位の柔軟

性に始まり、VRE 電源の運用最適化に用いる時間単位から日単位の柔軟性まで、さまざまなタイムスケール

の柔軟性ニーズを対象としている。週単位、月単位などのさらに長期的な柔軟性ニーズは、季節変動が大きい

地域において活用される。 

 

供給側および系統におけるソリューションは、リアルタイム運用に用いられる短時間の柔軟性ニーズに対応す

るもので、一般的な例としては、柔軟性のある電源、大容量蓄電池や、地域市場から連系線によって提供され

る集中型サービスである。一方、需要側の柔軟性を高めるソリューションは、ほとんどが分散型エネルギー源

であり、電力系統において利用可能な電源を最適運用するための分単位から時間単位の柔軟性を供給する。

水素や熱貯蔵も、最大で数カ月にわたってエネルギーを貯蔵することができるため、季節単位での柔軟性を供

給することができる。表3に、主要ソリューションとそれらが対応可能な柔軟性ニーズ（タイムスケール）を示す。 

 

表 3 柔軟性ニーズに対応するソリューション 

 柔軟性ニーズのタイムスケール別分類 

 秒 分 時間 日 週 月 

先進的な気象予測手法を取り入

れることによる VRE電源の不

確実性低減 
 

柔軟性の高い電源による変動

性吸収  

柔軟性供給源としての地域間連

系線・地域市場の活用  

スーパーグリッドによる需要地と遠

隔地にある再生可能エネルギー電

源の需給調整 
 

大容量電力貯蔵および新たな

系統運用手法による系統増強

投資の抑制 
 

既存送電線の革新的運用に 

よる系統増強投資の抑制  

分散型エネルギー源のアグリゲ

ーションによる電力系統へのサ

ービス提供 
 

デマンドサイドマネジメント 
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 柔軟性ニーズのタイムスケール別分類 

 秒 分 時間 日 週 月 

再生可能エネルギーのミニグリ

ッドによる電力系統へのサービ

ス提供 
 

分散型エネルギー源による配電

系統の最適運用  

大容量蓄電池ソリューション 
 

P2H2 

ソリューション  

P2H 

ソリューション  

 

ここで、ソリューションごとに対応可能な柔軟性ニーズをタイムスケールごとに示したものの、これらは系統全体

の柔軟性に対して示された以外の影響も及ぼす。一般論として、すべてのソリューションが同一系統内におい

て導入されると想定すれば、それぞれのソリューションの影響を比較することができる。 

 

また、ソリューションを導入するためには、さまざまな課題が伴う。技術やインフラ開発に必要となる投資、法制

上の課題、複数のステークホルダーの関与や主要プレーヤーの役割が変化することによる取引や運用の複雑

化、さらには政治的環境、国際状況などに起因する課題まで多岐にわたる。一般論として、技術やインフラへ

の投資ニーズが最も少ないソリューションは、主に系統運用と市場設計におけるイノベーションをベースとした

ものである。それらのソリューションは、既存の系統資産を用いながら電力系統の新たな状況に追従して効果

的な対応をするよう、新旧両者のプレーヤーに対してインセンティブを提供することによって実現できる。さまざ

まなソリューションおよびイノベーションの導入に際して想定される課題を表 4で概説する。 

 

図 39 は、柔軟性ポテンシャルとコストの面から各ソリューションを比較し、図 40 は非技術分野の導入難易度

の面から各ソリューションを比較したものである。影響力が非常に大きいものの、低コストで導入難易度も高く

ない「特効薬」と呼べるソリューションは存在しないが、それぞれのソリューションを導入するための投資額は、

柔軟性ポテンシャルにおおむね比例することが図 39に示されている。一方で、図 40が示す通り、非技術分野

の導入難易度については同様の比例関係は見受けられない。これは、個々のソリューションにおける課題は多

岐にわたり、それぞれを絶対的に比較すること自体が困難なためである。いずれの課題も、地政学的状況や

電力系統の特性から生じている。 
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表 4 各種イノベーションおよびソリューションの導入課題 

 必要な投資 課題 

実現技術

 

• ハード面の投資が大きい • 実現技術の運用 

ビジネスモデル 

 

• ハード面の投資は少ないが、ソフト面の投資

が大きい（人材やソフトウェアへの投資が必

要になる可能性） 

• 法制の変更が必要になる可能性が高い 

• 新たなデジタル技術の導入が必要（センサ、

予測モデルなど） 

市場設計 

 

• ハード面の投資は少ないが、ソフト面の投資

が大きい（電力取引所や市場参加者のソフ

トウェア投資など） 

• 規制枠組みの変更 

• 政治的課題 

• 国際協調が必要になる可能性 

• 複数の異なるステークホルダー間の協調 

• 電力部門のプレーヤーが果たす役割の変化 

• 利害関係が生じるため、合意と実施に時間

を要する可能性 

系統運用 

 

• ハード面の投資は少ないが、ソフト面の投資

が大きい（新たなソフトウェア、ツール、制御

システムが必要になる可能性） 

• データの利用可能量 

• データの取り扱い 

• 法制の変更が必要になる可能性 
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図 39 各ソリューションの柔軟性ポテンシャルと必要な技術コスト 

 

 

 

図 39 は、ソリューション導入に必要な技術／インフラコストと系統柔軟性の向上ポテンシャルとの間に高い相

関関係があることを示している。大型蓄電池、スーパーグリッド、P2H2 で用いられる電気分解装置は高コスト

な技術であるが、柔軟性に非常に大きな影響を及ぼすソリューションでもある。とはいえ、他にも低コストで大き

な柔軟性をもたらす多くのソリューションが存在する。そのため、それぞれの電力系統に関して、必要とする柔

軟性の程度と、それぞれの状況に応じて得られる相乗効果を考慮して、ソリューションを評価する必要がある。 

 

また、重要な点として、ソリューション同士には相乗効果が存在するため、それらを一緒に導入することで投資

額を抑制できる可能性がある。例えば、デジタル技術への投資を行うことで分散型エネルギー源による系統サ

ービス提供が可能になれば、それは同時に、デマンドサイドマネジメントにとっても有益となる。また、住宅用ヒ

ートポンプなどの P2H ソリューションに投資することで、需要側ソリューションの影響力が高まり、デマンドサイ

ドマネジメントの効率化、系統サービスの提供、さらには配電系統においてこれらの技術を活用した運用最適

化を実現することができる。 

 

また、このアセスメントにおいて重要なポイントは、系統構成や置かれている状況である。例えば、地域間連系

が進んでいる系統の場合、法制および地域間連系の運用方法を改善することで、大規模なインフラ投資を行う

ことなく地域市場運用を実現することができる。しかし、連系線が存在しない場合、そのコストは大幅に増大す

る可能性がある。風力発電や太陽光発電の変動性を吸収するために従来型電源の柔軟性を向上させるソリュ

ーションについても同様のことが言える。大規模な揚水発電や柔軟なガス火力発電所といった、柔軟性のある
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発電所がすでに電源構成に含まれている系統の場合、柔軟性ポテンシャルを十分に発揮させるためには単に

運用方法を変革するだけでよい。そうではない場合は、より多くのコストをかけて従来型発電設備を改良するこ

とが必要となる。 

 

ソリューションを導入する際の非技術分野の導入難易度と柔軟性ポテンシャルの関係を図 40 に示す。大容量

蓄電池ソリューションを導入する場合や、変動性を吸収する柔軟性電源へインセンティブを付与する場合など

に、必要に応じて法制変更を検討することが重要である。このような場合には、柔軟性を持ったエネルギー源

への適切なインセンティブ提供という点で、法制と市場設計が重要な役割を果たす。 

 

法制度の変更以外でソリューションの導入を困難にする重要なポイントは、関連するプレーヤーの役割と責任

の変化である。例えば、需要側の柔軟性ソリューションは、需要家の役割変化と消費パターンの変化を伴う。

分散型エネルギー源を導入し、それらからの系統サービス提供を実現させるためには、送電系統運用者（TSO）

が果たす役割の変化や、より重要な点として、配電系統運用者（DSO）が果たす役割の変化が求められる。プ

レーヤーの役割変化を促すことは難易度の高い課題である。なぜなら、役割変化を正当化するためには適切

なインセンティブとビジネスモデルが必要だからである。 

 

図 40 各ソリューションの柔軟性ポテンシャルと非技術的課題 

 

注： 非技術分野の導入課題として、法制度の変更の必要性、プレーヤーの役割における変更の必要性、その他の課題がある。 
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その一方で、地域外・国外との協力が必要となる場合、系統間の役割や責任を配分しなければならない場合、

あるいは、国より地域の便益が優先されているような場合には、政治的状況や国際環境が大きな課題となる。

これらの課題は、地域市場を十分有効に機能させるうえで、あるいは連系線を通した電力融通の取引において

さえ、きわめて大きな負担となる。 

 

各ソリューションの影響を検討し、以下に図 39および 40から得られる知見および要点をまとめる。 

 

 送電線の革新的運用による系統増強投資の回避または抑制とは、動的線路定格（DLR）を指す。DLRを採

用することにより、気温が低い場合や安全性を損なわないような環境条件であれば、より多くの VRE 電力

を送電線に供給できる可能性がある。DLR は、追加投資の必要がなく、系統混雑による VRE 出力抑制の

大幅低減を期待することもできるソリューションである。また、ソリューション導入に関与するプレーヤーも、

TSO のみである。DLR の運用パラメーターは、気象予測を行う頻度、予測に要する時間、および精度に応

じて、多くの場合は数時間から数週間前に変更可能となる。 

 

夏季と冬季の気温差が大きい欧州では、11 の TSO が DLR を用いた運用を行っている。例えば、ドイツの

テネット（TenneT）社は自らが所有する気象観測ステーションから収集したデータ（気温、風速）を DLR に用

いており、イタリアのテルナ（Terna）社は送電線に直接取り付けた温度センサーを利用している（ENTSO-E, 

2015）。 

 

 先進的気象予測ツールは、VRE 電源の不確実性の影響を低減できる大きな可能性を秘めている。風力発

電や太陽光発電の変動性自体を減らすことはできないが、出力予測の確実性が増すことで、系統運用のス

ケジュール作成が容易になり、変動性をより正確に考慮することができる。先進的気象予測ツールはすで

に開発されており、新たなデジタル技術を用いて継続的に改善が進んでいる。人工知能は、このようなツー

ルを進化させ、精度を高められる一方で、コストも増加させてしまう。とはいえ、このソリューションの導入は

比較的容易である。なぜなら、発電事業者や系統運用者が給電指令のスケジュールを作成するために使

用するツールだからである。最大の課題は、これまでに蓄積されたデータがどこまで利用できるかである。

これらのデータは通常、電力部門の大手事業者が測定および保持しており、小規模な発電事業者はアクセ

スすることができない。気象データのオープンプラットフォームが構築されれば、このソリューションはポテン

シャルを最大限に発揮することができる。 

 

ドイツでは、アンプリオン（Amprion）社、テネット（TenneT）社、フィフティーヘルツ（50 Hertz）社の 3 つの

TSO がドイツ気象庁およびフラウンホーファー（Fraunhofer）研究所と協力して、風力発電所や太陽光発電

所向けの気象予測や発電予測精度の向上を図っている。彼らは、特に系統安定度に重点を置いて、新たな

予測商品を開発している。ドイツ各地の太陽光パネルと風力発電システムから収集されたリアルタイムデー

タがアルゴリズムに投入され、48 時間先までの再生可能エネルギー出力を計算している（IRP Wind, 

2016）。 
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一般的には、図 39 および 40 によれば、市場設計におけるイノベーションを活用する需要側ソリューション

が他と比較して低コストでありながら、VRE 導入率の拡大に対して中位から高位の効果がある。そのた

め、これらのソリューションは、多くの国々において価値のある施策となっており、電力系統の転換の出発

点となっている。電力系統、電力貯蔵、あるいは P2Xなどのイノベーションに基づく実現技術を積極的に活

用するソリューションは、より多くの投資を必要とするが、VRE 導入率拡大に大きな効果を及ぼす可能性

がある。そのため、これらのソリューションは、先進的な状況にある国々、すなわち電力系統への VRE 大

量導入を実現しつつある国々に適している。ただし、これらのソリューションの導入を成功させるためには、

これらを考慮した法制やインフラ計画を、政策枠組みの中にあらかじめ織り込むことが不可欠である。 

 

 需要側のソリューションは、系統柔軟性を有効活用できる大きな可能性を秘めている。これらのソリューショ

ンには、需要家向けの時間別料金（または卸電力価格）を用いてデマンドレスポンス（デマンドサイドマネジ

メント）を促す暗示的な方式と、分散型エネルギー源の市場参加を認め、卸電力市場の状況に基づいたディ

スパッチに対応させる（系統サービスを提供する）明示的な方式がある。技術的な観点から見ると、これらの

ソリューションを小規模電源に適用するには、スマートメーターやスマート家電を導入して、デマンドレスポン

スプログラムへの自動応答や、分散型エネルギー源とスマート家電の接続および両者間の通信強化を行う

必要がある。これは特に、小規模な需要家や住宅に当てはまる。一方、産業需要家は、高度なデジタル化

技術がなくとも、価格シグナルに反応する可能性がある。 

 

また、太陽光発電、ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池といった分散型エネルギー源や電気自動車の

普及により、プロシューマーが卸電力市場や地域市場に参加できる機会が増えている。これらの技術はボト

ムアップ方式で導入されており、技術の進歩と革新的なビジネスモデル導入の結果として広く普及している。

政策立案者の立場からすれば、技術やインフラへの大規模な投資は必要ないものの、需要家側において

既に導入および接続されているこれらの技術を十分に活用して電力系統に便益やサービスをもたらすため

には、法制の変更が必要になる。適切な価格シグナルが送信され、新たな柔軟性サービスが適正な評価

の下で報酬を得られ、また、新たなプレーヤーが卸電力市場に参加できるように、法制を変更する必要があ

る。 

 

法制上の課題に加え、これらのソリューションは多くのプレーヤーの協調を必要とするため、プロシューマー、

TSO、DSO が果たす役割の変化も伴う。デマンドサイドマネジメントはどのような状況においても導入を進

めることが可能であるが、分散型エネルギー源が卸電力市場やアンシラリーサービス市場に参加して系統

サービスを提供するためには、卸電力市場と小売市場の両者の自由化が必要である。また、分散型エネル

ギー源は、TSOへの系統サービスやアンシラリーサービスの提供以外に、DSOへのサービス提供（それに

より系統増強を抑制する）に利用することもできる。これら 2 種類のケースでは、TSO や DSO との直接契

約によってサービス提供が可能な場合においては、自由化された市場を要件としない。 

 

ベルギーでは、電力市場の日々の運用において、デマンドレスポンス・ソリューションが実用的な方法で取り

入れられている。TSOは、発電とピーク電力需要のミスマッチを埋める手法として分散型エネルギー源の活
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用を認めており、それゆえに産業需要家はきわめて重要な役割を担っている。フィンランドでは、ダイナミッ

クプライシング設定方式とスマートホームによって、家庭向けのデマンドサイドマネジメントを実現している。 

 

 また、配電網に最大の便益をもたらすよう、既存の分散型エネルギー源を制御することもできる。DSO は、

配電網に接続されている分散型エネルギー源を、価格シグナルによって直接的または間接的に活用するこ

とで、運用の最適化を実現できる。その際、DSO はその役割を拡大し、系統制約に応じて配電網に接続さ

れる新たな電源を制御し、これら資源を最適運用することへの責任を負う必要がある。 

 

そのためには、コストではなくパフォーマンスに基づいた、DSOに対する革新的な法制を導入する必要があ

る。また、運用上の手順も複雑になるため新たに整備する必要がある。系統設備への投資（設備投資コスト、

CAPEX）に対してではなく、系統サービスの調達（運用コスト、OPEX）に対してのインセンティブ制度などは

その一つである。また、配電網へのアクセスの基本条件や使用料の見直しも必要になる。英国の配電会社

であるWestern Power Distribution社は、配電網の運用を最適化する 4項目の計画を発表した。この計画

は、スマート電力網ソリューションの高圧線への拡大・拡張、アグリゲーターや需要家から各種サービス供

給を受ける契約、TSO と DSO の協力、低圧系統の保全や安全性の確保、からなる（Engerati, 2018）。地

域的な柔軟性市場はすでに発展しつつあり、DSO が柔軟性を調達し、それにより系統増強を抑制すること

が可能になっている（Agder Energiなど）。 

 

 もうひとつのソリューションは、さまざまな分散型エネルギー源を制御可能なまとまりとして構築するミニグリ

ッドである。ミニグリッドは、電力系統から独立した運用が可能であり、必要な場合にはリアルタイムの状況

に応じて電力系統と連系することができる。このソリューションには、ミニグリッドを構成するすべての機器を

相互に接続する堅牢な ITシステムとデジタル化が必要である。オランダでは、持続可能でスマートなエネル

ギー管理に重点を置いた、ミニグリッドの試験的プロジェクトが実施されている。そのようなミニグリッドは、さ

まざまなコンポーネントを統合し、地域レベルで需給調整を行い、コストを削減するために、インテリジェント・

マネジメントシステムを用いている。例えば、日射量が一定程度存在する時には太陽光パネルで収集した

エネルギーで電気自動車を充電する。余剰電力があれば、蓄電池に貯蔵するか、電力系統を通じてコミュ

ニティ内の他の住宅に供給される。 

 

 地域市場と地域間連系は、不確実性を補うことが可能な柔軟性の高い従来型電源とともに、系統全体の柔

軟性を高めるうえで重要な役割を果たす。いずれも、市場設計のイノベーションに基づくソリューションであり、

柔軟性サービスをより適正に評価し、系統内でこれらのサービスを容易に取引できるようにするために、そ

れぞれの規制枠組みを変更する必要がある。現行の電力系統の状況によっては、投資が必要になる場合

もある。例えば、大規模な揚水発電やガス火力発電といった柔軟性の高い従来型電源オプションを備えた

電力系統では、発電所の柔軟性に対して適切な報酬を与える法制は十分整備されている可能性がある。し

かし、石炭火力発電や原子力発電といった柔軟性に乏しい電源が中心となる系統では、新たな法制に加え

て、技術強化や発電所の改修が必要になることがある。 

 

電源構成が風力発電と火力発電からなるデンマークでは、火力発電所の設備改修を行うことで、通常 1%/

分程度である出力変化速度を平均 4%/分まで引き上げ、電力価格の日内変動によって指し示される電力
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4 
系統の柔軟性ニーズに対応している。出力変化速度の性能が向上することで、発電所は電力市場への参

加をより迅速に増やしたり減らしたりすることができ、電力価格の変動に合わせた対応が可能になる。同様

に、最適化されていない火力発電所の標準的な最低負荷は 30％～40％であるが、デンマークの火力発電

所の中には 15%という低い最低負荷を達成しているところもある（Energinet, 2018）。 

 

地域市場は大きな柔軟性をもたらすことができるが、その前提となるのは地域間連系線である。地域間連

系線への投資が必要な場合、このようなソリューションを導入するための課題とコストは増加する。また、地

域市場を実現するには、地域全体において（合理的な）調和が取られた市場設計が必要である。この調和

を実現するためにはさまざまな課題が伴うと考えられる。すなわち、強力な制度的取り決めや、国益よりも

地域全体の供給保証を優先するという姿勢に基づいた、地域のマインドセットと関係当事者間の信頼関係

構築、などが求められる。欧州、中米、アフリカ、米国など、世界各地の地域市場が、VRE 導入に伴う同様

の便益と課題に直面している。長期的には、国際協力の難しさがあるとしても、再生可能エネルギーの導入

を促進し、パリ協定の環境目標を達成するため、地域市場をソリューションに取り入れることが必要になる。

国際交渉は時間を要する可能性もあるが、そのような議論はすぐにでも始めることが望ましい。 

 

 P2H ソリューションは、ヒートポンプと大型電気ボイラーの運用に大きく依存している。これらの技術は、成

熟した商業化段階に達している。現在はデジタル技術を活用して運用方法を最適化し、系統柔軟性の向上

を図る段階にある。例えば、スコットランド政府は、風力発電を用いた P2H 事業のために 120 万ポンド（約

1 億 7,000 万円）の資金を確保している。エネルギー効率の高い熱供給装置を参加者の住宅に設置し、コ

ミュニティが所有する風力発電システムからの余剰電力を、出力抑制する代わりにこれらの装置に供給す

る。各世帯の熱供給装置はインターネットに接続され、風力発電システムが出力抑制シグナルを受信すると

熱供給装置が起動する仕組みとなっている。 

 

 大容量蓄電池や P2H2 ソリューションに用いられる電気分解装置など、商業化の初期段階にある技術を用

いたソリューションは、柔軟性を供給する技術の中において現時点では最も高コストであり、大容量展開前

のコストが低下していない段階において、リスクの高い投資となっている。このようなソリューションは、依然

として商業化の初期段階にある。蓄電池は過去 10 年で大幅に普及が進んだため、コストがやや低下して

おり、P2H2 ソリューションに比較すれば導入および運用が容易である。その一方で、大容量蓄電池が電力

消費、発電、貯蔵のできる新たなプレーヤーとなるためには、法制度の変更が必要とされる。プレーヤーと

電力系統の両者に最善の便益をもたらすよう、電力系統において蓄電池がもたらす効果にインセンティブを

付与することが望ましい。 

 

例えば、南オーストラリア州では 100 MW／129 MWhの蓄電池施設が設置され、Hornsdale Wind Farm

で発電された電力を安定化するとともに、アンシラリーサービスを電力系統に提供している。 

 

電気分解装置により再生可能エネルギーを水素変換することは、P2H2 ソリューションにおける一つの要素

でしかない。水素を貯蔵し、さらに他の用途に使用し、または電力に再変換するためには、他の技術、適切

なインフラと運用手順の整備を必要とする。オーストリアのH2Futureプロジェクトでは、ヴェシュタルピーナ・

リンツ（Voestalpine Linz）鉄鋼所に 6 MW の電気分解装置を設置することを計画している。このプロジェクト
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では、鉄鋼所に水素を供給するとともに、電気分解装置による一次、二次、三次予備力などの系統需給調

整サービスの提供について研究を行う予定である。水素は、時間別電気料金を活用して、オフピーク時に

発生する電力により生成される。電気分解装置の規模を拡張し、大量生産を行うことで、大幅なコスト低下

が期待される。 

既に存在している潜在的な柔軟性を有効活用することが、 

イノベーションによって実施すべき最初のアクション 

 スーパーグリッドに基づくソリューションは、いくつかの理由から、導入をする上での複雑度が最も大きい。

第一に、これらは発展途上の技術であり、特に直流遮断器を用いたメッシュ型の高圧直流送電網に関して

は、その状況が強く当てはまる。これまでに世界で数件の試験的プロジェクトが実施されているのみである。

第二に、国家間の電力取引を行う上で必要となる経済的合意と政治的合意によって、スーパーグリッドに基

づくソリューションの複雑度が増大する可能性がある。法制、標準化、さらには所有権、権利、収益配分に

関する問題が挙がる可能性がある。 

 

ドイツのエネルギー転換政策「エネルギーヴェンデ（Energiewend）」の一環として、洋上風力発電とドイツの

電力網を連系する HVDC 送電線が敷設された。2015 年 4 月、ドイツの TSO であるテネット（TenneT）社

は、現時点で世界最長の洋上発電所用連系線 SylWin1の運用を開始した。SylWin1は、70 km沖合にあ

る 3つの風力発電所と連系している。総出力 864 MWのウィンドファームは、SylWin1の HVDC連系線を

介して風力発電からの大量の電力をドイツに輸送することができる。合計 232 基の風車が生み出すエネル

ギーを陸上の変電所に輸送するために、160 kmの海底ケーブルと 45 kmの陸上ケーブルによって総距離

205 kmが結ばれている。それにより、100万戸以上の住宅にクリーンな風力エネルギーが供給されている

（TenneT, 2018）。 

 

一方、欧州、中国、北米だけでなく世界の他の地域でも、国際連系や国際電力市場を推進する国は増えて

いる（湾岸協力会議、アフリカ各地のパワープールのほか、南米、インドおよびその周辺国、東アジアなど）。

国際取引ルールが策定され、数十年をかけて精緻化され、世界各地の関係者が互いに学び合おうと積極

的な努力を行っている。 
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4 
表 5 概要表 

凡例：  影響／コスト／課題が少ない  影響／コスト／課題が非常に多い 

 

ソリューション 

系統柔軟性が 

向上する可能性 

技術および 

インフラのコスト 

規制枠組みに 

求められる変化 

プレーヤーの 

役割に求め 

られる変化 

その他の課題 

先進的な気象予

測手法を取り入

れることによる

VRE電源の不確

実性低減 

    

小規模プレーヤ

ーに対する過去

の気象データの

利用可否 

  VREの需給調整

責任の導入によ

って、予測精度

向上を促進 

 

柔軟性の高い電

源による変動性

吸収 

    

柔軟性を考慮し

た改良モデル、

データの 

利用可否 

 火力発電所の 

改修が適用可能

な場合 

  

柔軟性供給源と

しての地域間連

系線・地域市場

の活用 

    

政治的課題、 

地域のマインド 

セットと信頼構築 

 地域間連系が 

実施されて 

いない場合 

市場統合の状況

に依存 

各市場の TSO

および市場参加

者間の協調 

スーパーグリッド

による需要地と遠

隔地にある再生

可能エネルギー

電源の需給調整 

    

国際的、政治的

協力体制の 

必要性 

 スーパーグリッド

の費用 

連系する地域間

で合意した規制

枠組み 

 

電力貯蔵による

系統増強の抑制 

    

 

 使用する 

電力貯蔵方式に

よって異なる 

商用資産ではな

く系統資産として

用いられる技術

に関する明確な

規則の確立 

TSOおよび

DSOの新たな 

役割 

既存電力線の革

新的運用による

系統増強投資の

抑制 

    

 

 制御システムに

かかる潜在的 

コスト 
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ソリューション 

系統柔軟性が 

向上する可能性 

技術および 

インフラのコスト 

規制枠組みに 

求められる変化 

プレーヤーの 

役割に求め 

られる変化 

その他の課題 

分散型エネルギ

ー源による電力

系統へのサービ

ス提供 

    

プロシューマーを

含むさまざまなス

テークホルダー

間の密接な協調 

 ICTプラットフォ

ーム。ただし、 

分散型エネルギ

ー源とスマートメ

ーターが導入済

みであることが前

提 

 能動的需要家、

DSO と TSO、 

アグリゲーター 

などの新たな 

プレーヤー 

デマンドサイド 

マネジメント 

    

需要家の参加と

プライバシーの

保証 

 スマートメータ

ー、ICT 

需要家への価格

シグナル 

能動的需要家 

－ 促進要因とし

ての自動化技術 

再生可能エネル

ギーのミニグリッ

ドによる電力系

統へのサービス

提供 

    

 
 ミニグリッド、 

スマートメータ

ー、ICT 

  

配電系統の最適

運用 

    

系統不安定性の

管理 

 スマートメータ

ー、ICT 

DSOに対す 

る新たなインセン

ティブおよび規制

枠組み 

DSOの新たな 

役割 

大容量蓄電池 

ソリューション 

    

DSO と蓄電池 

プロバイダー間

での基準策定 

 規模および 

蓄電池コスト 

動向による 

発電、貯蔵、電

力消費できる新

たなプレーヤー

に適切なインセン

ティブを与える 

 

P2H2 

ソリューション 

    

 

 電気分解装置、

ガスインフラ、 

パイプラインの 

改修費用 

複数の収益源へ

のアクセス、既存

のガスインフラへ

のアクセス 

 

P2H 

ソリューション 
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4.2 ソリューションの適合性に関する指標 

これまでに示されたソリューションは、前節で述べた通り、導入における複雑さも、対応できる柔軟性ニーズも

異なる。しかし、あらゆる状況において適切となるソリューションが存在するわけではない。したがって、政策立

案者は、ソリューションが導入される状況を鑑みて、それぞれのソリューションを慎重に評価しなければならな

い。本節は、5つの指標に基づいて、適切なソリューションおよびイノベーションの指針を政策立案者に示すこと

を目的とする。 

 

これは「ハウ・トゥ」ガイドではなく、それぞれの状況に応じた適切なソリューションは何かを、イノベーションの展

望に基づいて示すことを試みている。その目的は、政策立案者が選択肢を絞り込み、どのソリューションをより

詳細に調査すべきかを検討できるようにすることである。それぞれの指標について、適用可能性が限定される

ソリューションと、推奨されるソリューションを示す。異なる状況においてどのソリューションが適切であるかを説

明するために、下記の 5つの指標を検討する。 

 

1 都市人口密度：高人口密度／低人口密度 

2 季節性：四季あり／季節性なし 

3 地域間連系の可能性：連系系統／孤立系統 

4 VRE電源と大規模需要地の空間近接性：大規模需要地が VRE電源から近い／遠い 

5 VRE 発電プロファイルと負荷プロファイルの時間的一致：VRE 発電と需要が一致（フラットな残余需要）

／不一致（凹凸のある残余需要） 

 

それぞれの指標がソリューションに及ぼす影響について、以下に示す。 

 

1. 都市人口密度 

都市人口密度は、電力系統の分散化が物理的かつ現実的に実現可能かどうかを評価するうえで重要な指標

である。分散型ソリューションは、高層ビルや混雑した地域に人々が暮らすような人口密度の高い都市（ニュー

ヨーク、ボゴタ、サンパウロ、パリなど）においては現実的な選択肢とはならない。需要家の家屋に、蓄電池、屋

根置き太陽電池や電気自動車用プラグを設置する余地がほとんどないからである。そのような状況において、

需要側に柔軟性をもたらすことが可能となる選択肢は、デマンドサイドマネジメント、つまり時間別料金や直接

的な負荷制御を用いたデマンドレスポンスである。そのような密集地域における需要の規模を考慮すると、こ

のソリューションは大きな柔軟性ポテンシャルを秘めている。 

 

逆に言えば、ほとんどの再生可能エネルギープロジェクトは、都市郊外における大規模プロジェクトであること

を意味している。従来型電源から供給できる柔軟性や、貯蔵ソリューション（大容量蓄電池、再生可能エネルギ

ー電力の水素または熱への変換）は、VRE 大量導入を実現するためにきわめて重要である。人口密度が高い

地域では、強靭な電力系統や隣接系統との連系線が整備されているため、系統柔軟性ソリューションも重要で

ある。都市における再生可能エネルギーの消費拡大は、主に電力市場の改善と再生可能エネルギーの地域

間取引によって達成することができる。スーパーグリッドは、再生可能エネルギーを長距離輸送して大規模需

要地まで供給するソリューションとなる可能性がある。 
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一方、人口密度が低い都市や地域においては、利用可能な空間が広いため、分散型ソリューションの展開が

可能となる。これにより、太陽光パネルのような分散型電源と需要側柔軟性供給源を併せて配置することが可

能になる。ビハインド・ザ・メーター（需要側）蓄電池、電気自動車のスマート充電、住宅用ヒートポンプ、ミニグリ

ッドはいずれも、電力系統に価値の高いサービスを提供することができる。 

 

図 41 都市人口密度に基づくソリューションの指針 

 

 

2. 季節性 

季節性は、電力系統の柔軟性ニーズに対する重要な指標である。短期的な柔軟性ニーズはいかなる状況にお

いても存在するが、年間の気温変動が大きな地域の系統においては、多くの場合、長期的な柔軟性ニーズが

存在する。 

 

季節変動のある国々では、電力需要やエネルギー需要が、ある季節において他の季節より高くなる（冬季の気

温が低い地域では、熱供給ニーズのため冬季のエネルギー需要が夏季より高くなり、夏季の気温が非常に高

く冬季の気温がそれほど低くない地域では、エアコン使用のため夏季のエネルギー需要が高くなる）。したがっ

て、長期にわたりエネルギー貯蔵ができれば、需要が低い季節に再生可能エネルギーで発電された余剰電力

を貯蔵し、需要が高い季節に利用することが可能となる。 

 

P2X ソリューション、特に P2H2 は、このような課題に対応できるソリューションである。水素は、現時点では非

常にコストが高くエネルギー損失が大きいものの、長期にわたる貯蔵が可能なためである。水素は、エネルギ

ーを長期貯蔵する媒体となり、これによって数カ月にわたるエネルギー保存も可能となる。例えば、ドイツでは

冬季のエネルギー需要は夏季より 30%高いものの、冬季の再生可能エネルギー源による電力は夏季より約

50%少ない（Hydrogen Council, 2017）。現時点では、水素を媒体とした電力貯蔵は経済的ではない。しかし、

供給側のソリューション 系統柔軟性ソリューション 需要側のソリューション 系統側の電力貯蔵ソリューション 
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推奨される 

ソリューション 

再生可能エネルギーのミニグリッドによる電力系統へのサービス提供 

分散型エネルギー源による配電系統の最適運用 

分散型エネルギー源による電力系統へのサービス提供 

デマンドサイドマネジメント 

柔軟性の高い電源による変動性吸収 

大容量蓄電池ソリューション 

P2X ソリューション 

柔軟性供給源としての 
地域間連系線・地域市場の活用 
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4 
2030 年までに規模の経済によるコスト低下が起こると予想されている。欧州が 2050 年までに目指している脱

炭素化を実現したエネルギーシステムにおいて、水素がどのように利用されるかは、さらなる関心と研究の対

象となっている。帯水層やその他の地下蓄熱技術など、一部の P2H技術では、最長 6 カ月のエネルギー貯蔵

が可能である。 

 

系統ソリューションに関しては、DLRが挙げられる。これは、気温その他の環境条件の変化を利用したイノベー

ションであり、気温が低い、風速が大きい、日射量が少ないなどの場合に、より多くの電力を送電線へ供給可

能とするものである。 

 

これらのソリューションはいずれも、気温や VRE 利用率が年間を通して一定となる地域では、限定的にしか適

用できない。そのような状況においては、長期的な柔軟性は必要ない可能性もあるため、主に短期的な柔軟性

にのみ重点を置くことが望ましい。大容量蓄電池は、電力系統全体の短期的な柔軟性に対応できるソリューシ

ョンであるが、他の類似ソリューションも同様に短期的な柔軟性に対応可能である。 

 

図 42 季節性に基づくソリューションの指針 

 

3. 地域間連系 

地域間連系は、系統における強力な柔軟性供給源である。電力系統が非常に大規模な場合、あるいは地域間

連系が進んでいる場合において、政策立案者が考慮するに値するソリューションは、地域市場の確立という、

近隣の系統との相乗効果を生み出し、需給調整エリアを広域化する方法である。また、地域間連系線が整備さ

れていない場合でも、建設が可能である場合は検討することが望ましい。その場合、広域連系された地区、ま

たはより大規模系統において VRE電源がどのような影響を与えるかという点と、地域により異なる風況／日射

状況を最大限に活用するために連系線をどのように運用するべきかという点が、考慮すべき課題として挙げら

れる。リアルタイムに近い地域市場の運用は、柔軟性を高めるために有益であると考えられる。 

 

このソリューションは、他の電力系統との連系線が存在せず、また構築することもできない、孤立した小規模な

電力系統には適用できない。孤立した電力系統と遠距離にある他の電力系統とを連系して相乗効果を生み出
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せるソリューションは、スーパーグリッドである。 

 

しかし、このような孤立した電力系統の場合、柔軟性は完全にその電力系統自身から供出しなければならない。

この場合に検討すべき選択肢は、従来型電源の柔軟性強化を促すインセンティブ設計、貯蔵ソリューション（蓄

電池、P2X）、または需要側柔軟性の有効活用である。 

 

4. VRE電源と大規模需要地の空間近接性 

この指標は、どの柔軟性ソリューションが適切かを示すものと言うよりは、発電した電力を VRE 資源の豊富な

地域から大規模需要地に送るソリューションへと政策立案者を導くものである。そのような相乗効果を得られる

手法の一つとして、スーパーグリッドは、少ない損失で電力を長距離輸送する新たな選択肢である。地域市場

を構築し、さまざまな VRE 発電プロファイルと負荷プロファイルの組み合わせによる相互補完性を有効活用す

ることも、強力な選択肢の一つである。VRE 電源と需要を結ぶ系統が混雑している場合も、VRE の出力抑制

を回避しつつ系統増強投資を抑制する革新的なソリューション（貯蔵技術、DLR）がいくつかある。 

 

しかし、VRE資源が豊富な場所が大規模需要地と一致する場合は、地域レベルで VRE電源や他の分散型エ

ネルギー源を導入することによって、系統における再生可能エネルギーの消費と需要側の柔軟性のいずれを

も拡大することができる。 

 

図 43 地域間連系の可能性に基づくソリューションの指針 
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図 44 VRE電源と大規模需要地の空間近接性に基づくソリューションの指針 

 

 

5. VRE発電プロファイルと負荷プロファイルの時間的一致 

残余需要プロファイルとは、VRE 発電プロファイルと負荷プロファイルの差である。VRE 電源プロファイルが負

荷プロファイルと一致しない場合、ピーク時の残余需要に対応する系統柔軟性が求められる。この場合、系統

柔軟性を高めるための選択肢は、電力系統のバリューチェーン全体に存在する。たとえば、従来型発電所の

出力上昇／低下性能の強化、地域間連系と地域市場による系統需給調整、デマンドサイドマネジメント、貯蔵

ソリューションなどである（図 45参照）。 

 

どのような状況においても推奨されるソリューション 

本章で説明したように、絶対的なソリューションはない。すべてのソリューションが、導入に対して異なるレベル

の複雑さを伴い、また電力系統固有の状況に基づいたさまざまな柔軟性ニーズに対応する。とはいえ、示され

た 11の主要ソリューションのうち、先進的な気象予測手法を取り入れることによるVRE発電の不確実性低減、

およびデマンドサイドマネジメントの 2つは、ほとんどの状況において検討可能なソリューションである（図 46参

照）。より精度の高い出力予測がなされれば、VRE発電所の不確実性は低減し、どのような電力系統において

もより効果的に再生可能エネルギーを導入することができる。同様に、デマンドサイドマネジメントの向上と、価

格シグナルに対する効果的な需要レスポンスが実現すれば、状況によらず、需要側の柔軟性を有効活用でき

るようになる。 
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図 45 残余需要プロファイルに基づくソリューションの指針 

 

 

図 46 すべての状況に適したソリューション 
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5 結論： 8段階のイノベーションプラン 
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ノベーションはエネルギー転換を促進する原動力であり、イノベーションのペースは世界中で加速している。

さまざまな国々において多数の革新的ソリューションが、エネルギーシステム全体のさまざまな分野で試

験導入され、採用されている。電力部門は、主要な再生可能エネルギー技術である太陽光発電と風力発電の

急速なコスト削減を先導しており、多くの電力システムで導入が促進されている。 

 

変動性再生可能エネルギー（VRE）の導入率が高まるにつれ、柔軟性は電力システムにおいてこれまで以上

に価値を持つ。VRE導入率が拡大すると、電力システムの変化に対応した政策が必要である。VREが安価に

なり、VRE の大量導入により需要家に低コストの電力を供給するためには、連系戦略を成功に導くことが不可

欠である（IRENA, IEA and REN21, 2018）。 

 

未来は我々にかかっている。既に、以下のような数々の変化が起こっている。 

 

 電源：大規模で柔軟性のない火力発電は、より小規模な再生可能エネルギー電源に徐々に置き換えられて

いる。その大半は商業的な柔軟性がなく（限界費用ゼロ）、気候に依存する（エネルギー価格によって変化

しない資源）。短期的には、既存の従来型発電設備はより柔軟になる必要がある。より出力変化の速い容

量（出力変化速度容量）を提供する能力を強化して、残余需要の変動増大に対応する必要がある。長期的

には、デマンドサイドマネメントと系統連系の向上が柔軟性をもたらす。 

 

 セクターカップリング／需要：輸送部門（電気自動車）や、潜在的には熱供給部門の電化といった最終消費

部門は、やがて電化が進み、配電網の負荷を大幅に増加させると予想される。これらの新たな負荷は管理

されない場合、比較的大容量／低エネルギーになる可能性があるが、本質的には柔軟性を持っている。電

化技術には蓄電池や熱貯蔵を含み、電源の利用可能状況と配電網の容量に合わせて需要パターンを平滑

化するのに役立つ。系統柔軟性に対して最適な貢献ができるのは、系統連系が適切に管理され、かつ需要

家が自分自身の選択ではないところで利用パターンが決められてしまうことを受け入れる場合に限る。 

 

 エネルギー貯蔵：蓄電池技術はますます低廉化している。一般家庭のユーザーであっても、特に太陽光発

電システムを設置し、自家消費を最大化したいと考えている家庭では、経済性よりも個人的な選好から蓄電

イ 
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池を大量に設置している。配電系統運用者（DSO）は、配電網の増強を回避するために中規模蓄電池に注

目している。また、セクターカップリングを支援する P2H （電力から熱への変換）や P2H2 （電力から水素

への変換）などの応用技術「P2X」が登場しており、さまざまな技術でエネルギーを貯蔵する大きな可能性を

秘めている。 

 

 配電網：系統容量を「予測して提供する」という考え方（負荷を予測し、需給調整に利用可能な容量を提供

する）が広がりつつあるが、これは特に電化が進むと持続可能的ではない。配電網の電力潮流が予測しに

くくなることが考えられる。また、DSO は電力システムの低電圧部分をより把握し、それらをコントロールす

るためのより良い手立てを得る必要があると予想される。 

 

 アグリゲーション／デマンドレスポンス：デマンドレスポンスが増加する余地は拡大している。技術は成熟し

てきており、適切な市場、アンシラリーサービス商品、市場やプラットフォームが登場してきている。能動的

な電力需要家は、電力の消費も生産も行うことからしばしば「プロシューマー（生産消費者）」と呼ばれ、需要

側の柔軟性を解放する大きな可能性を持ち、電力部門に変化を引き起こしている。 

 

8 段階のイノベーションプラン 

風力発電や太陽光発電といった有力な事例により、VRE 技術はエネルギー転換の中核に位置付けられてい

る。先駆的な国々で試験導入されているイノベーションは、VRE を大量導入しても電力システムが高い信頼度

と経済性をもって運用できることを示している。ただし、先んじて VRE を導入している国々と初期段階にある

国々との間には、依然として大きなギャップが存在する。このギャップを埋めるために、各国において、以下の

対応策の実施が推奨される。 

 

図 47 電力部門における転換のための 8段階のイノベーションプラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

将来の電力システムの
ニーズを予測 

体系的アプローチの採用 

役割と責任の変化の説明 

 

実践による理解の促進 

セクターカップリングを通じた 

相乗効果の創出 

 

市場設計の 

イノベーションを優先 

 

イノベーションに対する 

オープンで協調的な 

アプローチを採用 

 

スマートイノベーションから 

スマートソリューション 

への転換 

 



8段階のイノベーションプラン 

179 

1 将来の電力システムのニーズを予測した先見性のある政策枠組みの策定。コスト効率の高い VRE 大量導

入を実現するためには、現在のニーズ（再生可能エネルギー電源の普及に焦点）と将来のニーズ（VRE の

大量導入に焦点）を調整することが求められる。短期改善策と長期的戦略の間には難しいトレードオフが存

在する。再生可能エネルギーの大量導入と連系を目標とする場合、政策立案者が短期改善策のみに注目

することは望ましくない。政策立案者は、再生可能エネルギーが導入された時を見据えて、そのような将来

に向けた市場と電力システムの設計をする必要がある。 

 

2 技術、市場設計、ビジネスモデル、運用におけるイノベーションを統括する体系的アプローチの採用。電力

システムのあらゆる部門や一部分で起こるイノベーションの相乗効果を活用し、すべてのプレーヤーが関与

することが非常に重要である。本報告書に概説されている革新的なソリューションは、実現技術、市場設計、

系統運用やビジネスモデルの組み合わせによって、各国の状況やニーズに合わせたソリューションが構築

できることを示している。これらのイノベーションを実施して電力部門全体で柔軟性を発揮することによって、

VREの導入コストを削減し、ひいてはエネルギー転換を後押しする。さまざまなソリューション間に相乗効果

が生まれる可能性も存在するため、それらを組み合わせて実施すれば投資額を低減することができる。 

 

3 継続的な試験と実証を通して、実践による理解を促進。将来の電力システムとして唯一無二のモデルを想

定することはできない。イノベーションには失敗がつきものだが、エネルギーシステムには失敗が許されな

い。電力供給は途切れてはならないものであるため、各国の状況によって、どのソリューションがうまくいき、

どのソリューションがうまくいかないかを理解する必要がある。そのため試験と実証を通じた実践による理解

が、リスクを緩和するために非常に重要となる。どこまでリスクを取れるかは、プレーヤーによって異なる。

スタートアップ企業（新規参入者など）は、より高いリスクを取ることができ、失敗する余地も大きい。したがっ

て、スタートアップ企業が問題を解決し、解決策を導き出すためには、オープンイノベーションが不可欠であ

る。規制に余裕を持たせ、さまざまな段階の実験を可能にする必要がある。例として、各プレーヤーが規制

環境による制限を受けずに革新的技術を実験できる、サンドボックス制度の創設が挙げられる。 

 

4 系統運用における変化する役割と責任の説明。分散型エネルギー源の導入増加と、プロシューマーや能動的

な需要家などの新たな市場プレーヤーの出現は、新たな時代の到来を告げる。政府や企業は、需要家やコミュ

ニティのニーズ、要望、イノベーションを採用する意欲について、さらに洞察を深める必要があり、それに合わせ

てソリューションを適合させることが望ましい。一部の消費者は、エネルギーシステムにおいて能動的な役割を

果たそうとするだろうが、その便益は明確にされていなければならず、応答を簡略化するために自動化が必要で

ある。さらに DSO は現行の役割を見直し、ビジネスモデルを変革して、電力システムの計画者から電力システ

ムの運用者へと移行する必要がある。電力システムに接続され、サービスを提供できる新たな分散型エネルギ

ー源の可視性を高めるために、送電系統運用者（TSO）とのより大規模な協力が必要である。 

 

5 市場設計のイノベーションを優先し、比較的低コストで柔軟性を促進。VRE のための市場設計ソリューショ

ンは、非常に影響力があり低コストであることが示されており、真っ先に取り組むべき選択肢となっている。い

くつかのエネルギー市場や規制からは、VRE を大量導入した電力システムのニーズを反映し、デジタル化、

分散化、電化といった動向に対応するために、市場をどのように適応させていけるかを見て取ることができる。

電力市場の価値は、電力量（kWh）の提供から、安価な VRE をより多く取り入れるための柔軟性の提供へと
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5 
移り変わってきている。これらを結びつける鍵となるのが、エネルギーと需給調整サービスの価格を適切に設

定し、柔軟性を提供するすべてのプレーヤーが報酬を得ることのできる市場である。エネルギー転換を考慮

した適切な計画により、包括的でコスト効率の高い市場設計がもたらされると考えられる。一方、パッチを用

いたソリューションは即効性があるものの、長期的な系統コストを押し上げる可能性がある。割り当てられる

短期的なパッチに関わらず、エネルギー市場の価格設定を徐々に改善することが重要である。 

 

6 再生可能エネルギー電力の供給と運輸・冷暖房の電化による相乗効果の創出。セクターカップリングにより、

再生可能エネルギーと最終消費部門の脱炭素化の間で有益な相乗効果を生み出すことができる。電化戦

略は、さまざまな社会的変化を考慮し、再生可能エネルギーの普及を加速するための戦略と密接に連携し

たうえで、慎重に計画され、インテリジェントに実行されることが望ましい。 

 

7 デジタル技術を利用した、スマートイノベーションからスマートソリューションへの転換。デジタル・イノベーシ

ョン（人工知能、IoT、ブロックチェーンなど）は、さまざまな面で電力システムに大きな影響を及ぼしつつある。

既存のモデルやプレーヤーへの影響とリスクはまだ完全に把握しきれていない。技術は存在するものの、

スマートな応用についてはいまだ限定的である。エネルギーシステムには、デジタル・イノベーションが実現

する「スマートネス」をさらに大規模に活用していくことが望まれる。他の産業部門はデジタル技術を（ほぼ）

最大限に活用しており、電力部門にも転用できる知識を提供している。より広範な状況において、デジタル

化により実現するソリューションのさらなる試験的運用と拡大が必要とされている。 

 

8 イノベーションに対するオープンで協調的なアプローチを採用。公共部門と民間部門の双方、先進国と発展

途上国といったさまざまなプレーヤーがイノベーションに関与する必要がある。知識と経験をより幅広く共有

することが望ましい。他の部門やさまざまなプレーヤーから多くを学ぶための機会は豊富に存在する。エネ

ルギー部門の一部と見なされていなかった他の産業部門との連携は、相乗効果を活用する絶好の機会を

もたらす可能性がある。イノベーションは、持続可能で包括的なアプローチと組み合わさることが望ましい。 

 

本報告書は、上記の要素を包含する政策枠組みが、電力部門の転換を成功に導くための適切な位置づけ

にあることを示している。VRE導入を促進する多数の革新的なソリューションは、10年前はまるで SFのよ

うに思われていたかもしれないが、今や世界中に広まり、試験導入されている。台頭しているソリューション

は、ほとんどの電力系統に合わせて調整が可能である。本報告書とこれに付随するオンライン資料が提供

する知見によって、エネルギーシステムの計画者と意思決定者が将来の再生可能エネルギー社会に向け

た計画を真摯に熟慮することが可能となる。 
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